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序     文 

 

 

独立行政法人国際協力機構は、ベトナム社会主義共和国の海洋気象観測システム整備計画にか

かる協力準備調査を実施することを決定し、同調査を株式会社国際気象コンサルタント、株式会

社ウェザーニューズ及び株式会社アルファ水工コンサルタンツから構成される共同企業体に委託

しました。 

調査団は、令和 4 年 5 月から令和 4 年 9 月までベトナムの政府関係者と協議を行うとともに、

計画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運び

となりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つこと

を願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

 

令和 5 年 1月 

 

 

 

 

独立行政法人国際協力機構 

地球環境部 

部長 森田 隆博 

 



＜本準備調査報告書の取り扱いについて＞ 

 

ベトナム国政府が他国や国際機関からの支援を受けるための政府内の手続きが変更とな

り、事業化まで時間を要することとなった。本調査結果は本報告書の通りであるが、ベトナ

ム国政府内手続きの進捗に伴い追加調査を行い、本報告書に記載の内容を確認し必要に応

じて情報を更新する必要があるため、暫定的なものである。 
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要約-1 

要     約 

 

１. 国の概要 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」という）は、北太平洋西部に位置し、面積が

329,241km²、東南アジアの熱帯季節風帯に属し、熱帯低気圧の常襲地域である。ベトナムの北部

と南部は比較的平坦なデルタ地帯で形成され、国土の約 25%が平野、約 75%が山と丘陵地であり、

約 3,400km の海岸線を有しているため、海は人的活動に対して多くの産物を与えてくれている反

面、沿岸地域や漁船操業、船舶航行、海洋開発などを行う人的活動海域では、台風や低気圧によ

る高潮や高波による被害を受けてきた歴史がある。またベトナムの全人口の約 1割が標高 1m 以下

の沿岸地域の低地に居住している。 

ベトナムの人口は 9,758 万人（ベトナム統計総局 2020）、2009～2019 年の年平均人口増加率は

1.14%で、人口規模は世界 15 位、東南アジアではインドネシア、フィリピンに次ぐ 3 位である。

GDP は約 2,619 億 US ドル（2019 年世界銀行）で、実質経済成長率は 2000 年から 2019 まで年間

5%台～7%台（年間）で推移している。 

２. プロジェクトの背景、経緯及び概要 

南北に長い国土と海岸線を有するベトナムでは、沿岸域の潜在的な価値が非常に高く、近年ビ

ーチリゾート地や工業団地の立地など、各地で急速に開発が進んでいる一方で、台風常襲国でも

あることから、沿岸域における高波や高潮による被害が後を絶たない。海岸線全域の既往調査で

は、北部、中部、南部のいずれの地域でも深刻な海岸の侵食が進行している実態が明らかになっ

ている。台風が直撃した北部の海岸では、集落全体が高波や高潮で消失した場所もある。更に、

リゾート開発が進み海岸漂砂の動的均衡が失われ、構造物風下側に深刻な海岸の侵食が生じた結

果、高波で住家が押し流されているような中部の海岸も存在する。南部は北部・中部と比較する

と台風の発生頻度は低いものの被害を無視できるほどではなく、非常に低平な土地に危機意識が

低い人々が暮らすという点で災害脆弱性が高い。またメコンデルタ沖には良好な漁場が広がって

いるが、操業中の漁船が高波により遭難する事故が相次いでいる。この地域を襲った 1997 年の台

風 Linda では 3,000 名を超える犠牲者が発生しているが、漁船の沈没による犠牲が多くを占める

と考えられている。このようにベトナムの沿岸災害については、台風と強く相関するものと考え

る必要があり、高潮や高波は台風の進行経路や台風の勢力に大きく依存するため、場所的な変化

が大きい。沿岸地域や海洋における人的活動を行う上での安全確保と沿岸域での被害の軽減は、

ベトナムの持続的発展にとって最重要課題となっている。そのため安全確保や高潮や高波による

被害の軽減には、ベトナム気象水文総局（Viet Nam Meteorological and Hydrological 

Administration: VNMHA）が的確に波浪観測や予測を行い、国民に対して適時に精度の高い情報を

提供することが求められている。加えて、ベトナムでは過去 50 年間で平均気温が 0.5～0.7 度、
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海面は 20cm（1960 以降の過去 50 年：Hon Dau 海洋観測所）上昇している（日本環境省「東南ア

ジアにおける気候変動より」2015 年）ことから、沿岸域の脆弱性が増しており、ベトナムにとっ

て海洋気象観測網の拡充は喫緊の課題となっている。 

上述の背景と経緯より、本プロジェクトは、ベトナムの約 3,400km の海岸線に沿って 6 ヶ所の

プロジェクト候補地に波浪観測レーダーシステムなどの機材を整備して沿岸災害を引き起こす海

洋気象現象の監視能力を強化し、全ての観測データを VNMHA ハノイ本局に収集して、広域に渡る

精度の高い海洋気象観測と波浪の情報や高波の予警報を国民へ迅速且つ適時に提供することを可

能として、もってベトナムの沿岸災害による被害の軽減に寄与するものである。 

３. 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

日本国政府は、「ベトナム国海洋気象観測システム整備計画」を無償資金協力により実施するた

めの準備調査の実施を決定し、この決定を受け、独立行政法人国際協力機構（Japan International 

Cooperation Agency：JICA）は、2022 年 5 月 25 日から 7 月 13 日に現地調査を実施した。 

現地調査の結果を基に、各項目に関して国内にて解析を行い、本プロジェクトの目的や効果、

プロジェクトコストを鑑み、表 1の項目を準備調査の対象とする旨が確認された。 

そのため JICA は、2022 年 8 月 28 日から 9 月 9日まで準備調査報告書（案）説明調査団をベト

ナムに派遣し、準備調査報告書（案）の説明及び協議を重ねた。その結果、最終的に表 1 に示さ

れた項目が必要である旨が確認された。 

表 1 準備調査の対象とする機材及び付帯施設 
内容 

VNMHAハノイ 

本局 
Co To 

Bach Long 

Vi 
Con Co Ly Son Con Dao Tho Chu 

機材調達・据付        

a）波浪観測データ処理システム 1 － － － － － － 

b）波浪観測データ表示システム 1 － － － － － － 

c）海洋気象情報公開システム 1 － － － － － － 

d）観測状態監視システム 1 － － － － － － 

e） 波浪観測レーダーシステム － 1 1 1 1 1 1 

波浪観測ブイ － 1 1 1 1 1 1 

f）プロダクトデータ表示システム － 1 1 1 1 1 1 

機材付帯施設        

鉄塔・機材棟 － 1 1 1 1 1 1 

 

４. プロジェクトの工期及び概略事業費 

本プロジェクトの工期は、約 41 ヶ月（実施設計：約 15 ヶ月、機材調達及び据付工事：約 26 ヶ

月）と見込まれる。 
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５. プロジェクトの評価 

 

(1） 妥当性 

 

1） ベトナムの開発計画 

ベトナムの気象水文業務の強化と近代化は、気象・海象現象による負の影響を緩和し、人々の

安全な営みを確保するための喫緊の課題であり、また国の持続可能な開発に大きく貢献するもの

との考えから、ベトナムの長期国家開発方針である「ベトナム社会経済開発戦略 2011-2020」で

言及されている政府目標の達成に貢献するために、VNMHA は、海洋気象観測の拡充計画を策定し、

日本政府に計画実現のための無償資金協力を要請した。 

ベトナム社会経済開発戦略の 4.6.の「調和と持続的な地域の開発と新しい都市と農村地域の構

築」では、気候変動、特に持続的な開発を確保するため、海面上昇の問題に対処することに加え、

4.11.の「環境の改善と保護及び気候変動に対する積極的且つ効果的な対応」では、自然災害に対

する予防的解決策を効果的に実施するための効果の研究、予測及び評価に関する業務と、気候変

動、特に海面上昇に対処するための国家目標プログラムを促進して、国際社会からの支援を活用

するために国際協力を強化する旨が盛り込まれている。 

 

2） 我が国の援助政策・方針 

日本とベトナム両国首脳が日越関係を「アジアにおける平和と繁栄のための広範な戦略的パー

トナーシップ」に発展させることに 2014 年 3 月に合意するなど、両国の関係は着実に発展と深化

を続けている。またベトナムは「社会経済開発 10 か年戦略（2011-2020）」において、制度整備、

人材育成、インフラ開発を重点分野と位置づけている。同国の勤勉な国民性、豊富な労働力及び

資源・エネルギーに加え､政治的安定性や治安の良さも相まって、多くの日系企業がベトナムに進

出しており、ベトナムは我が国にとって、経済活動の重要なパートナーである。我が国が、ベト

ナムを積極的に支援していくことは、同国の持続的経済成長を下支えし、2 国間関係の更なる強

化につながるとともに、ASEAN・メコン地域における連結性の強化や経済発展にも資するものであ

り、「自由で開かれたインド太平洋戦略」の推進にも貢献する。我が国の 2017 年 12 月のベトナム

に対する開発協力方針では、我が国の ODA の基本方針（大目標）として、ベトナムの社会経済開

発戦略・計画を踏まえ、ベトナムの国際競争力の強化を通じた持続的成長、ベトナムの抱える脆

弱な側面の克服及び公正な社会・国づくりを包括的に支援するとしている。また上述の大目標の

達成に向けて、我が国は下記の 3つを支援の重点分野（中目標）としている。 

1. 成長と競争力強化 

2. 脆弱性への対応 
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3. ガバナンス強化 

この内、「2．脆弱性への対応」の中で、「成長の負の側面に対処すべく、急速な都市化・工業化

に伴い顕在化している環境問題（都市環境、自然環境）、災害・気候変動などの脅威への対応を支

援する」旨が目標とされていることから、本プロジェクトによりベトナムの海洋気象観測体制が

強化され、沿岸災害に対するベトナム全体の防災能力が向上することは、我が国の援助方針に合

致している。 

 

(2） 有効性 

 

1） 定量的効果 

表 2 成果指標案 

指標名 
基準値 

（2022 年） 

目標値（2028 年） 

【事業完成 3 年後】 

波浪観測の時間的観測能力の向

上 
マニュアル波浪観測時間：6時間間隔 自動波浪観測時間：10 分間隔 

海洋気象観測能力の向上 

マニュアル波浪観測項目 

合成波（波高、波向） 

自動波浪観測項目 

 有義波（波高、波向、周期） 

 第一成分波（波向、周期） 

 第二成分波（波向、周期） 

波浪観測点における目視波浪監視：6時

間間隔（波浪監視ライブカメラがない） 

波浪観測点における波浪監視ライブ

カメラによる自動監視（1 分間隔の監

視画像） 

波浪観測点における風向風速観測が実

施されていない（観測データがない） 

波浪観測点における自動風向風速観

測（10 分間隔の自動観測データ） 

災害対策関係機関などへ提供さ

れる波浪観測情報の即時性向上

と早期意思決定への裨益 

観測後、災害関係機関などへのデータ提

供が可能となるまでに要する時間：人的

操作により約 15～20 分 

観測後、災害関係機関などへのデータ提

供が可能となるまでに要する時間：自動

化により誤送信と遅延防止に貢献し約 5

分 

 

2） 定性的効果 

a) 波浪観測レーダーの整備により、新たに観測可能となる波の周期及び波向の観測データが、

VNMHA ハノイ本局において得られることから、VNMHA の海洋気象観測業務の信頼性が向上

する。更に観測データは、沿岸部における施設設計の基礎データとなるほか、海岸侵食対

策など防災への貢献にも期待できる。 

b) 波浪観測の自動化により波浪観測データの観測頻度と信頼性が向上し、波浪モデルに基づ

く波高・波向の予報の検証などが可能となり、海洋気象予報業務の改善に資する。 

c) 波浪観測間隔の短縮及び即時性の向上により、波浪に関する警報発出までの時間短縮が可

能となり、沿岸災害による被害の軽減に資することが期待される。 

プロジェクト効果に関する慎重且つ包括的な評価において、VNMHA の能力向上は、沿岸災害に

よる人的及び経済的損失の削減に直接寄与することができるものと考えられることから、本プロ
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ジェクトは、沿岸災害による負の影響の軽減に大きく貢献し、ベトナム国民を効果的に保護する

ものである。以上の内容により、本プロジェクトの効果や先方の組織能力などを総合的に検討し

た結果、本プロジェクトの妥当性は高く有効性も見込まれるため、実施する意義は極めて高いも

のと考えられる。 
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第１章 プロジェクトの背景・経緯 

 

１－１ 当該セクターの現状と課題 

 

１－１－１ 現状と課題 

 

北太平洋西部に位置するベトナムは、東南アジアの熱帯季節風帯に属し、熱帯低気圧の常襲地

域である。北部と南部は比較的平坦なデルタ地帯で形成され、国土の約 25%が平野、約 75%が山と

丘陵地である。ベトナムは約 3,400km の海岸線を有しているため、海は人的活動に対して多くの

産物を与えてくれている反面、沿岸地域や漁船操業、船舶航行、海洋開発などを行う人的活動海

域では、台風や低気圧による高潮や高波による被害を受けてきた歴史がある。またベトナムの全

人口の約 1 割が標高 1m 以下の沿岸地域の低地に居住

している。 

右図は、2011 年～2020 年の間に、ベトナムに直接

被害を与えた 30 個の台風（6 月～7月：7 個、8月～9

月：10 個、10 月～12 月：13 個）の経路を示したもの

である。6 月～9 月の間は、台風とモンスーン期の大

雨が重なり合う期間で、台風はベトナムの北部及び北

中部地域に集中して上陸する。海面水温が高いため接

近中の台風は発達中のものが多い。また西進する台風

は動きが遅いことから、台風の影響が長時間続くこと

が多く、特に、この期間の台風はベトナムに大きな被

害を与えている。また 10 月～12 月の間は、台風の多

くが南部及び南中部地域に集中して上陸する特徴を

有している。このようにベトナムでは、1 月～5 月以

外は、台風シーズンであるとも言える。気候変動の影

響により、今後さらに、強い勢力の台風や異常な豪雨

の発生頻度が増加するとの予想結果もある。 

南北に長い国土と海岸線を有するベトナムでは、沿

岸域の潜在的な価値が非常に高く、近年ビーチリゾー

ト地や工業団地の立地など、各地で急速に開発が進ん

でいる一方で、台風常襲国でもあることから、沿岸域

における高波や高潮による被害が後を絶たない。海岸

線全域の既往調査では、北部、中部、南部のいずれの

：6 月～7 月    ：8 月～9 月    ：10 月～12 月 

図 1-1 ベトナムに被害を与えた台風の 

経路（2011 年～2020 年） 
出典：Emergency Events Database (EM-DAT) 

※この地図は、ベトナムの全体を示したものではない 
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地域でも深刻な海岸の侵食が進行している実態が明らかになっている。台風が直撃した北部の海

岸では、集落全体が高波や高潮で消失した場所もある。更に、リゾート開発が進み海岸漂砂の動

的均衡が失われ、構造物風下側に深刻な海岸の

侵食が生じた結果、高波で住家が押し流されて

いるような中部の海岸も存在する。南部は北

部・中部と比較すると台風の発生頻度は低いも

のの被害を無視できるほどではなく、非常に低

平な土地に危機意識が低い人々が暮らすという

点で災害脆弱性が高い。またメコンデルタ沖に

は良好な漁場が広がっているが、操業中の漁船

が高波により遭難する事故が相次いでいる。こ

の地域を襲った 1997 年の台風 Linda では 3,000

名を超える犠牲者が発生しているが、漁船の沈

没による犠牲が多くを占めると考えられている。

このようにベトナムの沿岸災害については、台

風と強く相関するものと考える必要があり、高

潮や高波は台風の進行経路や台風の勢力に大き

く依存するため、場所的な変化が大きい。沿岸

地域や海洋における人的活動を行う上での安全確保と沿岸域での被害の軽減は、ベトナムの持続

的発展にとって最重要課題となっている。そのため安全確保や高潮や高波による被害の軽減には、

ベトナム気象水文総局（Viet Nam Meteorological and Hydrological Administration: VNMHA）

が的確に波浪観測や予測を行い、国民に対して適時に精度の高い情報を提供することが求められ

ている。加えて、ベトナムでは過去 50 年間で平均気温が 0.5～0.7 度、海面は 20cm（1960 以降の

過去 50 年：Hon Dau 海洋観測所）上昇している（日本環境省「東南アジアにおける気候変動」2015

年）ことから、沿岸域の脆弱性が増しており、ベトナムにとって海洋気象観測網の拡充は喫緊の

課題となっている。 

 

１－１－２ 開発計画 

 

 ベトナムの開発計画と政策 

本プロジェクトに関係するベトナムの開発計画と方針を以下に列記した。各開発計画は、本プ

ロジェクトの上位計画となっているものである。 

 

図 1-2 沿岸域での被害と海岸侵食 
資料提供：髙木泰士（東京工業大学 准教授） 

※この地図は、ベトナムの全体を示したものではない 
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＜社会経済開発戦略（SEDS）2021-2030＞ 

ベトナム政府は、10 年毎に長期的な社会経済開発戦略（SEDS）を策定しており、これは国家の

発展と成長のための重要な基盤となっている。ポストコロナ時代の持続可能な開発を促進するた

めに、新しい戦略は、2030 年までにデジタル化への移行、科学技術、イノベーションを通じて近

代化・統合された社会経済的基盤を確立することに焦点を当てている。特に、SEDS は、イノベー

ション分野の促進、科学技術の開発の重要性を強調している。 

＜社会経済開発計画（SEDP）2021-2025＞ 

ベトナム政府は、5 年毎にベトナムの国家開発計画である中期社会経済開発計画（SEDP）を策

定しており、新しい計画は 11 の主要な方向性と課題を達成するよう設計されている。特に注目す

べきは、SEDP の核となる方向性とタスクの 1 つである「気候変動への積極的な対応、持続可能な

開発のための目標達成、天然資源と環境保護の管理強化」である。この計画では自然災害に対す

るより良い対応策を構築することを目的としている。 

＜2025 年までの国のデジタル変革計画・2030 年への方向性＞ 

2020 年 6 月 3 日、2030 年に向けた 2025 年までの国家デジタル化移行プログラムが示された。

2030 年までに ASEAN 地域で繁栄するデジタル国となり、デジタル経済をリードするためである。

本計画の 2 つの方針は、デジタル政府、デジタル経済、デジタル社会を発展させること、世界に

進出できるベトナムのデジタル技術企業を確立することである。天然資源と環境分野のデジタル

化（観測データや情報資料など）への移行に関して、本計画は以下 3 点の主要目標の達成を目指

す。 

(1） 天然資源と環境分野を効果的に管理するために、多様な分野（国土、天然資源と環境モニ

タリング、生物多様性、気候変動、気象水文など）の大規模で包括的なデータベースと情

報システムを開発すること 

(2） 社会経済開発を支援するサービスを促進するための基盤となる全国的なデジタル地図を作

成すること 

(3） 環境上の緊急事態や自然災害の警告を監視、監督、管理、処理するためのスマートソリュ

ーションを採用すること 

本計画で述べられているとおり、ベトナムはデジタル化への移行の重要性を強調し、自然災害

により良く対応するための ICT ベースのシステムとソリューションの確立を目指している。 

＜国家気候変動戦略 2019＞ 

ベトナムは気候変動の影響を最も受けている国の 1 つであるため、2019 年に首相が国家気候変
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動戦略を承認した。本戦略は、気候変動に関連する課題や可能性、天然資源環境省（Ministry of 

Natural Resources and Environment: MONRE）を中心に関係省庁が取るべき戦略的視点、目標、

使命、行動計画を含む。特に、気候変動適応（CCA）の重要性を強調し、産業別・部門別の温室効

果ガス（GHG）削減目標や戦略的取り組みを明記している。 

 

 ベトナムの関連法 

本プロジェクトに関係するベトナムの関連法を以下に列記した。 

＜水文気象法 2015＞ 

ベトナムは水文と気象の重要性を認識し、2015 年に水文気象法を制定した。本法は、水文気象

活動（観測所ネットワークの管理・運営、予報・警報、情報・データ、水文気象サービス、気候

変動監視と国家管理、水文気象活動に従事する機関・組織・個人の権利・責任・義務など）につ

いて規定している。 

MONRE は責任省庁であり、VNMHA は法律に記載されている任務の実施を担当する責任ある行政機

関である。本法に基づいて、VNMHA は、水文気象インフラを近代化・高度化及び人材育成により、

水文気象能力を向上させている。本プロジェクトは、VNMHA が法律に記載されている使命を果た

すために直接的に貢献するものである。 

＜災害予防・軽減法 2013＞ 

ベトナムは自然災害に最も脆弱な国の一つであり、2013 年に「災害予防・軽減法」が制定され

た。本法は、災害予防・軽減活動及びそれらに従事する機関、組織、個人の権利と義務、災害予

防・軽減のための資源の国家管理について規定している。本法は、2007 年に発表されたベトナム

の「国家防災戦略 2020」にも合致している。 

MONRE は本法の責任省庁であり、VNMHA は水文気象災害監視と予測・警報の作成・伝達を担当し

ている。本プロジェクトは、沿岸災害監視と予測に関する VNMHA の能力を強化することに寄与し

ている。 
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１－１－３ 社会経済状況 

 

ベトナムの人口は 9,758 万人（ベトナム統計総局 2020）、2009～2019 年の年平均人口増加率は

1.14%で、人口規模は世界 15 位、東南アジアではインドネシア、フィリピンに次ぐ 3 位である。GDP

は約 2,619 億 US ドル（2019 年世界銀行）で、実質経済成長率は 2000 年から 2019 まで年間 5%台～

7%台（年間）で推移している。 

次の 2 つの図はベトナムにおける GDP 成長率年間推移と台風及び沿岸洪水による被害との関係

図である。過去 20 年間でベトナムの台風災害による犠牲者は大きく減少してきているが、経済被

害の観点では年々被害が増加している状況にある。国としての経済成長は著しいが、その一方で

防災対策が十分に追いついていないところもあり、特に台風が大都市に直接影響する進路をとる

と、経済的に大きな影響を被ることになる。近年では、2017 年に台風 Doksuri と台風 Damrey に

よって、特に大きな人的・経済的被害が生じているが、この 2 つの台風は過去 40 年間にベトナム

に上陸した合計 105 個の台風のうち、台風の強さを基準として上位 5 つの台風にランクされる。 

 

 

 

 

 

 

出典  被害額：Emergency Events Database (EM-DAT)、ＧDP 成長率：世界銀行 
図 1-3 ベトナムの GDP 成長率年間推移と台風及び沿岸地域の洪水による被害額 
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１－２ 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

 

１－１－１に記載したベトナムが抱える現状の課題に対処するため、日本国政府は、「ベトナム

国海洋気象観測システム整備計画」を無償資金協力により実施するための準備調査の実施を決定

し、この決定を受け、独立行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：

JICA）は、2022 年 5 月 25 日から 7月 13 日に現地調査を実施した。 

現地調査では、VNMHA との協議をもとに、VNMHA の機材運用・維持管理能力、最適機材配置計画

などの様々な観点から、下表に示した機材及び付帯施設の内容・規模・数量を調査の対象とした。 

表 1-1 現地調査において対象とされた機材及び付帯施設の概要 

内容 
VNMHAハノイ

本局 
Co To Hon Dau 

Bach 

Long Vi 
Sam Son Hon Ngu Con Co Ly Son Vung Tau Con Dao Tho Chu 

機材調達・据付            

波浪観測データ

処理システム 
1 － － － － － － － － － － 

波浪観測データ

表示システム 
1 － － － － － － － － － － 

潮位観測データ

処理システム 
1 － － － － － － － － － － 

潮位観測データ

表示システム 
1 － － － － － － － － － － 

海洋気象情報公

開システム 
1 － － － － － － － － － － 

観測データアー 1 － － － － － － － － － － 

出典  死者・行方不明者数：Emergency Events Database (EM-DAT)、ＧDP 成長率：世界銀行 
図1-4 ベトナムのGDP 成長率年間推移と台風及び沿岸地域の洪水による死者・行方不明者数 
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カイブシステム 

観測状態監視シ

ステム 
1 － － － － － － － － － － 

波浪観測レーダ

ーシステム（波

浪観測ブイを含

む） 

－ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 

潮位観測システ

ム 
－ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 

プロダクトデー

タ表示システム 
－ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 

機材付帯施設            

鉄塔・機材棟 － 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 

 

現地調査の結果を基に、各項目に関して国内にて解析を行い、本プロジェクトの目的や効果、

プロジェクトコストを鑑み、表 1-2 の項目を準備調査の対象とする旨が確認された。 

そのため JICA は、2022 年 8 月 28 日から 9 月 9日まで準備調査報告書（案）説明調査団をベト

ナムに派遣し、準備調査報告書（案）の説明及び協議を重ねた。その結果、最終的に表 1-2 に示

された項目が必要である旨が確認された。 

表 1-2 準備調査の対象とする機材及び付帯施設 
内容 

VNMHAハノイ 

本局 
Co To 

Bach Long 

Vi 
Con Co Ly Son Con Dao Tho Chu 

機材調達・据付        

a）波浪観測データ処理システム 1 － － － － － － 

b）波浪観測データ表示システム 1 － － － － － － 

c）海洋気象情報公開システム 1 － － － － － － 

d）観測状態監視システム 1 － － － － － － 

e） 波浪観測レーダーシステム － 1 1 1 1 1 1 

波浪観測ブイ － 1 1 1 1 1 1 

f）プロダクトデータ表示システム － 1 1 1 1 1 1 

機材付帯施設        

鉄塔・機材棟 － 1 1 1 1 1 1 

 



 
1-8 

１－３ 気象分野に対する我が国の援助動向 

 

ベトナムの自然災害による被害の軽減を目的とした気象分野に対する協力は、2000 年 4 月に

JICA により実施された気象レーダー網整備計画にかかる基本設計調査が最初となるが、最終的に

日本政府による援助とはならなかった経緯がある。 

ベトナムでは、台風やモンスーン期の雨雲の動きや、各地域の単位時間積算雨量のリアルタイ

ムで定量的な把握を行うための観測体制が十分に整備されておらず、首都ハノイを中心としたベ

トナム北部地域における水災害被害を軽減するための体制整備が強く望まれていたことから、

2009 年 12 月、ベトナム国首相により「タオ・ロ川流域の降雨・洪水予警報システム構築プロジ

ェクト」が承認され、2010 年 1 月にベトナム政府が当計画の援助を日本政府に要請した。この要

請を受けて、同年 6 月 30 日、日本政府とベトナム政府は「気候変動による自然災害対処能力向上

計画」実施に向けての無償資金協力に関する交換文書を交わした。これが、日本政府による気象

分野におけるベトナムで最初の無償資金協力である。日本政府は、一般財団法人日本国際協力シ

ステムを調達代理機関として任命し、2011 年 8 月と 9 月にはコンサルタント実施設計チームが現

地に派遣され調査が実施された。その後、2015 年から 2017 年にプロジェクトが実施され、ベト

ナム北部地域の Phu Lien 及び Vinh に気象レーダーが整備された。 

           表 1-3 我が国の無償資金協力の実績（気象分野） （単位：億円） 
実施年度 案件名 供与限度額 概要 

2015～2017 
気候変動による自然災

害対処能力向上計画 
20.0 

ベトナム北部地域の Phu Lien 及び Vinh に気象レーダ

ー塔施設の建設及び気象レーダーの機材を調達した。 

 

表 1-4 我が国の技術協力・現地調査の実績（気象分野） 

協力内容 実施年度 案件名 概要 

基本設計調査 2000 年度 
気象レーダー網整備計画 

基本設計調査 

ベトナム中部高地及びメコンデルタ地域の2ヶ

所に対する気象レーダーシステム整備に係る

施設建設及び機材調達のための基本設計調査 

実施設計調査 

（気候変動によ

る自然災害対処

能力向上計画） 

2011～2012

年度 

気候変動による自然災害対処

能力向上計画実施設計調査 

ベトナム北部地域の Phu Lien 及び Vinh に気象

レーダーシステム及びその他、ウィンドプロフ

ァイラシステム、自動気象観測システムなどの

整備に係る施設設計及び機材調達のための実

施設計調査 

協力準備調査 2013 年度 

気象水文観測・予測・警報業

務に関する基礎情報収集・確

認調査 

ベトナムにおける気象水文観測及び災害予警

報の現状、課題及び協力ニーズについての情報

収集・確認調査 

技術協力 

プロジェクト 

2018～2023

年度 

気象予測及び洪水早期警報

システム運営能力強化プロ

ジェクト 

JICA 長期専門家（チーフアドバイザー/気象行

政/気象レーダー）及び短期専門家の連携によ

る、Phu Lien 及び Vinh の気象レーダーと自動

気象観測装置を組み合わせた空間分解能の高

い降水量分布の作成技術の移転、及びこれら観

測システムの維持管理や作成された降水量分

布・気象レーダー・気象衛星（ひまわり）デー

タの予報業務への活用等に関する技術協力 
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１－４ 他ドナーの援助動向 

 

上位計画である前述のベトナムの開発計画の達成に対する支援として、他ドナーによるベトナ

ムの気象分野に対する援助活動は、以下の通りである。本プロジェクトと重複する援助計画はな

い。 

表 1-5 他ドナーの援助動向 
援助機関 年 プロジェクト プロジェクト費用 援助内容 

イタリア政府 1999-2012 洪水予警報システム向上 

EUR2,546,920.86：有償及び

31,124.5 百万 VND（カウンター

パートファンド） 

ベトナム中部地域における洪

水予警報システムの向上（自

動気象観測システムの整備な

ど） 

世界銀行 2006-2012 
メコン河デルタ地域洪水

予警報強化 

USD18,880,000：有償 

（13,046 百万 VND（カウンター

パートファンド）を含む

181,043.2 百万 VND） 

チューロン河流域における洪

水監視、予警報システムの強

化 

世界銀行 
2013-2017 

2013-2019 

気象予報と早期予警報シ

ステムの強化 

USD30,000,000：有償及び

74,648,000,000VND（カウンタ

ーパートファンド） 

ベトナム中部及び南部 にお

ける、数値予報及びナウキャ

ストを中心とした気象予報精

度の向上 

フィンランド政府 2016-2020 

降水量観測能力及び国立

水文気象センターの暴風

雨・雷雨予報能力の強化 

USD30,753,160：無償 

5 基の新規二重偏波ドップラ

ー気象レーダーの設置と 3 基

の既存気象レーダーのアップ

グレード 

韓国政府 2023-2026 

ベトナムの気象災害と気

候災害低減のための台風

の監視と予測に関する

ICT ベースの統合プラッ

トフォームの確立 

USD9,300,000：無償と技協 

台風の監視と予測に関する統

合プラットフォームの確立及

び人材の能力強化 
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第２章 プロジェクトを取り巻く状況 

 

２－１  プロジェクトの実施体制 

 

２－１－１ 組織・人員 

 

ベトナムの気象水文業務を行なう唯一の政府機関である VNMHA は、2,784 名（2022 年 6 月時点）

の職員、首都ハノイ本局に 6 部門の支援事務所組織及び 9 つの地方管区水文気象台（センター）

を有している。上部官庁は、MONREである（2002年 11月に改組されVNMHAが MONREの傘下となった）。 

VNMHA 組織構成概略は以下の通りとなっている。 

 

 

(1) VNMHAハノイ本局国家水文気象予報センター（National Centre for Hydro-Meteorological 

Forecasting: NCHMF） 

NCHMF は、以下の 11 の部門より構成されている。 

 

天然資源環境省（MONRE） 

ベトナム気象水文総局（VNMHA） 

長官 

支援事務所 

1) 総務室：25 

2) 人事・組織部：11 

3) 財務・計画部：20 

4) 科学技術・国際協力部：13 

5) 水文気象予報管理部：13 

6) 水文気象監視ネットワーク管理部：13 

基幹ユニット 

1) 水文気象予報センター：116 

2) 水文気象観測センター：97 

3) 水文気象データ・情報センター：50 

4) 高層気象観測センター：58 

5) 水文気象テクノロジーアプリケーションセンター：27 

6) 水文気象調査部門：36 

7) プロジェクト管理ユニット：25 

地域水文気象センター 

 北西管区水文気象センター（Son La）：209 

 北中部管区水文気象センター（Viet Tri）：283 

 北東管区水文気象センター（Phu Lien）：325 

 紅河デルタ管区水文気象センター（Hanoi）：304 

 中北部管区水文気象センター（Vinh）：278 

 中部管区水文気象センター（Da Nang）：234 

 中南部管区水文気象センター（Nha Trang）：186 

 中央高原管区水文気象センター（Pleiku）：186 

 南部管区水文気象センター（Ho Chi Minh）：434 

図 2-1 VNMHA 組織図（2022 年 6 月時点） 
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1) 総務課（Administrative Division） 

2) 計画会計課（Planning and Finances Division） 

3) 予報管理課（Forecast Management Division） 

4) 短期予報課（Short-range Meteorological Forecast Division） 

5) 中長期予報課（Medium, Long-range Meteorological Forecast Division） 

6) 北部水文予報課（Northern Hydro Forecast Division） 

7) 中南部水文予報課（Middle, Southern Hydro Forecast Division） 

8) 海上予報課（Marine Forecast Division） 

9) 計算機課（Computer Division） 

10) 通信課（Telecommunication Division） 

11) 研究応用課（この課は数値予報部門と気象レーダー・衛星部門に分かれている。） 

(2) 地域及び地区センター 

地域及び県水文気象予報センターは、それぞれ独自に地域の予警報を発表し、NCHMF は、各地

域及び県センターが発表した予警報の精度検証を行っている。一方、全国レベル及び台風の予警

報に関しては、NCHMF が全ての責務を負っている。 

表 2-1 VNMHA の地域及び地区センター 

担当部署 担当 

VNMHA ハノイ本局国家水文気象予報センター 

（NCHMF） 

全国レベル予報及び 15 主要都市短期予報 

全国レベル中長期予報 

全国レベル洪水予報 

全国レベル気象警報（大雨、熱波、寒波など） 

台風解析及び予警報 

地域水文気象予報センター（9管区） 
管区レベル気象予警報 

管区レベル洪水予警報 

県水文気象予報センター（53 県） 
県レベル気象予警報 

県レベル洪水予警報 

 

(3) NCHMFの気象予警報 

1) 通常気象予報 

NCHMF が発表する通常天気予報を表 2-2 に示す。 

表 2-2 NCHMF の通常天気予報 

種類 発表時間 

当日予報 1 日 3 回（03、09、21UTC） 

10 日間予報 1 日 1 回（08UTC） 

1 ヶ月予報 毎月 1 回（2日） 

季節予報 3 ヶ月毎（1、4、7、10 月の第 1週） 
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2) 気象警報 

NCHMF が発表する気象警報を表 2-3 に示す。 

表 2-3 NCHMF の気象警報 

種類 発表条件及び時間 

異常低温 平均気温が 13 度以下と予想される地域がある場合に 1 日 4回（02、08、14、20UCT） 

異常高温 最高気温が 35 度以上と予想される地域がある場合に 1 日 2回（02、08UTC） 

大雨（ハノイ地域） 

ハノイ地域で向こう 2 日間に大雨が予想される時に、当日予報（1 日 3 回（03、

09、21UTC）発表）にその旨を言及 

ハノイ地域に大雨が予想される時に随時ナウキャスト（0～6時間予想） 

夜間雷雨（ハノイ地域） ハノイ地域に夜間雷雨が予想される時に随時ナウキャスト（0～6時間予想） 

 

3) 台風注意報・警報 

NCHMF が発表する台風注意報・警報を表 2-4 に示す。 

表 2-4 NCHMF の台風注意報・警報 

種類 発表条件 発表頻度 

注意報 
東経 120 度より東で発生した台風が、今後南シナ海方

面に進むと予想された時 

1 日 3 回（02、08、14UTC） 

海上警報 台風が南シナ海まで進んできた時 1 日 4 回（02、08、14、20UTC） 

台風接近警報 
48 時間以内にビューフォートスケール 6 以上の強風

（10.8m/s 以上）が、沿岸部で吹くと予想された時 

1 日 8 回（02、05、08、11、14、

17、20、23UTC） 

台風緊急警報 
24 時間以内にビューフォートスケール 6 以上の強風

（10.8m/s 以上）が、沿岸部で吹くと予想された時 

1 日 8 回以上 

上陸前は 1 時間毎 
台風予報（進路及び勢力）の際に参照する気象機関 

• 日本気象庁 

• 台風警報センター（Joint Typhoon Warning Center：JTWC）（米国防総省） 

• 中国、香港、韓国など 

 

4) 台風緊急警報の内容 

NCHMF が発表する台風緊急警報を表 2-5 に示す。 

表 2-5 NCHMF の台風緊急警報 

段階 タイトル 内容 

第 1 段階 実況 
台風位置 

シノプティック観測所での風速（平均、最大瞬間）の観測値 

第 2 段階 12 時間予想 
12 時間先の予想（台風進路、位置、最大風速（平均及び最大瞬間、ビュー

フォートスケール） 

第 3 段階 24 時間予想 
12～24 時間先の予想（台風進路、位置、最大風速（平均及び最大瞬間、ビ

ューフォートスケール） 

第 4 段階 影響予想 
沿岸部での風速（平均、最大瞬間：ビューフォートスケール）、竜巻の可能

性、大雨、高潮による波高 
＊風速と高潮は定量的予報だが、雨量は 3 段階（並の雨、強い雨、激しい雨）の定性的予報となっている。 

 

NCHMF は、各種数値予報モデル結果を毎日定期的（2～4 回／日）にダウンロードし、効率的に

閲覧できる予報支援システムを 2009 年から運用している。また 3 種類の領域数値予報モデル
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（High Resolution Model：HRM、Weather Research and Forecasting-Advanced Research Model：

WRFARWM、Weather Research and Forecasting-Nonhydrostatic Mesoscale Model：WRFNMM）に、

先進国の全球数値予報モデル（GSM：日本、GFS：米国立環境予報センター、GME：ドイツ、NOGAPS：

アメリカ海軍、TXLAPS：オーストラリア、GEM:カナダ）の結果を初期値として入力し、VNMHA が

所有する PC クラスターで合計 15 種類の数値予報結果を算出し、現業気象予報の参考資料として

いる。 

5) 予警報の伝達先 

災害対策関連組織：台風洪水対応委員会、国防省など 

マスメディア：テレビ局、ラジオ局、新聞社など 

情報は NCHMF の FTP サーバに保存され、各機関がアクセスする。緊急時は、NCHMF から各機関

に情報が更新されたことを FAX で知らせている。NCHMF の Web サイトに関しては、台風接近時に

は 1 日 50 万件以上のアクセスがあり、2009 年の更新以来、累計で 5,000 万件以上となっている。

またラジオ（Voice of Vietnam：VOV）の天気予報番組は、1日 3 回（短期予報が 23、09UTC、中

期予報が 03UTC）、短期及び中期予報課の職員が職場から電話で生放送をしているほか、異常気象

発生時は、臨時放送が行われている。 

(4) NCHMFの海洋気象予報 

1) NCHMFの海洋気象予報 

NCHMF が発表する海洋気象予報を表 2-6 に示す。 

表 2-6 VNMHA 国家水文気象予報センター（NCHMF）が発表する海洋気象予報 

予報の種類 
予報対象

期間 
内容 予報対象地域 

発表場所 

（発表時間） 

海洋天気予報 24 時間 
24 時間先までの海上天気予

報、視程、風向・風速、波高 
12 海域 

NCHMF の Web サイト 

（9：30、15：30） 

 

テレビ、新聞など 

（4:30、16：30） 

外洋の波浪予報 72 時間 6 時間毎の波高・波向 
南シナ海及び 

タイランド湾全域 

外洋の海流予報 96 時間 
6 時間毎の表面海流速度・流

向 

南シナ海及び 

タイランド湾全域 

3 日間高潮予報 3 日間 
3 日間先までの最大の 

高潮偏差 

南シナ海及び 

タイランド湾全域 

10 日間波浪予報 10 日間 10 日間先までの波浪予報 12 海域 

10 日間海流予報 10 日間 10 日間先までの海流予報 12 海域 

10 日間潮位予報 10 日間 10 日間先までの潮位予報 12 海域 

沿岸の波浪予報 10 日間 3 時間毎の波高 
既設海洋気象 

観測所（21 ヶ所） 

沿岸の潮位予報 24 日間 1 時間毎の潮位 
既設海洋気象 

観測所（21 ヶ所） 

 

2) NCHMFが使用している沿岸・全球波浪予測モデル 
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表 2-7 NCHMF が使用している沿岸・全球波浪予測モデル 
モデル名 距離及び時間解像度 予報期間 更新時間 領域 入力モデルと要素 

SWAN 

Deterministic 

0.25°、8km、4km 

3 時間ステップ 
10 日間 00Z、12Z 

East Sea 

0.2°～30°N、 

95～125°E  ECMWF IFS(0.2)：U10m、V10m 

SWAN Ensemble 
8km 

3 時間ステップ 
3 日間 12Z 

East Sea 

0.2°～30°N、 

95°～125°E 

 

ROMS 2D 

2-8km 

(Curvilinear grid) 

10 秒ステップ 

3 日間 00Z、12Z 

East Sea 

0°～23°N、 

97°～123°E 

 MetNorway AROME(0.25deg): 
U10m、V10m、PMSL 

 TPXO9: Tide 

ROMS 3D 

2-8km 

(Curvilinear grid) 

60 秒ステップ 

9 日間 12Z 

East Sea 

0°～23°N、 

97°～123°E 

 MetNorway AROME(0.25deg): 
U10m、V10m、PMSL 

 TPXO9: Tide 
 Copernics CMEMS: SST、SSH、

Salt、Current 

SuWAT (Bien Dong 

Sea) 

7.4km 

900 秒又は 1800 秒ステップ 
72 時間 

台風接近に

つれ 48 時

間、24 時間

に変更 

台風襲来

時のみ 

Bien Dong Sea 

5.0°～23°N、 

103°E～120°E  VNMHA Typhoon Forecast: 

Lon、Lat、PMSL、Maximum wind 

speed and radius 

SuWAT (Coastal 

Area) 

1.5km 

900 秒又は 1800 秒ステップ 
06 Coastal Areas 

SuWAT (Local 

Area) 

300m 

900 秒又は 1800 秒ステップ 
Local Area 

使用している国際機関や先進国の波浪・気象モデルプロダクト 

 

 

 

 

 

 

モデル名 距離及び時間解像度 更新時間 領域 

IFS (ECMWF) 0.2 × 0.2°、6 時間 00Z, 12Z 0.2N～31.9N、91.2E～130.9E 

NEMO (Copernicus) 1/12°、1 時間 00Z 3N～23N、99E～122E 

AROME (MET Norway) 0.25 × 0.25°、6 時間 00Z, 12Z -5N～40N、75E～140E 

 

 

図2-2 にNCHMF が運用している波浪モデル及び高潮モデル

の計算領域を示す。全てのモデルはVNMHA ハノイ本局3 階の

サーバ室内にあるCray XC40 (80 TFLOPS)にて運用されている。 

SWAN Deterministicモデルの計算結果は、12エリアの

予測の地点切り出し後、NCMHF の Web サイトにて公開さ

れているのに加え、各地域及び県水文気象予報センター

に送信され予測作成に活用されている。また2.5m以上の

波高が予測された場合は、NCMHF は警報の発表を検討す

る。SWAN Ensembleモデルは、初期値が異なる50のメン

バー毎に計算を実施し、その結果得られる図2-3のような

波高確率図が、予報作成の参考資料として活用されている。 

既設海洋気象観測所では、6 時間毎に波浪の目視観測を実施しているが、精度の観点より観測

データを数値予報モデルに同化することは適切では無いことから実施はされていない。将来的に

は気象観測衛星及び波浪観測レーダーによる観測データを用いたデータ同化に取り組む予定で

ある。波浪モデルに関連する今後の計画として、SWAN と同領域において米国で開発された

図 2-2 VNMHA が運用している 

波浪モデル及び高潮モデルの計算領域 


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WaveWatchIII 波浪モデルの使用が検討されている。 

台風接近時に台風予測進路（緯度経度、中心気圧、暴風半径）と米国オレゴン州立大学のTPXO9潮位

モデル値を入力値として高潮を計算しており、ビュー

フォート階級値6以上の風速が予想された場合、波浪、

高潮の警報を含む台風警報が発表される。また、台風

以外に起因する強風による高潮の可能性を考慮して

ROMSモデルを常に運用しており、Webサイトを通じて1

日2回、モデルの計算結果に基づく予報を発表している。 

潮位予測は全国 112 地点で実施しており、その内

22 地点に関しては既設検潮儀から調和定数を算出

し、その他の地点に関しては TPXO9 潮位モデルを使

い算出している。作成された予測値は NCMHF の Web

サイトにて公表されている。 

3) NCHMFの台風警報並びに高潮警報 

海上に関する注意報・警報としては、波浪警報及び高潮警報を含む台風警報が発表される。波

浪警報は波高 2.5m 以上の波が予想された場合に発表される。台風警報並びに高潮警報の発表条

件は表 2-8 及び表 2-9 の通りである。いずれも影響を受ける海域及び沿岸域に合わせた 5段階の

災害リスクレベルを定義している。台風の風速レベルはビューフォート風力階級に基づいている

が、階級 12 を 12 から 17 に細分化している。 

表 2-8 台風警報の条件 
台風の風速レベル 災害リスクレベル（5：高い～1:低い） 

16～17（Super typhoon） 4 5 5 5 5 

14～15（Very strong storm） 4 4 5 5 5 

12～13（Very strong storm） 3 4 4 5 4 

10～11（Strong storm） 3 3 3 4 3 

6～9（Typhoon, storm） 3 3 3 3 3 

影響を受ける海域 東海 

沿岸海域、北東

部、北デルタ、北

中部、中中部地方 

南中部 南部 
北西部、ベトバ

ク、中部高地 

 

表 2-9 高潮警報の条件 
沿岸の海面上昇 災害リスクレベル（5：高い～1:低い） 

6m 以上 5 5 5 4 3 4 4 4 

5～6m 4 4 5 4 3 4 4 4 

4～5m 3 4 4 4 3 4 4 4 

3～4m 2 3 4 4 3 3 3 4 

2～3m － 2 3 3 2 2 2 3 

1～2m － － 2 2 － － － 2 

影響を受ける 

沿岸域 

Quang Ninhか

らThanh Hoa

の沿岸地方 

Nghe An か

ら Ha Tinh 

の沿岸地方 

Quang Binhから

Thua Thien Hue

の沿岸地方 

Da Nangから

Binh Dinhの

沿岸地方 

Phu Yenから 

Ninh Thuanの

沿岸地方 

Binh Thuanか

らBa Ria - Vung 

Tauの沿岸地方 

Ho Chi Minh

から Ca Mau

の沿岸地方 

Ca Mau から

Kien Giang

の沿岸地方 

図 2-3 SWAN Ensemble モデルから 

得られる波高確率図 
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(5) VNMHAの海洋気象観測 

既設海洋気象観測所では、以下の項目を観測している。 

表 2-10 既設海洋気象観測所の観測要素 

北東管区水文気象センター（Phu Lien、Hai Phong） 

番号 観測所 
観測項目 

WH WL WT WSD AT RH AP PP SD SR 

1 Cua Ong 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

2 Co To 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

3 Bai Chay 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

4 Hon Dau 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

5 Bach Long Vi 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

6 Tra Co 〇 〇 〇 〇  〇   〇  

 

北中部管区水文気象センター（Viet Tri） 

番号 観測所 
観測項目 

WH WL WT WSD AT RH AP PP SD SR 

7 Sam Son 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

8 Hon Ngu 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

9 Hoanh Son 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

中部管区水文気象センター（Da Nang） 

番号 観測所 
観測項目 

WH WL WT WSD AT RH AP PP SD SR 

10 Con Co 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

11 Son Tra 〇 〇 〇 〇     〇  

12 Dung Quat  〇         

13 Ly Son 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇  

 

中南部管区水文気象センター（Nha Trang） 

番号 観測所 
観測項目 

WH WL WT WSD AT RH AP PP SD SR 

14 Quy Nhon 〇 〇 〇 〇     〇  

15 Truong Sa 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

16 Phu Quy 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

17 Song Tu Tay 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

南部管区水文気象センター（Ho Chi Minh） 

番号 観測所 
観測項目 

WH SWL SWT WSD AT RH AP PP SD SR 

18 Vung Tau 〇 〇 〇 〇     〇  

19 Con Dao 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

20 Phu Quoc 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

21 Tho Chu 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

            

＜略語＞           

WH ：波高 SWL ：海水位 SWT ：海水温   

WSD ：風向・風速 AT ：気温 RH ：相対湿度   

AP ：大気圧 PP ：降水量 SD ：日照時間  

SR ：日射          
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(6) 既設海洋気象観測所の職員数 

既設海洋気象観測所の職員数を表2-11に示す。 

表 2-11 既設海洋気象観測所の職員数 

北東管区水文気象センター（Phu Lien、Hai Phong） 

番

号 
観測所 

職員数 

所長 副所長 一般職員 

1 Cua Ong 1 - 3 

2 Co To 1 - 4 

3 Bai Chay 1 - 4 

4 Hon Dau 1 - 4 

5 Bach Long Vi 1 - 4 

6 Tra Co 1 1 1 

北中部管区水文気象センター（Viet Tri） 

番

号 
観測所 

職員数 

所長 副所長 一般職員 

7 Sam Son 1 - 4 

8 Hon Ngu 1 - 3 

9 Hoanh Son 1 - 3 

中部管区水文気象センター（Da Nang） 

番

号 
観測所 

職員数 

所長 副所長 一般職員 

10 Con Co 1 - 3 

11 Son Tra 1 - 1 

12 Dung Quat 0 - 0 

13 Ly Son 1 - 3 

中南部管区水文気象センター（Nha Trang） 

番

号 
観測所 

職員数 

所長 副所長 一般職員 

14 Quy Nhon 1 - 1 

15 Truong Sa 1 - 5 

16 Phu Quy 1 - 3 

17 Song Tu Tay 1 - 3 

南部管区水文気象センター（Ho Chi Minh） 

番

号 
観測所 

職員数 

所長 副所長 一般職員 

18 Vung Tau 1 - 1 

19 Con Dao 1 - 4 

20 Phu Quoc 1 - 4 

21 Tho Chu 1 - 4 
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２－１－２ 財政・予算 

 

ベトナムの会計年度は、1 月 1 日から 12 月 31 日までである。ベトナムの会計年度 2012 年度か

ら 2021 年度までの 10 年間の VNMHA の年間予算総額を下表に示す。年間予算は年々増加傾向にあ

り、海洋気象業務関連予算（人件費、維持管理費、光熱費など）は毎年 2%強の予算が確保されて

いることから、今後も全体予算の 2%は確保されるものと推測できる。 

表 2-12 VNMHA の年間予算推移 

年度 
予算総額（A） 

(1,000VND) 

海洋気象業務関連予算（B）

(1,000VND) 

割合 

（B/A×100） 

2021 535,966,897 12,034,411 2.25% 

2020 468,574,858 11,573,335 2.47% 

2019 488,344,451 11,513,369 2.36% 

2018 483,951,195 10,866,469 2.25% 

2017 562,305,687 10,100,650 1.80% 

2016 429,758,731 9,649,650 2.25% 

2015 435,407,482 9,776,485 2.25% 

2014 426,416,203 9,574,598 2.25% 

2013 438,279,044 9,840,962 2.25% 

2012 401,529,059 9,015,791 2.25% 

＊参考為替レート：1VND=0.0057925 円（2022 年 7 月積算レート） 

 

２－１－３ 技術水準 

 

本プロジェクトにおいて導入が計画されている機材の運用維持管理業務は、VNMHA の水文気象

観測センターが実施する計画である。当センターは、既設海洋気象観測所において 6 時間毎の定

時マニュアル波浪観測、6 時間毎の定時マニュアル及び自動観測機材による 10 分毎の潮位観測を

実施しているほか、全既設観測所の測器や機材の運用維持管理の責務も負っており、当センター

の職員は、観測の実施に必要となる技術と技能を有しているものと捉えられる。 

また Hai Phong 市 Hon Dau、Ha Tinh 省 Nghi Xuan 及び Quang Binh 省 Dong Hoi の 3 ヶ所に設置

されている HF 海流レーダーの運用維持管理を行っている MONRE の傘下のベトナム海洋諸島局

（Vietnam Administration of Seas and Island: VASI）の担当部局を VNMHA に移籍させることが、

2022 年 9 月時点でベトナム政府において協議されていることから、このことが実現すれば、VNMHA

の技術力向上が期待できる。 

しかしながら、本プロジェクトで導入予定の機材は VNMHA にとって全く新しい機材であること

から、機材サプライヤーによる初期操作・運用指導の研修及びコンサルタントが実施するソフト

コンポーネントにおける運用維持管理の研修が不可欠であると考えられる。 

 

２－１－４ 既存施設 

 

＜VNMHA 既設海洋気象観測所＞ 




2-10 



VNMHA 既設海洋気象観測所の位置及び写真を表 2-13 に示す。 

 

表 2-13 VNMHA 既設海洋気象観測所 

番号 サイト名 位置 サイト 写真 

1 Cua Ong 
緯度：N 21°01’ 

経度：E 107°21’ 

 

2 Co To 
緯度：N 20°59’ 

経度：E 107°46’ 

 

3 Bai Chay 
緯度：N 20°57’ 

経度：E 107°04’ 

 

4 Hon Dau 

緯度：N 20°40’02.40” 

経度：E 106°48’58.87” 

標高：24m 

  

5 
Bach 

Long Vi 

緯度：N 20°07’53.67” 

経度：E 107°43’24.30” 

標高：37m 

  

観測所 潮位標 

潮位標 潮位標周辺 

観測所 検潮所 

潮位標 検潮所 

階段を利用した潮位標 潮位標への通路 
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6 Tra Co 
緯度：N 21°26’ 

経度：E 107°58’ 

 

7 Sam Son 

緯度：N 19°44’28.12” 

経度：E 105°54’14.77” 

標高：4m 

8 Hon Ngu 

緯度：N 18°47’59.60” 

経度：E 105°46’35.15” 

標高：18m 

  

9 
Hoanh 

Son 

緯度：N 17°55’ 

経度：E 106°21’ 
本既設観測所は軍施設構内に位置していることから写真掲載ができない 

10 Con Co 

緯度：N 17°09’22.30” 

経度：E 107°20’48.48” 

標高：3m 

11 Son Tra 
緯度：N 16°06’ 

経度：E 108°13’ 

12 Dung Quat 
緯度：N 15°25’ 

経度：E 108°48’ 

 

検潮所 検潮所 

観測所 波高観測用双眼鏡 

観測所 検潮所 

観測所 検潮所 

観測所 検潮儀 

自動潮位観測装置 ソーラーパネル、通信装置等 




2-12 



13 

Ly Son 

緯度：N 15°23’12.41” 

経度：E 109°08’29.06” 

標高：5m 

  

14 Quy Nhon 
緯度：N 13°45’ 

経度：E 109°13’ 

15 Truong Sa 
緯度：N 08°39’ 

経度：E 111°55’ 

16 Phu Quy 
緯度：N 10°31’ 

経度：E 108°56’ 

  

17 
Song Tu 

Tay 

緯度：N 11°25’ 

経度：E 114°20’ 

  

18 Vung Tau 

緯度：N 10°22’03.56” 

経度：E 107°05’00.67” 

標高：5m 

 

検潮儀 

検潮儀 観測所 

観測所 

自動潮位観測装置 

潮位標 観測所 

水圧式潮位計 潮位計用データロガー、バッテリー 

観測所 検潮所 
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19 Con Dao 

緯度：N 08°41’02.61” 

経度：E 106°36’22.48” 

標高：4m 

20 Phu Quoc 
緯度：N 10°13’ 

経度：E 103°58’ 

 

21 Tho Chu 

緯度：N 09°17’55.39” 

経度：E 103°30’10.01” 

標高：39m 

 

 

観測所 

観測所 

検潮所 検潮儀 

潮位標 

潮位標 




2-14 



２－２  プロジェクトサイト及び周辺の状況 

 

２－２－１ 関連インフラの整備状況 

 

各プロジェクト候補地のインフラ整備状況を以下の表に示した。 

表 2-14 各プロジェクト候補地のインフラ整備状況 
サイト名 VNMHAハノイ本局 Co To Hon Dau Bach Long Vi Sam Son Hon Ngu 

インフラ整備状況       

 商用電源 

（電圧：定格） 

有り 

（220V） 

有り 

（220V） 

有り 

（220V） 

有り 

（220V） 

有り 

（220V） 
無し 

 電話設備 固定電話 固定電話 携帯電話 固定電話 固定電話 無し 

 インターネット接続 固定回線 固定回線 携帯電話回線 固定回線 携帯電話回線 携帯電話回線 

商用電源安定度       

 
電圧（V） 

最大値 231.0 235.8 239.3 228.1 229.5 - 

 最小値 217.2 208.1 232.7 207.8 210.7 - 

 周波数

（Hz） 

最大値 50.30 50.30 50.27 50.92 50.33 - 

 最小値 49.79 49.80 49.64 49.31 49.57 - 

停電頻度 1 回/数年 1-2 回/年 1 回/数年 1 回/数年 1 回/数年 - 

接地抵抗値（Ω） 1.6 115.0 76.0 20.0 3.3 112.0 

サイト名 Con Co Ly Son Vung Tau Con Dao Tho Chu  

インフラ整備状況       

 商用電源 

（電圧：定格） 

有り 

（220V） 

有り 

（220V） 

有り 

（220V） 

有り 

（220V） 

有り 

（220V） 
 

 電話設備 固定電話 固定電話 固定電話 固定電話 携帯電話  

 インターネット接続 固定回線 固定回線 携帯電話回線 携帯電話回線 携帯電話回線  

商用電源安定度       

 
電圧（V） 

最大値 221.2 231.3 241.3 230.1 185.5  

 最小値 181.7 214.9 223.4 198.0 120.6  

 周波数

（Hz） 

最大値 50.37 50.32 50.34 50.20 50.99  

 最小値 49.66 49.75 49.56 49.73 47.03  

停電頻度 1 回/数年 1 回/数年 1 回/数年 
半日停電/2 ヶ

月 

計画停電 

（7-13 時間/日） 
 

接地抵抗値（Ω） 40.0 62.0 220.0 52.5 98.0  

 

 

２－２－２ 自然条件 

 

自然条件調査として、各プロジェクト候補地において、下表に列記する陸上地形測量をベトナム

の現地業者へ再委託をしたが、ベトナム側の手続きの都合により、本準備調査期間中の実施が困

難となったことから、実施を中止した。 

しかしながら、プロジェクト実施には、自然条件調査が不可欠であり、自然条件調査の成果品で

ある地形平面図を基に、VNMHA による各プロジェクト対象地におけるプロジェクト実施のための

敷地の確保が必要となる。 
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２－２－３ 環境社会配慮 

 

本プロジェクトは、JICA 環境配慮ガイドラインにおけるカテゴリ C：環境や社会への望ましく

ない影響が最小限かあるいはほとんど無いと考えられる協力対象事業と位置づけられるが、本プ

ロジェクト実施のためには、全てのプロジェクト対象地に関する環境影響評価（Environmental 

Impact Assessment：EIA）/初期環境審査（Initial Environmental Examination：IEE）に関する

手続きが必要となることから、VNMHA によるプロジェクト対象地の環境影響評価/初期環境審査報

告書の作成が必要となる。環境影響評価に関する手続きの詳細は以下の通りである。 

表 2-16 環境影響評価（EIA）に関する手続き 

必要手続き 提供先 
承認に必

要な期間 
必要書類 申請者 

環境影響評価

（EIA） 

環境影響評価庁（Agency for 

Environmental Impact 

Assessment and Appraisal） 

3 ヶ月 

1) 環境影響評価書の承認申請書 

2) 環境影響評価書（7 部） 

3) フィージビリティレポート（1部） 

VNMHA 

 

 

２－３  当該国における無償資金協力事業実施上の留意点 

 

ベトナムにおいてプロジェクトを実施する場合、予算配分、業務実施、契約などの承認や各種

表 2-15 陸上地形測量 

調査内容 

• 測量面積：約 10,000m2 

（内訳 波浪観測レーダーシステム：6,000m2、潮位観測システム：4,000m2） 

• 地形平面測量（0.5m コンタ） 

• 既設施設、観測施設、観測露場 

• 周辺状況（電線、給水、電話線、排水、公共道路、塀、植生、敷地内 4m 以上

の樹木、道路外灯、マンホール、その他あれば 

• 方位（真北、磁北） 

• 敷地面積算出 

• サイト周辺の最高樹木の高さ（波浪観測レーダーシステムのみ） 

• 縦横断測量 

- 10m 間隔での高度表示 

- 公共道路、池、川のレベルも測量する 

- 水準点を新設する 

成果品 

• 調査報告書：2 式 

- 調査概要 

- 写真 

• 図面：2 式 

- 地形平面図：1/300 

- 縦横断面図：1/300 

• 電子データ：1 式 

- CAD データを CD-ROM にて受領 
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許認可のために、関係する複数の機関に対する複雑な手続きにより膨大な時間を費やすことが

多々あり、プロジェクトの遅延要因となる可能性が高く、事前準備・確認・根回しなどに必要と

なる書類の作成など、VNMHA に対する支援が必要となる。また 2021 年に改正されたベトナム政令

114 号（No.114/2021/ND-CP）に従って、プロジェクトを実施する必要があり、特に免税又は還付、

機材の輸入関税については、VNMHA と連携して手続きを進めることが重要となる。 

更に、プロジェクト対象地における地質調査の実施前には、ベトナム陸軍による、ベトナム戦

争中に投下された不発弾の確認調査が必要となる。しかしながら、本プロジェクトの実施に対す

る VNMHA の予算がベトナム政府により承認が成されていないことから、VNMHA としては、不発弾

の確認調査に対する対価をベトナム陸軍に対して支払うことができない状況である。そのため、

本プロジェクトに関する交換公文の締結後に、VNMHA の本プロジェクト実施予算の承認を得た上

でベトナム陸軍に不発弾の確認調査を依頼することとなるため、地質調査は、詳細設計時に VNMHA

と連携して実施することとなった。 

 

 

２－４  その他（グローバルイシュー等） 

 

＜プロジェクトの実施とグローバルイシュー（ジェンダー）＞ 

ベトナム社会主義共和国憲法第 16 条において、「全ての国民は，法令の下に平等であり、何人

も、政治的、民事的、経済的、文化的、社会的生活において差別されない」旨が明記されている。 

一方で、女性の定年年齢は男性より 5 年早い 55 歳となっていることから、現在、ベトナム政府

が、女性の定年を 60 歳、男性の定年を 62 歳に引き上げることを検討しており、既に労働法の改

正案が作成されている。また 60 歳時点での平均余命は女性が男性より 2.7 年長いことから、女性

が男性より早く定年を迎えることによって、男性より長生きであるにもかかわらず、受け取る年

金額は低くなるなどの問題点も指摘されている（国際労働機関：2019 年 6 月 6 日付ハノイ発広報

記事）。 

VNMHA においては、現状でも幹部職員の多くが男性ではあるが、予報担当職員や技術職員の中

には女性も多く、今後の更なる女性の進出が予想される。本プロジェクトで導入が計画されてい

る波浪観測レーダーは、鉄塔の最上部に設置される計画であることから、男女の性差に左右され

ること無く運用維持管理が容易となるように、鉄塔の最上部までは梯子ではなく、階段による昇

降を計画する。 

 

＜気候リスク評価及び適応策の検討：JICA Climate-FIT＞ 

JICA Climate-FIT に基づき、本プロジェクトに対する気候リスクの評価を実施し、結果を気候
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リスクマトリックス（表 2-17 及び表 2-18）にまとめた。現地調査出発前の国内作業において気

候リスクマトリックス案を作成し、現地調査期間中に追加の情報収集を行い加筆した上で、VNMHA

との協議を通して記載内容を精査し、帰国後の国内作業にて最終的に取りまとめた。添付の気候

リスクマトリックスの概要は以下の通りである。 

表 2-17 は、各ハザードの本プロジェクトの構成要素に対する寄与度合いを示したものである。

IPCC AR6 Regional Fact Sheet（Asia）によれば、ベトナムを含む東南アジアにおける傾向とし

て、北部での降水量の増加、高い洪水レベル、メコンデルタでの長期の浸水、台風の激甚化（最

大風速、高波・高潮の強化）が予想されている。また環境省「東南アジアにおける気候変動」で

は、1960 年以降の過去 50 年間において、ベトナム中部の Hon Dau の海洋気象観測所で約 20cm の

海面上昇が観測されていることが示されている。そのため、これらを踏まえ、評価対象のハザー

ドとして、海面上昇、暴風、洪水、大雨、高波、高潮、雷の 7 つを設定した。VNMHA の既設海洋

気象観測所及び観測機材の内、これらのハザードより過去に被害を受けたものは、現地での聞き

取り調査では確認できなかったことから、ハザードの寄与スコアは 0 とした。一方で、通信・電

源などの社会基盤は、台風接近時や上陸時に通信断や停電となったケースが、既設海洋気象観測

所において確認されたことから、暴風、大雨、雷のハザードの寄与スコアは「これまでに生じて

いる事象、影響は、管理・対処することが中程度困難であった。」を表すスコア 2 とした。 

表 2-18 は、本プロジェクトの構成要素に対する適応オプション候補を示したものである。準備

調査段階において対象とされた機材の内、潮位観測機材は、海岸に近接して設置されることが多

いことから、気候リスクである海面上昇、高波、高潮の影響を最も受けやすく、設置場所の選定

にあたっては、これらの気候リスクの影響を考慮した。また波浪観測レーダー機材は、地上設備

及び鉄塔塔頂に設置される機材（波浪観測レーダー機材本体及び空中線）により構成されるため、

地上設備の設置場所に関しては、海面上昇、高波、高潮の影響を受け難い高さが確保できる場所

を選定したほか、鉄塔並びに鉄塔塔頂に設置される機材は、台風などによる暴風に晒されること

から、ベトナムの設計基準風速及び施設重要係数を反映させて設計を行った。加えて、落雷や雷

サージによる機材の被害低減を目的として、各プロジェクト対象地における適切な接地抵抗値の

確保のための機材設置工事材料や避雷設備をプロジェクトに含めた。更に、波浪観測レーダー及

び潮位観測機材は、再生可能エネルギーの活用を促進して温暖化ガス削減に寄与することに加え、

商用電源を使用しないことで、雷サージの侵入を物理的に遮断する設計とした。同様に、屋外の

通信線からの雷サージの侵入を防止するため、観測データ通信には携帯電話網を利用する計画と

したほか、携帯電話受信レベルが低いなどの状況が確認されたプロジェクト対象地では、止む無

く屋外に通信線を敷設する場合にはファイバーケーブルを使用する計画とした。
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表 2-17 気候リスクマトリックス（ハザード） 
  

ハザード   
H1:海面上昇 H2:暴風 H3:洪水 H4:大雨 H5:台風による高波 H6:台風による高潮 H7:雷  

現在のハザ

ードの頻度 

+ ++ ++ ++ + + ++ 

 
将来の傾向 ↗ ↗ ↗ ↗ ↗ ↗ ↗ 

曝

露

リ

ス

ク 

E1: 潮 位 観

測機材 

0 0 0 0 0 0 0 

潮位観測井戸が上昇

した海面下に沈み、

観測ができなくな

る。 

潮位観測機材が濡れ

る、あるいは上昇し

た海面下に沈み故障

する。 

暴風の影響は特には

想定されない。 

洪水の影響は特には

想定されない。 

大雨により、雨水が

潮位観測機材に浸水

し故障する。 

潮位観測機材が高波

をかぶり故障する。 

潮位観測井戸が高潮

により上昇した海面

下に沈み、観測がで

きなくなる。 

潮位観測機材が濡れ

る、あるいは高潮に

より上昇した海面下

に沈み故障する。 

雷サージにより耐雷

部品が故障する。 

落雷により潮位観測

機材が故障する。 

E2: 波 浪 レ

ーダー 

0 0 0 0 0 0 0 

機材が濡れる、ある

いは上昇した海面下

に沈み故障する。 

暴風により波浪レー

ダーが破損する。 

洪水の影響は特には

想定されない。 

大雨により、雨水が

波浪レーダーに浸水

し故障する。 

波浪レーダーが高波

をかぶり故障する。 

波浪レーダーが濡れ

て故障する、高潮に

より上昇した海面下

に沈む。 

雷サージにより耐雷

部品が故障する。 

落雷により波浪レー

ダーが故障する。 

E3:観測所 

0 0 0 0 0 0 0 

低地の観測所の設置

機材が濡れる、ある

いは上昇した海面下

に沈み故障する。 

暴風により観測所設

置機材が破損する。 

洪水の影響は特には

想定されない。 

大雨により、雨水が

観測所設置機材に浸

水し故障する。 

観測所設置機材が高

波をかぶり故障す

る。 

観測所設置機材が濡

れて故障する、高潮

により上昇した海面

下に沈む。 

雷サージにより耐雷

部品が故障する。 

落雷により観測所設

置機材が故障する。 

E4: 通 信 イ

ンフラ 

0 2 0 2 0 0 2 

海面上昇の影響は特

には想定されない。 

暴風が VNMHA に提供

されるインターネッ

トや携帯電話網など

の通信インフラに被

害を及ぼす。 

洪水が VNMHA に提供

されるインターネッ

トや携帯電話網など

通信インフラに被害

を及ぼす。 

大雨が VNMHA に提供

されるインターネッ

トや携帯電話網など

通信インフラに被害

を及ぼす。 

高波の影響は特には

想定されない。 

高潮の影響は特には

想定されない。 

落雷が VNMHA に提供

されるインターネッ

トや携帯電話網など

通信インフラに被害

を及ぼす。 

E5: 電 源 イ

ンフラ 

0 2 0 2 0 0 2 

海面上昇の影響は特

には想定されない。 

暴風が電源インフラ

（商用電源）に被害

を及ぼし、機材への

電源供給が停電す

る。 

洪水が VNMHA に提供

される商用電源イン

フラに被害を及ぼ

す。 

大雨が VNMHA に提供

される商用電源イン

フラに被害を及ぼ

す。 

高波の影響は特には

想定されない。 

高潮の影響は特には

想定されない。 

落雷が VNMHA に提供

される商用電源イン

フラに被害を及ぼ

す。 
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表 2-18 気候リスクマトリックス（脆弱性、気候リスク、適応オプション候補） 

 現在のハザ

ードの頻度 
脆弱性 

- 過去・現在の取り組み、対処状況 

- 計画している取り組み 

今後重要（顕著）となりうる気候リスク 適応オプション候補  

 将来の傾向 

曝

露

リ

ス

ク 

E1：潮位観

測機材 

VNMHA は既設の検潮儀を、海面上昇を考慮に入れ

た上で設置している。 

雷、高波、高潮による被害の発生可能性は本件で

も想定される。 

避雷針を設置する。 

潮位観測機材を新設する場合は海面上昇、高波、

高潮の影響を考慮した設計とする。 

E2：波浪レ

ーダー 
  

雷、暴風、高波、高潮による被害の発生可能性は

本件でも想定される。 

ファイバーケーブルを使用し屋外の通信線から

の雷サージ侵入を防止する。 

避雷針を設置する。 

屋外に設置される波浪レーダー及び空中線の耐

風速が十分な値となるよう設計する。 

地上設置機材を海面上昇、高波、高潮の影響を受

け難い高さに設置する。 

E3：観測所 
既設海洋気象観測所には避雷針が設置されてい

る。 

雷、暴風、高波、高潮による被害の発生可能性は

本件でも想定される。 

観測所設置機材を最小限にし、被害発生時の影響

を抑える。 

E4：通信イ

ンフラ 
  

雷、暴風による被害の発生可能性は本件でも想定

される。 

通信断期間中の観測データ欠損を防止するため、

一定期間の観測データを現地で保存する。 

E5：電源イ

ンフラ 
  

雷、暴風による被害の発生可能性は本件でも想定

される。 
商用電源に頼らない設計とする。 
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第３章 プロジェクトの内容 

 

３－１  プロジェクトの概要 

 

本プロジェクトは、ベトナムの約 3,400km の海岸線に沿って 6 ヶ所のプロジェクト候補地に波

浪観測レーダーシステムなどの機材を整備して沿岸災害を引き起こす海洋気象現象の監視能力を

強化し、全ての観測データを VNMHA ハノイ本局に収集して、広域に渡る精度の高い海洋気象観測

と波浪の情報や高波の予警報を国民へ迅速且つ適時に提供することを可能として、もってベトナ

ムの沿岸災害による被害の軽減に寄与するものである。 

 

 

３－２  協力対象事業の概略設計 

 

３－２－１ 設計方針 

 

（1） 基本方針 

1） 沿岸災害を引き起こす海洋気象現象の監視能力を向上させることで、沿岸災害（特に台

風襲来時の高波や地球温暖化による海面上昇による被害）による人的・経済的損失の軽

減を図ることが可能となるよう設計する。 

2） VNMHA が、波浪の情報を正確且つ迅速に伝達することで、ベトナム国民の生命と財産を沿

岸災害から保護することに寄与し、社会基盤の改善に貢献できるよう設計する。 

3） 沿岸災害を引き起こす海洋気象現象を 24 時間体制で、リアルタイムに監視することがで

きるよう設計する。 

4） 迅速な海洋気象情報及び予警報の提供が可能となるよう設計する。 

5） ベトナムの海洋気象観測網の重要な役割を担うことが可能となるように計画する。 

6） VNMHA の技術レベル、運用維持管理能力に適した事業内容、規模となるように設計する。 

7） 男女の性差に左右されること無く波浪観測レーダーの運用維持管理が容易に実施可能と

なるように設計する。 

 

（2） 機材の設計方針 

本プロジェクトで新設するシステムの設計方針は以下の通りである。 

1） VNMHA の海洋気象観測・予報業務と整合する計画とする。 

2） 海洋気象観測を自動で連続的に実施できるように計画を行う。 
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3） 波浪観測レーダーシステムの観測データを 10分以内毎に VNMHA ハノイ本局において受信

することが可能となるよう観測データ通信システムの計画を行う。 

4） VNMHA の運用・保守体制能力を考慮して設計する。 

5） 予備部品・消耗品は容易に調達と交換ができるものとする。 

6） ベトナムの自然条件を考慮し、高い耐久性や信頼性を確保する。 

7） VNMHA の維持管理費を極力軽減する設計とする。 

8） 停電及び落雷による影響が最小限となるようシステム計画を行う。 

9） 1 年を通して 24 時間体制で稼動する、海洋気象業務に適応した機材用電源設備（エンジ

ン発電機、無停電設備など）を整える。 

10） VNMHA ハノイ本局に設置される機材は、商用電源（220V 単相 2 線 50Hz）の電圧変動+/-15%

において稼動するシステム計画を行う。 

11） 機材付帯施設に関しては、ベトナムの建築基準「Building Code of Viet Nam」に従い算

出した風圧力と米国の構造基準である「Uniform Building Code (UBC)」に従い算出した

地震力を用いて設計する。 

 

（3） 自然環境条件に対する方針 

1） 気温・湿度 

ベトナムの高温多湿の環境に耐えうる機材を調達する。 

 

2） 降雨 

大雨時においても、データ送受信が可能となる通信システム計画を行う。 

 

3） 高潮 

台風の襲来時に発生する高潮による被害が最小限となるように計画する。 

 

4） 雷 

落雷が各システムなどに甚大な被害をもたらすことも予想され、被害を極力最小限に食い

止めるために、等電位ボンディング方式を採用する。 

 

5） 風速 

ベトナムの建築基準「Building Code of Vietnam」に従い、プロジェクトサイトの風圧力

地域区分は IVB「非常に強い」として風圧力を算定して設計に用いる。 

 

6） 地震 
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米国の構造基準である「Uniform Building Code (UBC)」に従い地震係数を設定して地震力

を算定して設計に用いる。 

 

（4） 社会経済条件に対する方針 

ベトナムにおける沿岸災害は、人命や財産の損失及び社会経済活動の停滞をもたらすだけ

でなく、貧困層に対して大きな打撃を与えることから、VNMHA が、ベトナム海岸線に沿って精

度の高い海洋気象観測と、波浪の予警報の国民への安定的且つ持続的な提供が実施できるよ

うに計画を行う。 

 

（5） 建設事情に対する方針 

1) 現地調達可能資材の活用 

機材付帯施設である機材棟の建設資材のほとんどが現地において調達可能であるため、維持

管理が容易であり、アスベストを使用していない材料を選定して使用する。 

 

2) 現地工法・労務者の活用 

現地労働者の活用を図るため、機材付帯施設に関しては、現地労働者が慣れている一般的な

工法である鉄筋コンクリート造を採用する。また鉄塔の組み立てに関しては、鉄骨組立工の監

督下において、現地労働者の活用を図る。 

 

（6） 現地業者の活用に係る方針 

1) 機材付帯施設建設工事 

一般的に現地建設業者は技術レベルが比較的高く、特殊工事を除き十分な経験を有している。

本プロジェクトのサブコントラクターとして有効に活用する。 

 

2) 機材据付工事 

日本人機材据付技術者の監督の下、現地電設工事業者などをサブコントラクターとして有効

に活用する。 

 

（7） 日本企業活用に係る方針 

日本の商社又はメーカーの傘下で、多数の日本の中小企業が参入し貢献することが期待さ

れる。また機材の設置工事を請け負う企業の多くは日本の中小企業であることから、高品質

で信頼の厚い日本の技術力が本プロジェクトに反映されるよう計画を行う。 
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（8） 運営・維持管理に対する対応方針 

1) 操作が容易なシステム 

各システムは、VNMHA が国の気象水文組織として、沿岸災害軽減のための海洋気象業務を適

時に行うことをサポートするものである。そのため、システムの複雑な操作が少なく、迅速に

各種データの処理、解析、表示、送受信などを行うことが可能となるよう計画する。 

 

2) 点検修理などが容易なシステム 

機材の交換部品や消耗品が最小限となるよう計画し、定期点検が容易で且つ部品交換が短時

間で行えるよう機材計画を行う。 

 

3) 運営維持管理費の低減 

機材計画及び機材付帯施設計画において、VNMHA による運営維持管理費の低減と長期にわた

る予算確保を容易とするため、以下の対策を計画に盛り込む。 

• 波浪観測レーダーシステムは、太陽光発電を採用する。 

• 観測データ通信には、維持管理や点検が必要となる通信機材の整備を避け、既設の携帯電

話網を採用する。また冗長性を確保するため、2社の携帯電話網を利用可能な機材とする。 

• 機材の故障原因となる雷サージの侵入を防止するため、波浪観測レーダーシステム及び機

材付帯施設への外部からの銅線電源及び通信ケーブルの繋ぎ込みは行わない。 

• 耐塩害仕様の機材及び機材付帯施設建設材料を使用する。 

• 断熱効果を高めて空調設備の消費電力を抑制するために、機材付帯施設の外壁はコンクリ

ートブロックによる二重壁を採用する。 

 

（9） 機材付帯施設及び機材などのグレードの設定に係る方針 

VNMHA は海洋気象観測・予警報などの業務を行う義務を有していることから、台風による大雨、

暴風雨、高波、高潮や落雷などに対して強靭で、且つ 1 年を通して 24 時間体制で稼動すること

が可能な機材付帯施設及び機材のグレードを目指す方針とする。 

 

（10） 工法／調達方法、工期に係る方針 

機材付帯施設建設に関しては、できる限り現地調達が可能な資材と、現地で一般的な工法を採

用する。海洋気象関連機材に関しては、現地での調達が難しいことから、観測精度、信頼性、耐

久性が海洋気象観測業務に耐えうるものとして確認されている日本製又は経済協力開発機構

（Organisation for Economic Co-operation and Development：OECD）加盟国製とするほか、電
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源関連機材に関しては日本製又はベトナム製とする。またベトナムでは、6 月～12 月は台風シー

ズンであることから、工事工程に対する配慮が必要である。 

 

（11） 施工監理に係る方針 

本プロジェクトは、海洋気象観測機材、通信機材の調達・据付及び機材付帯施設建設工事から

構成されていることから、施工監理において、各工事の整合性を確保して効率的なプロジェクト

の実施を図ることを方針とする。 

 

（12） 安全対策に係る方針 

プロジェクト実施期間中の安全を確保するため、VNMHA を含め、JICA ベトナム事務所と調査団

で協議を行った結果や、JICA 安全対策ガイダンスの内容を的確に計画に反映する。 

 

３－２－２ 基本計画 

 

（1） 現地調査結果概要 

各プロジェクト候補地の現地調査により収集した情報や調査の結果概要を次ページ以降に示

した。 
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表 3-1 各プロジェクト候補地の情報 

番号 サイト名 位置 
GSM信号 

レベル 
サイト 写真 備考 

1 

Co To 

（A）波浪観測レーダー  

 

Viettel 

 

MobiFone 

 

Vinaphone 
  

外国人は渡航

許可が必要 

島へはフェリ

ーで約1時間 

VNMHAによる

既設アクセス

パスの改良が

必要 

緯度：N 20°58’09.50” 

経度：E 107°46’39.20” 

標高：21m 

  

（B）潮位センサー  

 

Viettel 

 

MobiFone 

 

Vinaphone   

 
緯度：N 20°57’44.90” 

経度：E 107°44’52.90” 

標高：0m 

2 

Hon Dau 

（A）波浪観測レーダー  

 

Viettel 

 

MobiFone 

 

Vinaphone   

島へはフェリ

ーで約15分 

VNMHA による

建設工事開

始前に敷地

の整地が必

要 

緯度：N 20°39’58.52” 

経度：E 106°49’00.63” 

標高：22m 

 

 （B）潮位センサー  

 

Viettel 

 

MobiFone 

 

Vinaphone   

 
緯度：N 20°40’06.48” 

経度：E 106°48’51.52” 

標高：5m 

B A 

A 

B 
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3 

Bach Long Vi 

（A）波浪観測レーダー  

 

Viettel 

 

MobiFone 

 

Vinaphone 

  

外国人は渡航

許可が必要 

島へはフェリ

ーで約4時間 

緯度：N 20°07’55.40” 

経度：E 107°44’02.10” 

標高：3m 

  

（B）潮位センサー  

 

Viettel 

 

MobiFone 

 

Vinaphone 

VNMHA 観測所

施設及び潮

位観測施設

は建設中 

緯度：N 20°07’43.18” 

経度：E 107°43’18.42” 

標高：3m 

4 

Sam Son 

（A）波浪観測レーダー  

 

Viettel 

 

MobiFone 

 

Vinaphone 

  

 
緯度：N 19°44’28.23” 

経度：E 105°54’15.20” 

標高：5m 

 
 

― ― ― ― 

設置候補地

は潮位セン

サーの設置

には適合し

なかった 

A 

A 

B 
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5 

Hon Ngu 

（A）波浪観測レーダー  

 

Viettel 

 

MobiFone 

 

Vinaphone 

  

外国人は渡航

許可が必要 

島へはフェリ

ーで約30分 

緯度：N 18°48’08.00” 

経度：E 105°46’46.25” 

標高：100m 

  

（B）潮位センサー  

 

Viettel 

 

MobiFone 

 

Vinaphone 

 

 
緯度：N 18°48’06.52” 

経度：E 105°46’35.91” 

標高：14m 

6 

Con Co 

（A）波浪観測レーダー  

 

Viettel 

 

MobiFone 

 

Vinaphone 

  

外国人は渡航

許可が必要 

島へはフェリ

ーで約30分 

 

緯度：N 17°09’23.02” 

経度：E 107°20’48.23” 

標高：7m 

  

（B）潮位センサー  

 

Viettel 

 

MobiFone 

 

Vinaphone 

  

 
緯度：N 17°09’20.51” 

経度：E 107°20’49.24” 

標高：4m 

A B 

A B 
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7 

Ly Son 

（A）波浪観測レーダー  

 

Viettel 

 

MobiFone 

 

Vinaphone 

  

外国人は渡航

許可が必要 

島へはフェリ

ーで約30分 

緯度：N 15°23’13.47” 

経度：E 109°08’29.55” 

標高：8m 

  

（B）潮位センサー  

 

Viettel 

 

MobiFone 

 

Vinaphone 

 
緯度：N 15°23’17.37” 

経度：E 109°08’28.81” 

標高：4m 

8 

Vung Tau 

（A）波浪観測レーダー  

 

Viettel 

 

MobiFone 

 

Vinaphone 

  

 
緯度：N 10°19’18.76” 

経度：E 107°05’01.27” 

標高：30m 

 
 

（B）潮位センサー  

 

Viettel 

 

MobiFone 

 

Vinaphone 

  

 緯度：N 10°20’24.64” 

経度：E 107°04’15.75” 

標高：2m 

A B 

A 

B 
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9 

Con Dao 

（A）波浪観測レーダー  

 

Viettel 

 

MobiFone 

 

Vinaphone 

  

外国人は渡航

許可が必要 

島へはフェリ

ーで約1時間 

緯度：N 08°38’35.25” 

経度：E 106°36’09.49” 

標高：24m 

 
 

（B）潮位センサー  

 

Viettel 

 

MobiFone 

 

Vinaphone 

 
緯度：N 08°40’43.74” 

経度：E 106°36’19.39” 

標高：2m 

10 

Tho Chu 

（A）波浪観測レーダー  

 

Viettel 

 

MobiFone 

 

Vinaphone 

  

外国人は渡航

許可が必要 

島へはフェリ

ーで約5時間 

GSM信号レベ

ルが低いこと

から、将来的

に携帯通信網

強化が必要 

緯度：N 09°17’51.34” 

経度：E 103°30’10.69” 

標高：16m 

  

（B）潮位センサー  

 

Viettel 

 

MobiFone 

 

Vinaphone 

  

 
緯度：N 09°18’01.41” 

経度：E 103°29’59.01” 

標高：0m 

A 

B 

A 
B 
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1) 各プロジェクト候補地における通信速度試験結果 

全てのプロジェクト候補地において、VNMHA ハノイ本局に設置したサーバに対する通信速度試験

を実施した。次表に、下り-上り速度、遅延、ジッタ及びパケット損失率の測定結果を示した。上

り速度及びパケット損失率の測定結果は、各プロジェクト候補地から VNMHA ハノイ本局への観測

データ送信の適否評価のために最も重要となる。今回の試験において測定された上り速度とパケ

ット損失率より、各プロジェクト候補地から VNMHA ハノイ本局への携帯電話網経由の観測データ

の送信は可能であると考えられる。 

また遅延はデータの先頭が各プロジェクト候補地から送信された後サーバに到着するまでに要

する時間で、刻々と変化する。遅延と遅延の変動であるジッタの値が大きい場合、各プロジェク

ト候補地に設置される波浪監視ライブカメラからの動画データ送信の安定性に影響を及ぼす可能

性があるが、測定された値からは負の影響が発生する可能性が低いものと判断される。 

表 3-2 携帯電話網毎の通信速度（波浪観測レーダーサイト） 
 下り通信速度（Mbps） 上り通信速度（Mbps） 

プロジェクト候補地 Viettel MobiFone Vinaphone Viettel MobiFone Vinaphone 

Co To 85.50 7.93 51.80 43.40 29.70 26.90 

Hon Dau 接続不可 接続不可 3.33 接続不可 接続不可 0.97 

Bach Long Vi 58.20 接続不可 8.80 38.50 接続不可 1.66 

Sam Son 8.24 4.61 36.60 25.30 4.96 6.45 

Hon Ngu 7.05 14.30 11.30 13.40 8.50 3.35 

Con Co 68.20 8.56 88.70 7.29 25.10 52.00 

Ly Son 41.90 6.17 22.20 28.70 2.00 29.00 

Vung Tau 36.50 56.20 53.90 33.70 36.80 20.10 

Con Dao 76.50 接続不可 27.40 9.73 接続不可 2.39 

Tho Chu 接続不可 接続不可 1.60 接続不可 接続不可 0.88 

Tho Chu 観測露場 27.90 42.10 29.30 6.22 17.50 2.95 

 
表 3-3 携帯電話網毎の遅延・ジッタ・パケットロス率（波浪観測レーダーサイト） 

 遅延（ms） ジッタ（ms） パケットロス率（%） 

プロジェクト候補地 Viettel MobiFone Vinaphone Viettel MobiFone Vinaphone Viettel MobiFone Vinaphone 

Co To 42 47 47 7 31 8 0.0 0.0 0.0 

Hon Dau 接続不可 接続不可 58 接続不可 接続不可 49 接続不可 接続不可 0.0 

Bach Long Vi 41 接続不可 603 6 接続不可 34 0.0 接続不可 29.0 

Sam Son 46 52 47 9 74 9 0.0 0.0 0.0 

Hon Ngu 34 32 92 9 10 24 0.0 0.0 0.8 

Con Co 46 52 55 7 2 28 0.0 0.0 0.0 

Ly Son 52 153 60 6 25 97 0.0 0.0 0.0 

Vung Tau 60 74 59 35 7 28 0.0 0.0 0.0 

Con Dao 77 接続不可 72 51 接続不可 24 0.0 接続不可 0.0 

Tho Chu 接続不可 接続不可 85 接続不可 接続不可 49 接続不可 接続不可 24.0 

Tho Chu 観測露場 70 78 106 115 45 93 0.0 0.0 7.2 
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表 3-4 携帯電話網毎の通信速度（潮位センサーサイト） 

 下り通信速度（Mbps） 上り通信速度（Mbps） 

プロジェクト候補地 Viettel MobiFone Vinaphone Viettel MobiFone Vinaphone 

Co To 65.20 7.66 39.80 38.40 27.70 25.70 

Hon Dau 接続不可 接続不可 31.80 接続不可 接続不可 10.90 

Bach Long Vi 57.60 接続不可 8.87 19.90 接続不可 1.46 

Sam Son 11.30 5.59 42.00 計測不可 1.24 56.40 

Hon Ngu 13.20 6.13 20.40 9.90 6.75 7.84 

Con Co 34.00 6.35 25.10 8.34 24.50 5.02 

Ly Son 76.10 5.39 93.60 32.20 13.60 57.20 

Vung Tau 77.00 17.80 82.80 29.40 6.34 49.10 

Con Dao 23.60 28.70 83.00 8.94 24.30 49.90 

Tho Chu 2.19 55.50 86.60 0.41 5.47 64.90 

 

表 3-5 携帯電話網毎の遅延・ジッタ・パケットロス率（潮位センサーサイト） 
 遅延（ms） ジッタ（ms） パケットロス率（%） 

プロジェクト候補地 Viettel MobiFone Vinaphone Viettel MobiFone Vinaphone Viettel MobiFone Vinaphone 

Co To 46 43 38 18 18 19 0.0 0.0 0.0 

Hon Dau 接続不可 接続不可 39 接続不可 接続不可 18 接続不可 接続不可 0.0 

Bach Long Vi 43 接続不可 580 16 接続不可 122 0.0 接続不可 32.0 

Sam Son 69 52 47 153 74 42 0.0 0.0 9.0 

Hon Ngu 45 54 45 5 7 14 0.0 0.0 0.0 

Con Co 48 57 53 8 21 42 0.0 0.0 0.0 

Ly Son 54 57 55 6 37 65 0.0 0.0 0.0 

Vung Tau 59 74 63 26 5 58 0.0 0.0 0.0 

Con Dao 60 75 62 28 24 36 0.0 0.0 0.0 

Tho Chu 87 74 97 52 45 26 0.0 0.0 0.0 

 

2) 波浪観測レーダー設置候補地の遮蔽領域と周辺海域の水深 

表 3-6 に示した波浪観測レーダー遮蔽領域の分析には、コンサルタントが独自に開発した「レ

ーダー遮蔽領域分析ソフトウェア」を使用した。当ソフトウェアは、数値標高モデルより標高デ

ータを取得し、緯度経度にて場所を指定する WGS84 座標系から波浪観測レーダー設置位置を原点

とする極座標系に座標変換した上で、方位角 1.0°毎に遮蔽物の有無を計算するものである。 

分析は C バンド及び X バンド波浪レーダーのそれぞれの観測距離である半径 500m と 4,000m に

て実施した。遮蔽物（地形）の推定には NASA の SRTM-3（Shuttle Radar Topography Mission）、3

秒（約90m）メッシュの数値標高モデルを使用したほか、水平分解能15秒(約450m)のGEBCO（General 

Bathymetric Chart of the Oceans）の 2020 年版水深データを使用し、観測範囲の水深を示した。 

分析結果は、観測可能領域を方位角 1.0°毎の扇型として表示するようにベクターファイルとし

て出力し、GIS ソフトウェアに取り込んだ後に水深データとの合成を実施した。各波浪観測レーダ

ーからのビームが遮蔽されずに海面を観測可能な範囲と周辺海域の水深の一覧を表 3-6 に添付し

た。また各波浪観測レーダーからのビームの海面への入射角に関しては、アンテナの平均海面水

位からの高度によって異なる。 
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表 3-6 波浪観測レーダー設置候補地の遮蔽領域と周辺海域の水深一覧 

設置候補地 
波浪観測レーダー観測可能距離 

C バンド（半径 500m） X バンド（半径 4,000m） 

Co To 

  

Hon Dau 

  

Bach Long Vi 

  

Sam Son 

  

Hon Ngu 
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Con Co 

  

Ly Son 

  

Vung Tau 

  

Con Dao 

  

Tho Chu 

  
 

 

（2） C バンド及び X バンドの波浪観測レーダーの比較 

C バンド及び X バンドの波浪観測レーダーの主な特徴及び 10 ヶ所の設置候補地のサイト調査結
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果を次表に纏めた。10 ヶ所の設置候補地の周辺海域は、遠浅であること、C バンドの波浪観測レ

ーダーの観測範囲である 500m の地点では水深が 5～10m 程度であり設置条件である水深 20m を満

足できないこと、X バンド波浪観測レーダーの観測範囲内である 4,000m の地点では、深いところ

でも 10～20m 程度であることが明らかになった。 

また 10ヶ所の設置候補地の内8ヶ所は離島でベトナム軍が駐屯してレーダーを運用しているほ

か、内陸に位置している Vung Tau サイトの近郊においてもベトナム軍が駐屯している。サイト調

査時に、軍関係者（我々の現地調査の監視担当）に可能な範囲で聞き取りを行ったところ、周波

数可変式の S と C バンドのレーダーを使用している旨の回答があった。このことから、本プロジ

ェクトにおいて C バンド波浪観測レーダーの導入を計画した場合、ベトナム軍が使用している周

波数の情報を得ることが困難であること、周波数使用許可を得るための手続きに長時間を要して

プロジェクトの大幅な遅延が発生する可能性があること、更に C バンドの周波数使用許可が得ら

れず波浪観測レーダーが整備できない可能性があることが判明した。 

上述の理由から、X バンドの周波数帯の電波を使用する波浪観測レーダーを採用する計画とする。 

表 3-7 C バンドと X バンド波浪観測レーダーの比較 
周波数帯 C バンド X バンド 

周波数 5.82GHz 9.41GHz 

アンテナ   

 形式 ホーンアンテナ：6式固定型 スロットアレーアンテナ：回転型 

 最大観測方位角度 180 度（見通しが確保されれば） 360 度（見通しが確保されれば） 

 サイズ 約 1.1m×0.9m 約 3m×0.8m 

 観測性能   

 最大観測可能距離 500m 4,000m 

 波浪計測最大値（有義波高） 30m 18m 

 降雨減衰 有り：X帯と比較すると少ない 有り 

 

表 3-8 波浪観測レーダーアンテナの据付位置と鉄塔高さ 
プロジェクト候補地 L1 (m) H1 (m) H2 (m) H3 (m) D1 (m) D2 (m) X (m) 

Co To 50 21 16.8 37.8 10 20 15 
Hon Dau 71 22 16.8 38.8 2 6 15 

Bach Long Vi 150 3 31.8 34.8 6 40 30 

Sam Son 150 4 31.8 35.8 2 8 30 

Hon Ngu 300 100 16.8 116.8 4 10 15 

Con Co 115 7 16.8 23.8 15 45 15 

Ly Son 145 8 16.8 24.8 10 40 15 

Vung Tau 90 30 16.8 46.8 10 15 15 

Con Dao 140 24 16.8 40.8 2 25 15 

Tho Chu 20 16 16.8 32.8 20 40 15 
X: 

D: 

 

 

 

鉄塔高さ＝H3-波浪観測レーダーの設置架台の高さ 

大凡の海の深さ（出典：General Bathymetric Chart of the Oceans: GEBCO） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海面 
地面 

L1 

D1 

H3 

波浪観測レーダー 

アンテナ位置 

H1 

H2 

500m 

4,000m 

D2 
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（3） プロジェクト対象の機材及び機材付帯施設 

10 ヶ所の波浪観測レーダー設置候補地における現地調査の結果を鑑み、観測可能な海域の水深、

機材付帯施設建設工事費、ベトナム国内輸送費などを含めて波浪観測レーダーの候補地選定基準を

設定して、表 3-9 に示した通り各候補地の得点を算出して順位付けを行った。結果として、ベトナ

ム海岸線に沿って北部、中部、南部に各 2 ヶ所ずつ波浪観測レーダー設置候補地が選出された。 

表 3-9 波浪観測レーダーの候補地選定基準 

プロジェクト 

候補地 

波浪観測レーダ

ーから4,000m地

点の海の深さ 

：D2（m） 

波浪観測レーダ

ーから500m地点

の海の深さ 

：D1（m 

アクセス路 
の状態 

機材付帯施設建

設工事費 
ベトナム国内輸

送費 合計 
得点 

順位 

 35 以上：10 

20-34：5 

20 未満：0 

15 以上：5 

5-14：3 

5 未満：0 

平坦：5 

急峻：3 

非常に急峻：1 

5 段階で評価 

（安値：5～高値：1） 

5 段階で評価 

（安値：5～高値：1 

  

Co To 5 3 1 5 5 19 5 

Hon Dau 0 0 3 3 5 11 9 

Bach Long Vi 10 5 5 2 1 23 3 

Sam Son 0 0 5 5 2 12 8 

Hon Ngu 0 0 1 1 4 6 10 

Con Co 10 5 5 3 5 28 1 

Ly Son 10 3 5 5 5 28 1 

Vung Tau 0 3 3 5 5 16 7 

Con Dao 5 0 5 4 4 18 6 

Tho Chu 10 5 1 1 3 20 4 

 

表 3-9 の順位及びプロジェクトコストを考慮した結果、本プロジェクトにおいて対象とする機材

及び機材付帯施設は、表 3-10 の通りである。 

表 3-10 本プロジェクトにおいて対象とする機材及び機材付帯施設 
内容 

VNMHAハノイ 

本局 
Co To 

Bach Long 

Vi 
Con Co Ly Son Con Dao Tho Chu 

機材調達・据付        

a）波浪観測データ処理システム 1 － － － － － － 

b）波浪観測データ表示システム 1 － － － － － － 

c）海洋気象情報公開システム 1 － － － － － － 

d）観測状態監視システム 1 － － － － － － 

e） 波浪観測レーダーシステム － 1 1 1 1 1 1 

波浪観測ブイ － 1 1 1 1 1 1 

f）プロダクトデータ表示システム － 1 1 1 1 1 1 

機材付帯施設        

鉄塔・機材棟 － 1 1 1 1 1 1 
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表 3-10 に示したプロジェクト対象地を図 3-1 に示した。 

 

＜波浪観測レーダー設置候補地の選出結果の妥当性の確認＞ 

ここで、日本との比較により、上述の波浪観測レーダー設置候

補地 6 ヶ所の選出結果の妥当性を確認した。 

日本の沿岸には気象庁が波浪観測レーダー（レーダー式波浪

計）を、国土交通省が超音波式波浪計及び波浪観測ブイ（GPS ブ

イ）を設置し、観測データを公開していることから、本プロジェ

クトにおいて調達を計画している波浪観測レーダー（較正用の波

浪観測ブイを含む）によるベトナム沿岸の波浪観測と日本の気象

庁の波浪観測レーダー（レーダー式波浪計）及び国土交通省の波

浪観測ブイ（GPS ブイ）による日本沿岸の波浪観測の機材 1 基当

たりの海岸線長さの比較を行った。 

自動波浪観測機材数による比較では、実情に沿う形で日本とベトナムの実際の海岸線延長を使

用したほか、波浪観測レーダー数による比較では、離島が多く海岸線が複雑に入り組んでいるた

め国土面積に対する海岸線総延長が長くなる日本の特徴を希釈するため、この比較においては海

岸線総延長と国境線総延長の和を国土面積で除した「対面積比」を用いて海岸線総延長を補正し

た値を使用することとした。 

表 3-11 に、日本とベトナムの海岸線延長と補正係数を示した。補正に用いた「対面積比」は、

海岸線総延長と国境線総延長の和を国土面積で除した値であり、対面積比を 2 ヶ国の対面積比の

和で除した値を補正係数とした。 

表 3-12 には、日本で整備されている観測機材（2022 年 12 月時点でインターネット掲載情報を

確認）と本プロジェクトにおいて調達が計画されている観測機材の数量及び観測機材 1 基当たり

の海岸線長さを示した。観測機材 1 基当たりの海岸線長さは、離島を除いた海岸線延長を調達予

定の機材数で除することで算出した。一方、補正後の観測機材 1 基当たりの海岸線長さは、対面

積比が反映されている補正係数で除したものである。また海岸線総延長は大凡 100km 単位での記

載であることから、計算後の海岸線長さは 1の位を四捨五入した。 

表 3-11 日本とベトナムの海岸線延長と補正係数 

 離島を含む海岸線

総延長（km）：A 

離島を除く海岸線

総延長（km）：B 

国境線総延長

（km）：C 

離島を含む国土面

積（km2）：D 

対面積比（%）：（A

＋C）/D 

補正係

数：E 

日本 35,100 20,700 0 378,000 9.3 0.79 

ベトナム 3,400 3,200 4,600 329,000 2.4 0.21 
＜海岸線総延長の出典＞ 

日本の海岸線総延長：環境省第 4 回自然環境保全基礎調査「海洋調査報告書」 

（北海道、本州、四国、九州の 4 島の海岸線延長に沖縄県の海岸線延長を加算） 

ベトナム：世界銀行 Country Forest Note 2019 Vietnam 及び在米国ベトナム大使館の Web サイト 

 

図 3-1 プロジェクト対象地 
※この地図は、ベトナムの全体を示したものではない 

 N 

Tho Chu 

Con Dao 

Ly Son 

Con Co 

Bach Long Vi 

Co To 

VNMHA Hanoi Headquarters 
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表 3-12 観測機材整備台数と 1 基当たりの海岸線延長 

自動波浪観測機材数による比較 
<自動波浪観測箇所数> 

日本：波浪観測レーダー：6＋GPS 波浪観測ブイ：18＋超音波式波浪計：57＝81 

ベトナム：6 

 自動波浪観測箇所数：F 観測機材 1基当たりの海岸線長さ（km）：B/F＝G 

日本 81 260 

ベトナム 6 530 

波浪観測レーダー数による比較 

 観測機材数：H 

（波浪観測レーダー） 

観測機材 1基当たりの海岸線

長さ（km）：B/H＝I 

補正後の観測機材 1基当たり

の海岸線長さ（km）：I/E 

日本 6 3,450 4,370 

ベトナム 6 530 2,520 

 

表 3-12 の計算結果において、自動波浪観測箇所数による比較では、ベトナムにおける観測機材

1 基当たりの海岸線長さは日本の約 2.1 倍となる。日本と比較すると波浪観測レーダー1 基当たり

の海岸線長さが長くなるが、ベトナムでは自動波浪観測を行っていない現状を鑑みると、飛躍的

な波浪観測能力の向上となるものと考えられる。 

一方で、波浪観測レーダー箇所数による比較では、ベトナムにおける観測機材 1 基当たりの海

岸線長さは日本の約 0.2 倍となり、ベトナムの方が、波浪観測レーダー1基当たりの海岸線長さが

短くなる。これは、波浪観測レーダーの整備台数が 6 箇所と少ない一方で、日本において離島が

多く海岸線が複雑に入り組んでいるため国土面積に対する海岸線総延長が長くなることが要因で

あることから、「対面積比」を用いて補正した海岸線長さを用いた比較も実施した。この場合でも、

ベトナムにおける観測機材 1 基当たりの海岸線長さは日本の約 0.6 倍となることから、波浪観測

レーダー1 基当たりの海岸線延長は、ベトナムの方が短くなる。 

プロジェクト候補地数が、準備調査実施前に計画した 10 ヶ所から、最終的にはプロジェクト候

補地の波浪観測の適性に沿って 6 ヶ所に絞られたが、以上の結果からは、本プロジェクト実施の

妥当性は確保されるものと示唆されるものの、ベトナムの沿岸災害軽減のためには、更なる沿岸

波浪観測の強化（観測機材整備など）が強く望まれる。 

 

1) 計画機材の概要 

以下に、本プロジェクトの対象となった機材の概要を詳記した。 

 

＜VNMHA ハノイ本局に設置される機材＞ 

a) 波浪観測データ処理システム 

波浪観測レーダーシステムから観測データを受信して保存する。観測データの品質管理を行い、

波浪観測プロダクトの生成や保存をして、海洋気象情報公開システムに送信するほか、波浪観測

データ表示システムからの要求に応じて、観測データや波浪観測プロダクトを提供する。また波
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浪監視ライブカメラからの動画(約 2MB/画像)を 1 分間隔で受信、保存の上、必要なフォーマット

変換を行い、プロダクト表示システムに配信する機能も付帯する。 

VNMHA の業務の効率化を目的として、各観測機材からの観測データ収集・保存・配信機能を一元

化するため、VNMHA では、CDH（Central Data Hub）システムを構築中（2022 年 8 月時点）である

ことから、本プロジェクトにおいて整備予定の機材による波浪観測データも CDH へ提供されるこ

とが必要となる。そのため、VNMHA との協議を行った結果、波浪観測データ処理システムに波浪観

測データを取得可能なインタフェースである API（Application Programming Interface）を本プ

ロジェクトにより付帯させる計画とした。更に API を本プロジェクトと VNMHA の業務責任分界点

とし、API アクセスに必要な拡張ソフトウェアの作成と CDH への追加、波浪観測データの CDH への

取得作業は、VNMHA 水文気象データ・情報センターが実施することとなった。 

b) 波浪観測データ表示システム 

主にNCHMFの予報官が波浪観測データを分析し、予警報業務に活用するためのシステムである。波浪

観測データ処理システムにアクセスし、波浪観測データ及びプロダクトを表やグラフ形式にて表示する。

表示には、波浪観測レーダー専用のソフトウェア又はWebブラウザを使用する。最新と過去のデータの表

示、観測データのCSVや画像形式による保存、表計算ソフトウェアなどを用いた解析業務に使用される。 

 

c) 海洋気象情報公開システム 

情報公開や共有のための Web システムで、プロダクトデータ表示システム及び VNMHA 以外の組

織に波浪観測プロダクトを提供する。VNMHA の外部からもアクセスされることから、本システムを

踏み台として他のシステムが設置される内部ネットワークに侵入されないよう、本システムは、

内部ネットワークとは別のネットワークである DMZ（De-Militarized Zone）に設置し、ネットワ

ーク間の通信を制限するセキュリティ対策を講じる。 

d) 観測状態監視システム 

VNMHA ハノイ本局の技術者による、6ヶ所の波浪観測レーダーシステムを含む本プロジェクトで

調達予定機材の集中監視のためのシステムである。VNMHA ハノイ本局からの遠隔による波浪観測レ

ーダーシステムの状態監視項目を下表に示した。 

表 3-13 VNMHA ハノイ本局からの遠隔による波浪観測レーダーシステムの状態監視項目 
監視対象機材 

監視項目 
セルラーゲートウェイ 波浪観測レーダー 

波浪監視ライブ 

カメラ 
波浪レーダー制御部 

機材稼働状況 

（死活監視） 
〇 〇 〇 〇 

CPU・メモリ・ストレージ

使用率 
-  - 〇 

観測データの定時受信の

有無の確認 
- 〇 〇 - 
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＜プロジェクト対象地に設置される機材＞ 

e) 波浪観測レーダーシステム 

X バンド波浪観測レーダーの最大観測範囲は約 4,000m で、波浪観測レーダー設置位置からビー

ム下端の海面入射角 10 度から 1 度となる。降雨時は降雨減衰により、観測精度や観測範囲に影響

を受ける可能性があるが、これは不可避な点である。観測データは、各観測点において一次処理

を行った後、携帯電話網を通じて VNMHA ハノイ本局へ、10 分毎に送信される計画である。 

X バンド波浪観測レーダーの主な特徴は、以下の通りである。 

• 波高、周期、周波数、波の方位角、方位角に対する波のエネルギー分布（波浪スペクトル）が得られる。 

• 海中に設置する観測機材と比較すると、全ての機材が陸上に設置されることから、故障時

などの迅速な対応が容易である。また、海中に敷設した通信線や電源線の切断といった、

外的要因による障害のリスクを低減できる。 

• 海上の風により生じる表面波によるレーダーの反射波を用いて観測するため、風が弱い場

合には、海面からの反射が弱くなり観測できないことがある。 

• Xバンド波浪観測レーダーに適用されている多くの技術は、船舶航海用レーダーから応用又は転

用されたものであるため、国際電気標準会議（International Electrotechnical Commission：IEC）

が定める「船舶用航海及び無線通信機器・システムに関する国際規格（IEC62388）」に沿って製

品開発や設計が行われている。そのためレーダーの運用可能風速については、IECが100ノット

（51.4m/秒）と規定していることから、現状において、日本を含め世界に数社あるメーカーから

調達可能なXバンド波浪観測レーダーは、運用可能風速が100ノット（51.4m/秒）の機材となる。 

表 3-14 波浪観測レーダーアンテナ据付位置とビーム海面入射角 80°から 89°地点の水深 
プロジェクト

対象地 

L1 

(m) 

L2 

(m) 

L3 

(m) 

L4 

(m) 

L5 

(m) 

H1 

(m) 

H2 

(m) 

H3 

(m) 

D3 

(m) 

D4 

(m) 

X 

(m) 

Co To 50 164.4 1951.2 214.4 2165.6 21 16.8 37.8 <5 20 15 

Bach Long Vi 150 47.4 1796.3 197.4 1993.7 3 31.8 34.8 <5 35 30 

Con Co 115 20.0 1228.5 135.0 1363.5 7 16.8 23.8 10 20 15 

Ly Son 145 -4.4 1280.1 140.6 1420.8 8 16.8 24.8 <5 10 15 

Con Dao 140 91.4 2106.0 231.4 2337.4 24 16.8 40.8 <5 20 15 

Tho Chu 20 166.0 1693.1 186.0 1879.1 16 16.8 32.8 10 35 15 
A: 

X: 

D: 

 

 

 

波浪観測レーダービーム下端の海面に対する入射角 

鉄塔高さ＝H3-波浪観測レーダーの設置架台の高さ 

大凡の海の深さ（出典：General Bathymetric Chart of the Oceans: GEBCO 2020） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海面 

地面 

L3 L1 L2 

D3 

H3 

波浪観測レーダー 

アンテナ位置 

H1 

H2 

A1: 10° A2: 1° 

L4 

L5 

D4 
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＜波浪観測レーダーの通信速度要件＞ 

次表に、各プロジェクト対象地に設置される機材から送信される観測データ及び観測データ毎

のデータ送信頻度、データ量、必要な上りの実効速度を示した。通信プロトコルのオーバーヘッ

ドはデータ量の 20%と仮定した。観測データは 10 分に 1 回の頻度で送信する計画であるが、実際

に導入される観測機材がより高頻度にて観測可能な場合を想定し、計画よりも高い送信頻度にて

必要実効速度を計算した。 

表 3-15 観測データ種別毎の送信頻度、データ量及び必要な実効速度（Mbps） 
観測機材 観測データ種別 送信頻度 送信データ量 上り実効速度 

波浪観測レーダー 有義波高 1 分に 1回 1KB 0.17kbps 

 波浪スペクトル 1 分に 1回 128KB 21kbps 

風向風速計 風向風速 1 分に 1回 1KB 0.17kbps 

波浪監視ライブカメラ 沿岸ライブ動画 1 分に 1回 2.2MB 300kbps 

   合計 321kbps 

 
各プロジェクト候補地において、波浪監視ライブカメラと波浪観測レーダーは同じ敷地内に設

置されることから、同一のセルラーゲートウェイ経由で VNMHA ハノイ本局に送信可能である。た

だし、ライブカメラによる赤外線撮影は短距離に限られ、海上の夜間撮影は不可能であることか

ら、ライブカメラの稼働は夜間は自動で停止させる計画である。 

表 3-16 に、各プロジェクト対象地において必要な下りの実効速度を示した。各プロジェクト対

象地の海洋気象観測所では、最も近い波浪監視ライブカメラからの動画及び波浪観測レーダープ

ロダクトの VNMHA ハノイ本局からのダウンロードを想定した。 

表 3-16 各プロジェクト対象地における必要な下り実効速度（Mbps） 
観測機材 観測データ種別 受信頻度 受信データ量 下り実効速度 

波浪観測レーダー 各種プロダクト 1 分に 1回 20KB 0.27kbps 

風向風速計 風向風速 1 分に 1回 1KB 0.17kbps 

波浪監視ライブカメラ 沿岸ライブ動画 1 分に 1回 1MB 137kbps 

   合計 137kbps 

 

次表に、VNMHA ハノイ本局において、プロジェクト対象地からの観測データ受信、プロジェクト

対象地の既設海洋気象観測所 6 ヶ所に対するデータ送信及び Web サーバによる VNMHA 外へのデー

タ共有に必要な帯域幅を示した。必要な帯域幅は実効速度の合計の約 2 倍とした。Web サーバによ

るデータ共有に必要な通信データ量はユーザ数に大きく左右されるが、ここではデータを防災関

連機関に限定公開するとの前提で、毎分 15 ユーザを想定した。 

表 3-17 VNMHA ハノイ本局において必要となる帯域幅（Mbps） 
データ種別 下り帯域幅 上り帯域幅 

プロジェクト候補地からのデータ受信 4Mbps - 

海洋気象観測所 6ヶ所へのデータ送信 - 2Mbps 

Web サーバによる VNMHA 外へのデータ共有 - 3Mbps 

合計 4Mbps 5Mbps 
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＜波浪観測レーダーの較正作業内容＞ 

プロジェクト完成後の 1 年間の瑕疵期間に、コンサルタントの監理下において、波浪観測レー

ダーメーカーが波浪観測レーダーの較正作業を実施する計画である。較正作業に用いる観測デー

タには、海面が凪いでいる状態から荒れた状態、そして凪いでいる状態に戻るまでの連続した有

義波高観測データが特に有効であることから、台風とモンスーン期の大雨が重なり合う 6 月～9 月

の期間において、波浪観測レーダーと波浪観測ブイ、双方の連続観測を実施する。また、波浪観

測レーダーで観測される有義波高は、観測地点の水深、海底地形、各波浪観測レーダーが設置さ

れる高さや海面までの距離などの設置条件により、実際の波の大きさとの誤差の程度が異なるこ

とから、波浪観測レーダーの較正作業を実施するには、波浪観測レーダーと波浪観測ブイを一対

としたプロジェクトサイト毎の連続観測が必要となる。プロジェクトサイト毎に取得された上記

期間の連続有義波高観測データは、解析評価が施され、その結果に沿った較正ファイルが作成さ

れて、各波浪観測レーダーのプログラムに組み込まれて較正作業が完了する。 

f) プロダクトデータ表示システム 

プロジェクト対象地の既設海洋気象観測所職員が、VNMHA ハノイ本局に設置される海洋気象情報

公開システムに Web ブラウザにてアクセスし、最新及び過去の波浪観測プロダクトを表示するた

めのシステムである。また観測状態監視システムにも Web ブラウザ経由でアクセス可能とし、海

洋気象観測所が運用維持管理を行う波浪観測レーダーシステムの稼働状況や波浪監視ライブカメ

ラの動画を表示する機能も付帯させる。 

本プロジェクトの全体システム構成は、次ページに添付する「VNMHA海洋気象観測ネットワーク

概要図」の通りである。
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図 3-2 VNMHA 海洋気象観測ネットワーク概要図 
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（4） 主要機材リスト 

主要機材は以下の通りである。 

表 3-18 主要機材リスト 
内容 

VNMHAハノイ 

本局 
Co To 

Bach Long 

Vi 
Con Co Ly Son Con Dao Tho Chu 

機材調達・据付        

a）波浪観測データ処理システム 1 － － － － － － 

b）波浪観測データ表示システム 1 － － － － － － 

c）海洋気象情報公開システム 1 － － － － － － 

d）観測状態監視システム 1 － － － － － － 

e） 波浪観測レーダーシステム － 1 1 1 1 1 1 

波浪観測ブイ － 1 1 1 1 1 1 

f）プロダクトデータ表示システム － 1 1 1 1 1 1 

 

主要機材リスト 
 

a）波浪観測データ処理システム 
サイト名：VNMHA ハノイ本局 

名称 数量 目的 

波浪観測データ処理装置 1 式 

波浪観測レーダーシステムからの観測データの受信、品質管理、波浪観

測プロダクトの生成及び保存などの処理を行い、生成した波浪観測プロ

ダクトを Web サーバへ送信する。 

19 インチラック 1 式 波浪観測データ処理装置、Webサーバ及び観測状態監視装置を取り付ける。 

無停電電源装置 1 式 
停電時に波浪観測データ処理システムにバックアップ電源を供給する

とともに波浪観測データ処理装置にシャットダウンの信号を送信する。 

二重化ルータ（VPN サーバ） 1 式 コンピュータネットワーク間でデータパケットを伝送する。 

二重化スイッチ 1 式 コンピュータ機器を LAN に接続する。 

交換部品 LAN アレスタ 1 式 運用維持管理に使用する。 

サービスマニュアル 2 式 運用維持管理に使用する。 

 
b）波浪観測データ表示システム 

サイト名：VNMHA ハノイ本局 

名称 数量 目的 

波浪観測データ表示装置 1 式 波浪観測データ及びプロダクトを表やグラフ形式にて表示する。 

小型無停電電源装置 1 式 
停電時に波浪観測データ表示システムにバックアップ電源を供給する

とともに波浪観測データ表示装置にシャットダウンの信号を送信する。 

二重化スイッチ 1 式 コンピュータ機器を LAN に接続する。 

交換部品 LAN アレスタ 1式 運用維持管理に使用する。 

サービスマニュアル 2 式 運用維持管理に使用する。 

 
c）海洋気象情報公開システム 

サイト名：VNMHA ハノイ本局 

名称 数量 目的 

Web サーバ 1 式 情報公開や共有のために波浪観測プロダクトを提供する。 

無停電電源装置 1 式 
停電時に Web サーバ及び観測状態監視装置にバックアップ電源を供給

するとともにシャットダウンの信号を送信する。 

交換部品 LAN アレスタ 1 式 運用維持管理に使用する。 

サービスマニュアル 2 式 運用維持管理に使用する。 
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d）観測状態監視システム 
サイト名：VNMHA ハノイ本局 

名称 数量 目的 

観測状態監視装置 
1 式 

波浪観測データ処理システム、波浪観測データ表示システム、海洋気象

情報公開システム及び波浪観測レーダーシステムの稼動状態を監視する。 

交換部品 LAN アレスタ 1 式 運用維持管理に使用する。 

サービスマニュアル 2 式 運用維持管理に使用する。 

 
e）波浪観測レーダーシステム 

サイト名：プロジェクト対象地 

名称 数量 目的 

波浪観測レーダー 1 式 波高、波向、周期を観測する。 

風向風速計 1 式 
波浪観測レーダーが算出する波浪スペクトル補正のために風向風速観

測データを使用する。 

波浪監視ライブカメラ 1 式 波浪の状況を撮影する。 

二重化スイッチ 1 式 コンピュータ機器を LAN に接続する。 

二重化ルータ（VPN クライアント） 1 式 コンピュータネットワーク間でデータパケットを伝送する。 

セルラーゲートウェイ 1 式 観測データを携帯電話回線経由で伝送する。 

太陽電池モジュール 1 式 波浪観測レーダーシステムに必要な電力を太陽光により発電する。 

太陽電池充放電コントローラー 1 式 バッテリーの電力の充放電を制御する。 

リチウムイオン蓄電池 1 式 発電された電力を蓄える。 

ディーゼルエンジン発電機 1 式 
バッテリー残量低減時に波浪観測レーダーシステムに電力を自動的に

供給する。 

避雷設備 1 式 雷サージを地面に放電する。 

航空障害灯 1 式 航空機に対して存在を警告する。 

波浪観測ブイ 1 式 波浪観測レーダーの較正のための波浪観測を行う。 

保守用梯子 1 式 運用維持管理に使用する。 

メンテナンス工具セット 1 式 運用維持管理に使用する。 
 マグネトロン 1 式 運用維持管理に使用する。 

交換部品 発電機エンジン用エアフィルタ 1 式 運用維持管理に使用する。 

 発電機エンジン用オイルフィルタ 1 式 運用維持管理に使用する。 

サービスマニュアル 2 式 運用維持管理に使用する。 

 
f）プロダクトデータ表示システム 

サイト名：VNMHA 既設海洋気象観測所 

名称 数量 目的 

プロダクトデータ表示装置 1 式 
Webサーバから波浪観測プロダクトを取得・表示するほか、観測状態監

視装置の波浪観測レーダーの稼動状態を表示する。 

二重化スイッチ 1 式 コンピュータ機器をLANに接続する。 

自動電圧調整装置 1 式 機器に安定した電圧の電力を供給する。 

小型無停電電源装置 1 式 
停電時にプロダクトデータ表示システムにバックアップ電源を供給すると

ともにプロダクトデータ表示装置にシャットダウンの信号を送信する。 

交換部品 LAN アレスタ 1 式 運用維持管理に使用する。 

サービスマニュアル 2 式 運用維持管理に使用する。 

 

 

（5） 機材付帯施設（波浪観測レーダー用鉄塔及び機材棟）の基本計画 

1) 地盤面レベル 

各機材付帯施設建設候補地には、自然条件調査において設定したベンチマークがあるため、

これを基準レベルとする。 
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2) 機材棟平面計画 

機材棟のグレードは、現地にて一般的に採用されている工法・資材を採用するため、ベトナ

ムの一般的なグレードの施設となる。機材付帯施設の各室面積、面積算定根拠を次に示す。 

 

3) 機材棟各部の仕上げ 

外部仕上げ、内部仕上げの材料は維持管理の容易さを考慮し、一部を除き全て現地調達が可

能なものを選定した。外部仕上、内部仕上の材料、工法、採用理由などを次の表に示す。 

 

4) 鉄塔の仕上げ 

鉄塔の各部材の防錆処理として、日本工業規格（JIS）に沿った以下の仕上げを行う。 

 溶融亜鉛めっき：JIS H 8641 HDZT77   700g/m2：97μm 

 プライマー塗装＋SOP 塗装 

機材の人為的な損傷や盗難を防止するため、鉄塔の周りには高さ2.5mのフェンスを設ける。 

 

5) 構造計画 

a) 構造設計基準 

ベトナムには「Building Code of Viet Nam」があるため、この基準に準拠することとする。

表 3-19 機材棟の概要、収容機器及び室面積算定根拠 
機材棟室名 床面積(m2) 設置機器、室概要 室面積算定根拠 

機器室 22.5 

波浪観測レーダー制御部、太陽電池充放

電コントローラー、バッテリー、保守管

理品、戸棚、空調機器などを設置 

左記装置の運用維持管理

作業スペース 

パワーバックアップ室 13.5 
自家発電機設備 1 機、1,000 リットル燃料

タンク及び自動切換えスイッチなどを設置 

自家発電機設備の保守作

業用スペース 

表 3-20 外部仕上、内部仕上の材料、工法 
機器棟の仕上げ・工法 

外部

仕上 

屋 根 コンクリート打放しモルタル補修、ウレタン塗膜防水（2度塗り） 

外 壁 

ブロック積みモルタル金ゴテ 

コンクリート打放しモルタル補修 

フッ素樹脂系複層仕上塗材（吹付タイル） 

内部

仕上 

 機材室 

床 モルタル金ゴテエポキシ防塵ペイント 

巾 木 モルタル金ゴテエポキシ防塵ペイント 

壁 モルタル金ゴテ VP 塗 

天 井 コンクリート打放しモルタル補修、無機質吸音板 t=15 

建 具 外 部 ガラスブロック、アルミ製窓、ステンレススチール製ドア 

内部

仕上 

 パワーバックアップ室 

床 モルタル金ゴテエポキシ防塵ペイント 

巾 木 モルタル金ゴテエポキシ防塵ペイント 

壁 モルタル金ゴテ VP 塗 

天 井 コンクリート打放しモルタル補修 EP 塗 

建 具 外 部 ガラスブロック、アルミ製ガラリ、ステンレススチール製ドア 
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また必要に応じて日本建築基準法、日本建築学会設計基準（AIJ）、米国の「Uniform Building 

Code(UBC)」を参考にする。 

 

b) 基礎計画 

波浪観測レーダーの観測精度を確保するため、波浪観測レーダー用鉄塔の転倒や不同沈下さ

せない基礎構造が要求される。そのため、ベトナム側の手続きの都合により、本調査期間中に

おいて地質調査を実施することは叶わなかったが、建設予定の各鉄塔高さや各観測所候補地の

地形や地表面の状況を鑑みて、基礎計画を下表に示したように計画する。Bach Long Vi 以外の

サイトは、アクセス路が急峻で且つ狭いことから、杭工事機材の搬入が困難であるため、杭工

事の実施が不可能と判断されることから、基礎形状をラップルコンクリートとして、強風によ

る鉄塔の転倒防止を考慮して高さを 15m に設定した。 

表 3-21 波浪観測レーダー用鉄塔の高さ及び基礎形状 

サイト名 

鉄塔高さ 

（地盤面か

らの高さ） 

直接基礎 杭基礎 

基礎 

（幅×長さ×高さ） 

ラップルコンクリート 

（幅×長さ×高さ） 

フーチング基礎 

（幅×長さ×高さ）
杭径 杭長 杭数 

Co To 15.0m 5.5×5.5×1.8m 5.7×5.7×3.0m - - -  

Bach Long Vi 30.0m - - 5.5×5.5×1.5m 1.2m 30.0m 4 本 

Con Co 15.0m 5.5×5.5×1.8m 5.7×5.7×3.0m -  -  

Ly Son 15.0m 5.5×5.5×1.8m 5.7×5.7×3.0m -  -  

Con Dao 15.0m 5.5×5.5×1.8m 5.7×5.7×3.0m -  -  

Tho Chu 15.0m 5.5×5.5×1.8m 5.7×5.7×3.0m -  -  

 

c) 架構形式 

鉄塔の架構形式は、円形鋼管構造とする。鉄塔のスパンに関しては、安全且つ容易に機材の

運用維持管理ができるように、波浪観測レーダーアンテナの幅よりも大きく、昇降用階段を付

帯させ且つ鉄塔の各部材サイズが過大とならないことを条件として、3.5m とした。 

また機材付帯施設である機材棟の架構形式は、ベトナムの一般的構法である鉄筋コンクリート・

ラーメン構造とする。床版は鉄筋コンクリート造とし、外壁及び間仕切壁はブロックとする。 

 

d) 設計荷重 

① 固定荷重 

機材付帯施設の建築構造材・仕上げ材の自重を全て計算する。また特殊固定荷重として以

下のものを見込む。 

表 3-22 鉄塔に対する特殊固定荷重 
 機材名 重量 

屋上 波浪観測レーダーアンテナ、架台 約 0.2 トン 
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表 3-23 機材棟に対する特殊固定荷重 
機材設置場所（室名） 機材名 重量 

機材室 
波浪観測レーダー制御部、太陽電池充

放電コントローラー、バッテリー 
約 3.0 トン 

発電機室 
発電機、1,000 リットル燃料タンク、

自動切換えスイッチなど 
約 1.5 トン 

 

② 積載荷重 

機材棟施設内の部屋は、機器を収容するものであるため、日本国における通信機械室の積

載荷重と同程度の荷重を採用する。 

 

③ 風圧力 

プロジェクトサイトであ

る各海洋気象観測所の多く

が海岸線沿い又は離島に位

置しているため、台風などによる被害を防ぐためにも風圧力は設計上、重要なファクターで

あり、「Building Code of Vietnam」に従い、下表の風圧力算定式に基づいて算定を行う。

各プロジェクトサイトは、下図の風速区分図の、ⅡB、ⅢB、ⅣB に属する。表の高さによる

露出係数及び空気力学計数を考慮して、風圧力を算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-24 風圧力算定式 
W=Wo×k×c 

Wo（daN/m2）) ｢図 風速区分｣及び｢表 風圧力地域区分｣より算出した風圧力 

k 高さ及び地域による風荷重変動係数（TCVN2737-95） 

c 空気力学係数（TCVN2737-95） 

出典：Building Code of Vietnam, TCVN 2737-95 “Load and Impact”

表 3-25 風圧力地域区分 
地域 台風による影響 風圧力 Wo（daN/m2） 

ⅠA 無い 
65 山岳、丘陵、谷間地域 

55 他の地域 

ⅡA 少ない 83 

ⅡB 幾分強い 95 

ⅢA 少ない 110 

ⅢB 強い 125 

ⅣB 非常に強い 165 

ⅤB 非常に強い 185 
 

表 3-26 高さ及び地域による風荷重変動係数 
地盤面からの建物高さ 海岸地域の風荷重変動係数 

0-3m k=0.47 

5m k=0.54 

10m k=0.66 

15m k=0.74 

20m k=0.80 

30m k=0.89 

40m k=0.97 

50m k=1.03 

表 3-27 空気力学係数 
建物平面形状  空気力学係数 

正方形又は長方形  c=1.4 

五角形又は六角形  c=1.1 

円形又は楕円形  c=0.8 

 

 

 

 

 

 

 

IA 

IA 

VB IVB

VB 

IVB 

lllB 

IlA 
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図 3-3 風速区分 
出典:Building Code of Vietnam 

※この地図は、ベトナムの全体を示したものではない 



 
 

3-29 

 

④ 地震力 

ベトナムの構造基準である「Building Code of Vietnam」

には、地震荷重を算定する基準がないため、米国の構造基

準である「Uniform Building Code (UBC)」を用いて地震

荷重の算定を行うことが一般的である。下表が UBC の地震

力算定式であり、地震係数を決めるための地震地域係数及

び地質種別は、現地調査の結果を考慮に入れて、地震力を

算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-28 地震力算定式 
 

V 基礎設計用「水平力」又は「せん断力」（ｋN） 

Cv 地震係数（地震地域係数及び地質種別） 

Ca 地震係数（地震地域係数及び地質種別） 

I 重要度係数 

R 数値係数 

W 地震用静荷重（ｋN） 

T 構造周期（秒） 
出典：Uniform Building Code（UBC） 

表3-29 地質分類 
地質 

種別 
地質 

深さ30mまでの平均的な地質データ 

せん断波速度(m/s) 標準貫入試験(N) 非排水せん断強度(kPa)

SA 硬岩 >1,500 
- - 

SB 中硬岩 760-1,500 

SC 軟岩 360-760 >50 >100 

SD 硬質土 180-360 15-50 50-100 

SE 軟弱土 <180 <15 <50 

表 3-30 地震係数(Ca) 

地質種別 
地震地域係数 

Z=0.075 Z=0.15 Z=0.2 Z=0.3 Z=0.4 

SA 0.06 0.12 0.16 0.24 0.32Na 

SB 0.08 0.15 0.20 0.30 0.40Na 

SC 0.09 0.18 0.24 0.33 0.40Na 

SD 0.12 0.22 0.28 0.36 0.44Na 

SE 0.19 0.30 0.34 0.36 0.36Na 

表3-31 地震係数(Cv) 

地質種別 
地震地域係数 

Z=0.075 Z=0.15 Z=0.2 Z=0.3 Z=0.4 

SA 0.06 0.12 0.16 0.24 0.32Nv 

SB 0.08 0.15 0.20 0.30 0.40Nv 

SC 0.13 0.25 0.32 0.45 0.56Nv 

SD 0.18 0.32 0.40 0.54 0.64Nv 

SE 0.26 0.50 0.64 0.84 0.96Nv 

表 3-32 重要度係数（I） 
重要度分類 重要度係数 

地震時に機能維持が必要な建物 1.25 

災害時に耐震性が重要な建物 1.25 

社会的重要性の高い建物 1.00 

標準的な建物 1.00 

その他の建物 1.00 

表 3-33 地震地域係数 
Zone 1 2A 2B 3 4 

Z 0.075 0.15 0.20 0.30 0.40 

図 3-4 地震加速度地域図 
出典：Uniform Building Code（UBC） 

※この地図は、ベトナムの全体を示したものではない 
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e) 使用構造材料 

使用材料は全て現地調達とする。 

 コンクリート：普通コンクリート 設計基準強度 Fc=21N/mm2 

 セメント（JIS (Japan Industrial Standards)又は同等品） 

 鉄筋：異形鉄筋（Grade 60 又は同等品） 

 

6) 電気設備計画 

a) 自家用発電機設備 

表 3-34 自家発電機設備 
 機材棟（パワーバックアップ室） 

自家発電機台数 1 台 

発電容量 10kVA 

発電機出力 220V、単相 2線、50Hz 

燃料タンク容量 1,000 リットル（250 時間運転分） 

  

b) 電灯・コンセント設備 

使用電圧は単相 220V とし、全ての器具類には接地極を設け、配管は鉄製鋼管とする。照明

器具は、エネルギー消費が少ない LED を使用する。各室の照度基準は以下の通りとする。 

表 3-35 各室の照度基準 
 機材棟 

機材室 300 Lx 

パワーバックアップ室 300 Lx 

 

c) 接地設備 

接地設備を機材棟の機材室及びパワーバックアップ室に設ける接地用端子盤に各機材を接

続し接地する。機材棟及び鉄塔の接地に関しては、等電位ボンディング方式を採用する。 

 

d) 避雷設備 

避雷針 1 本を鉄塔屋上に設置して、各機材付帯施設には接続ボックスを設け、銅線及びビニ

ール管で配線し、試験用端子盤を経て接地する。 

 

e) 航空障害灯設備 

Bach Long Vi に設置予定の 30.0m の鉄塔上部に LED 航空障害灯のための接続ボックス及び自

動点滅スイッチを設ける。また航空障害灯には避雷器（サージアレスター）を付帯させる。 
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f) 消火器 

 

表 3-36 消火器 
 機材棟 

機材室 CO2 タイプ又はヘリウムタイプ 

パワーバックアップ室 ABC タイプ 

 

7) 空調・換気設備計画 

機材棟の機械室に設置される機材は、空調設備がないと運用が困難なため、2 台設置して、

機材のために良好な環境が保たれるよう計画する。次表に必要となる各室の空調（冷房）及び

換気設備を示した。 

表 3-37 空調設備を設置する室 
 機材棟 

機材室 エアコン設備  強制換気 

パワーバックアップ室 強制換気 

 

＜環境条件＞ 

 外気条件：気温 43℃ 

 内部条件：温度 25℃  湿度 40～60%（機材棟 機材室） 
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３－２－３ 概略設計図 

 

概略設計図を次ページより添付する。 

 

＜波浪観測レーダーシステム＞ 

 Co To サイト配置図 : COT-01 

 Bach Long Vi サイト配置図 : BLV-01 

 Con Co サイト配置図 : CON-01 

 Ly Son サイト配置図 : LSN-01 

 Con Dao サイト配置図 : COD-01 

 Tho Chu サイト配置図 : THC-01 

 

＜機材付帯施設＞ 

 鉄塔 1（高さ:15m） : STT-01 

 鉄塔 2（高さ:15m） : STT-02 

 鉄塔 1（高さ:30m） : STT-03 

 鉄塔 2（高さ:30m） : STT-04 

 

 機材棟 1 : EQS-01 

 機材棟 2 : EQS-02 

 機材棟 3 : EQS-03 

 機材棟 4 : EQS-04 
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３－２－４ 施工計画／調達計画 

 

３－２－４－１ 施工方針／調達方針 

 

本プロジェクトは、気象海洋観測機材、通信機材の調達・据付及び建築工事からなり、それら

の整合性を図ることが重要である。 

 

(1） 事業実施主体 

本プロジェクトの事業実施主体は、MONRE 傘下の VNMHA であり、コンサルタント契約及びコン

トラクター契約の契約当事者である。VNMHA はベトナムの気象水文業務を行う唯一の政府機関で

あり、気象観測、気象データ通信、データ処理・解析、気象予報、気象情報伝達と、気象や海象

に係わる全ての業務を行っている。 

 

(2） コンサルタント 

ベトナム政府及び日本国政府間での交換公文（E／N）及びベトナム側と JICA の間での贈与契約

（G／A）署名後、本プロジェクトのコンサルティング・サービス契約が早急に締結されることが

肝要である。コンサルティング・サービス契約は、VNMHA と、日本国の法律に従って設立され、

日本国内に主たる事務所を有し、且つ JICA の推薦を受けたコンサルタントの間で締結される。 

コンサルティング・サービスの契約締結後、コンサルタントは本プロジェクトのコンサルタン

トとなる。コンサルタントはベトナム及び日本国内で詳細設計を行い、技術的仕様書、図面、図

表などを含む入札書類を作成する。これに加え、コンサルタントは VNMHA が主催する入札会の補

助を行い、本プロジェクトを成功裏に完了するために施工・調達監理を引き続き行う。 

 

(3） 請負者（コントラクター） 

本プロジェクトの請負者（機材調達業者）は、一定の資格を有する日本国法人を対象とした一

般競争入札により選定される。選定された請負者は、VNMHA と結ばれる契約に基づき、施設建設、

機材製作・調達・設置などを行う。 

 

３－２－４－２ 施工上／調達上の留意事項 

 

＜留意事項＞ 

プロジェクトの対象地は、全てベトナム沿岸地域に位置していることから、特に機材付帯施設

の建設と機材の据付工事期間が台風シーズンと重複する際は、VNMHA と定期の連絡をとり、最新

の気象情報を入手するとともに、安全を第一として、台風の襲来前に早めの対策（機材や材料の
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保護、飛散防止など）を講じるとともに、従事者全員の安全な場所への避難などが重要となる。 

＜技術者の派遣＞ 

波浪観測レーダーシステム、コンピュータをはじめ、複雑な電気・電子回路を有する機器類が

本プロジェクトで建設される鉄塔や機材棟に据付けられる。機材付帯施設の建設工程に従い、電

源装置、バックアップ装置機器の据付け、機器の調整・配線時には、電気技術者の派遣が必要で

ある。また、波浪観測レーダーシステム、コンピュータ機器、複雑な観測機器の設置、調整、試

験稼動時には、全システムに高い精度と機能を発揮させるため、波浪観測レーダーシステム、デ

ータ伝送、コンピュータネットワーク、ソフトウェアなど技術者の派遣が必要となる。高い精度

と機能は、正確な観測に欠かすことができないものである。更に、VNMHA による機材の適切で効

果的な運用保守をはかるため、据付け工事期間中及び据付け完了後に、派遣された技術者より

VNMHA 技術者への技術移転として、現地研修（OJT）を実施する。 

 

３－２－４－３ 施工区分／調達・据付区分 

 

本案件の実施にあたり、日本国無償資金協力とベトナム側の施工区分を次に示す。 

表3-38 プロジェクトの実施期間中及び完了後の日本国無償資金協力とベトナム側の施工区分 

No. 項目 
日本政府無償資金

による負担範囲 

ベトナム（VNMHA） 

による負担範囲 

 一般項目   

1 ベトナムで必要な制度上、法律上の手続き全般  ● 

2 

プロジェクト実施に必要となる全ての手続きの実施（無線周波数の取

得、通信機材の使用許可、機材付帯施設建設に必要となる許可取得、

波浪観測ブイ設置に必要となる許可取得）及びそれらに係る全ての費

用（申請手数料、申請書作成など）の支払い 

 ● 

3 
プロジェクト実施前までに全ての本プロジェクトの計画サイトにおけ

る不発弾調査と処理の実施及び地質調査実施の許可取得 
 ● 

4 ベトナムで必要な環境影響評価手続き  ● 

5 

本プロジェクトにおいて輸入される資機材に対する輸入許可、免税手

続き及び陸揚げ港での通関手続きに必要な書類の通関業者/輸送業者

（請負業者により雇用された）に対する提供並びにプロジェクト実施

期間中及び瑕疵期間中に不具合が発生した機材及び/又は予備品をメ

ーカーの工場にて修理/交換/再輸入するための手続き 

 ● 

6 
本プロジェクト実施期間中、コンサルタントと請負業者に必要なイン

ターネット接続可能な VNMHA ハノイ本局内の作業スペースの提供 
 ● 

7 海外（日本）からの材料や機材の海上（航空）輸送 ●  

8 ベトナムの陸揚げ港から各サイトまでの国内輸送 ●  

9 

本プロジェクト実施に関与する全ての人員のビザ発給の保証（期間延

長を含む）並びにベトナム国内の移動とプロジェクトサイトでの作業

の実施及び滞在に必要となる手続きなど 

 ● 

10 

契約に基づいた製品やサービスの供給に関連した、日本及び諸外国の

国籍を有する、本プロジェクト実施に関与する人員に対して、被援助

国で課される関税、内国税、その他の課税の免除 

 ● 
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11 銀行口座の開設（銀行取極め）  ● 

12 
コンサルタント及び請負業者の支払授権書発行及び支払授権書修正の

ための銀行手数料の支払い 
 ● 

13 
本プロジェクト実施に必要な、日本の無償資金が負担する項目以外の

全ての費用負担 
 ● 

14 
ベトナムの港での迅速な通関とコントラクターによる内部輸送に対す

る支援の実施 
 ● 

 安全対策項目   

15 

安全に係る最大限の対応と、本プロジェクト実施前及び実施期間中の

各サイトにおける日本及び諸外国の国籍を有する、本プロジェクト実

施に関与する人員の安全確保 

 ● 

 機材付帯施設建設   

16 

建設工事前までに、全ての土地の収用、アクセス道路の整備、盛土・

転圧・整地及び建設工事の阻害となる既存施設の移動／撤去（必要と

なる場合に限る） 

 ● 

17 
作業場、建築資材倉庫などの仮設施設整備のため、各計画サイトにお

けるスペースの無償提供 
 ● 

18 

機材付帯施設建設のための 

a) 建築・土木工事 

b) 電気設備工事（避雷設備を含む） 

c) 空調・換気設備工事 

●  

19 敷地内外の外部照明などの屋外施設の整備（必要となる場合に限る）  ● 

20 
プロジェクト完了日から12ヶ月間の請負業者による本プロジェクトで

建設された機材付帯施設に対する保証の提供 
●  

 機材の設置作業   

21 
設置作業中に必要となる資材、工具及び機材の仮設保管場所の無償提

供 
 ● 

22 

VNMHA ハノイ本局及び全ての計画サイトにおいて、海洋気象観測データ

を送信するために必要となる信頼性が高く且つ高速なインターネット

環境の提供（SIM カードの調達を含む） 

 ● 

23 

供給される機材（PC 端末及び周辺機器）への IP アドレスの提供及びネ

ットワークを構築するために必要な既存機器の設定（ルーターの設定

など） 

 ● 

24 
供給される機材を設置するため、VNMHA ハノイ本局、本プロジェクト対

象の VNMHA 海洋気象観測所及び各計画サイトでの必要スペースの確保 
 ● 

25 

本プロジェクト実施に必要な機材（避雷設備を含む）及び機材の設置

に必要となる家具の調達・設置・調整、各種テスト、最終テスト、全

システムの稼働開始 

●  

26 
調達機材の運用・維持管理及びソフトウェアに関する請負業者による

VNMHA に向けた運用指導及び初期操作研修 
●  

27 
適切な研修受講職員の配置及び派遣費用全額負担（日当、交通費、宿

泊費など） 
 ● 

28 
プロジェクト完了日から12ヶ月間の請負業者による本プロジェクトで

調達された機材に対する保証の提供 
●  

 本プロジェクト完了後   

29 
機材の円滑な運用・維持管理に必要な職員（確固たる技術と機材運用・

維持管理に関する豊富な経験を有する責任者を含む）の配置 
 ● 

30 
機材の円滑な運用・維持管理に必要な予備部品や消耗品の調達及び

VNMHA が希望するのであれば、機材メーカーとの維持管理契約の締結 
 ● 

31 
本プロジェクトの機材付帯施設と機材が長期にわたり効率的に機能す

るための適切な運用・維持管理と効果的利活用 
 ● 
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32 
円滑な海洋気象観測、海洋気象観測データの送受信及び予警報業務に

必要な予算と人員の確保 
 ● 

33 
全てのオペレーティングシステム/アンチウィルス/アプリケーション

ソフトウェアの定期的なアップデート 
 ● 

34 

観測データとプロダクトの保管の実施及びそれに伴い必要となる適切

な数と容量を有するハードディスク、ソリッドステートディスクなど

の調達 

 ● 

 

 

３－２－４－４ 施工監理計画／調達監理計画 

 

(1） 施工監理主要方針 

1) 日本を含む諸外国国籍を有する、本プロジェクトに任命された人員の安全確保を第一優先

とする。 

2) 我が国の無償資金協力方針及び準備調査設計内容に従い、機材調達、施工監理業務を実施

する。 

3) 関係機関や担当者と密接に連絡をとる。 

4) 公正な立場で、施工関係者に対して迅速かつ適切な指導と助言を行う。 

5) 災害を引き起こす可能性がある気象・海象現象の発生を的確に把握し、安全を最優先に工

事を進める。 

 

(2） 工事監理体制 

1) 機材据付期間中は現地常駐監理者を最低 1 名ベトナムに派遣する。常駐監理者は VNMHA の

担当者と共に、施工指導、監理などを行う。 

2) 機材の設置・調整及びソフトウェアインストールに際しては、適宜コンサルタント監理者

（各システム・装置に関する技術者）を現地に派遣し、指導・検査などを行う。 

3) 国内に支援要員を配置し、機材の性能検査、調整、検査などに立ち会う。 

4) サイトでのデータ伝送テスト時には、適宜関連技術者を現地に派遣する。 

 

(3） 監理業務内容 

1) 監理業務 

コンサルタントは実施機関の代理として入札関連・調達監理業務を実施する。 

2) 施工図、資機材などの検査・確認 

コンサルタントは、コントラクターから提出される施工図、製作図などの検査・確認を行う。 

3) 進捗監理 

コンサルタントは、必要に応じて実施機関や在ベトナム日本国大使館、JICA ベトナム事務所
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を含む関係機関へ進捗状況を報告する。 

4) 支払い承認手続き 

コンサルタントは、支払い手続きに関する協力を行う。 

 

３－２－４－５ 機材付帯施設建設工事のための品質管理計画 

 

主要工種の機材付帯施設建設工事のための品質管理計画は、次の通りである。 

表 3-39 機材付帯施設建設工事のための品質管理計画 
工事 工種 管理項目 方法 備考 

躯体工事 
コンクリート工事 

フレッシュコンクリート 

コンクリート強度 

スランプ・空気量・温度 

圧縮強度試験 

民間試験場にて圧

縮強度試験を行う。 

鉄筋工事 
鉄筋 

配筋 

鉄筋引張強度ミルシート確認 

配筋検査（寸法、位置） 

工場製品の検査成績書確認 

 

仕上げ工事 屋根工事 出来映え・漏水 外観目視・散水検査  

左官工事 出来映え 外観目視検査 

建具工事 
製品 

取付精度 

工場製品の検査成績書確認 

外観・寸法検査 

塗装工事 出来映え 外観目視検査 

電気工事 
受変電設備工事 性能・動作・据付状況 

工場製品の検査成績書確認 

耐圧・メガー・動作テスト・外観 

 

配管工事 屈曲状況、支持間隔 外観・寸法検査 

電線、ケーブル工事 
シースの損傷 

接続箇所の緩み 

成績書確認、敷設前清掃 

ボルト増締後マーキング 

照明工事 性能・動作・取付状況 成績書確認・照度テスト・外観 

 

 

３－２－４－６ 資機材等調達計画 

 

（1） 機材調達 

機材の調達計画は、VNMHA の現状を踏まえた上で、機器の耐用年数の設定と機器の定期メンテ

ナンス周期、スペアパーツの保有、入手方法、運用・維持管理のマニュアルの作成と指導、現地

技術者のトレーニングなどについて考慮の上、策定する。更にプロジェクト完了後に円滑に保守

を行い、スペアパーツ及び消耗品などが容易に調達可能となるように考慮する必要がある。 

本プロジェクトにおいて導入予定の海洋気象観測及び通信機材は特殊な機器であり、現地での

調達が困難である。ベトナムにおいて広く使用されている海洋気象観測及び通信機材の多くも第

三国製品であることから、日本を含む OECD 加盟国から調達する必要がある。各システムの品質・

操作手順・維持管理手法などの統一性や消耗品・スペアパーツなどの調達の容易さを考慮すると、

OECD 加盟国からの調達が望ましい。 

ベトナムには、主なコンピュータ機器メーカーの支社／現地法人があり、また代理店も多く存
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在する。そのためコンピュータ機器の維持管理の利便性を考慮すると、ベトナム国内の市場で販

売されている機種を使用することが重要である。なお、機器の調達計画は、可能な限りの機種の

統一化、スペアパーツの調達と保守作業の容易さなどの視点で決定することが望ましい。 

 

（2） 建設資材 

1) 建設資材調達方針 

主要建設資材は現地調達が可能であるため、現地調達を基本とする。また ASEAN 諸国などか

ら輸入された建設資材が現地市場に出回っており、容易に入手可能であるため、現地調達と見

なす。機材付帯施設完成後の維持管理の点でも有利であるため、現地調達可能な資材を積極的

に活用する。 

 

2) 建設資材調達計画 

a) 機材付帯施設躯体工事 

小規模な鉄骨や通常ポルトランドセメント（40/50kg の袋詰）はベトナム国内で生産されて

おり、現地で調達可能である。コンクリート用の粗骨材及び細骨材は各市内で調達でき、生コ

ンクリート、鉄筋及び型枠に関しても、ベトナム国内で調達可能である。また、コンクリート

ブロックも、現地製品が使用可能である。 

 

b) 空調工事 

現地市場では外国製機器が一般的であり、空調機器及び換気ファンも現地で調達可能である。 

 

c) 電気工事 

現地製品及び輸入製品の照明器具、スイッチ類、ランプ、電線、ケーブル、配管材などが現

地市場に出回っているため、維持管理を重視し現地調達を原則とする。配電盤、分電盤、制御

盤などの注文生産品も、ASEAN 諸国などより輸入されたものが調達可能である。 

表 3-40 主要建設資材調達計画表 建築工事 

建設資材 
現地事情 調達計画 

状況(注) 輸入先 現地 第三国 日本 

小規模鉄骨 ◎  ✓   

ポルトランドセメント ◎  ✓   

砂･砂利 ◎  ✓   

鉄筋 ◎  ✓   

型枠（ベニヤ） ◎  ✓   

コンクリートブロック ◎  ✓   
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木材 ◎  ✓   

アルミ製建具 △  ✓   

鋼製建具 △  ✓   

木製建具 ◎  ✓   

ドアハンドル、ロックセット ◎  ✓   

塗料 ◎  ✓   

ガラスブロック ◎  ✓   

サイクロンガラス（合わせガラス） ◎  ✓   

コーキング ◎  ✓   

注) ◎ ベトナムの市場で入手が容易 

   △ ベトナムの市場で入手可能だが種類･量が限られる 

   × ベトナムの市場で入手困難 

 

 

表 3-41 主要建設資材調達計画表 空調・電気設備工事 

工事種別 建設資材 
現地事情 調達計画 

状況(注) 輸入先 現地 第三国 日本 

空調設備 
空調機（耐塩害仕様） ◎  ✓   

換気機器（耐塩害仕様） ◎  ✓   

電気設備 

照明器具（LED を含む） ◎  ✓   

航空障害灯（LED） △ 日本 ✓  ✓ 

盤類（操作回路） ◎  ✓   

電線･ケーブル類 ◎  ✓   

電線管（PVC） ◎  ✓   

電線管（金属管） ◎  ✓   

ケーブルラック ◎  ✓   

エンジン発電機 ◎  ✓   

避雷設備 ◎  ✓   

注) ◎ ベトナムの市場で入手が容易 

   △ ベトナムの市場で入手可能だが種類･量が限られる 

   × ベトナムの市場で入手困難 

 

 

3) 輸送計画 

日本の主要港からベトナムの主要港（北部：Hai Phong、

中部：Da Nang、南部：Ho Chi Minh(Cat Lai））まで、コ

ンテナ船の場合、所要日数は 20 日間程度で、配船数は月

に 10 隻程度である。在来船に関しても、所要日数は 20

日間程度で、配船数は月に 2 隻である。ベトナムへの機

材輸送に用いる梱包木材は、熱又は燻蒸処理が必要であ

る。また日本からは航空便も多く使用されている。ベト

ナムの主要空港と港を右図に示す。 

 

 

カイラン海港 

クァロー海港 

ダナン海港 

クイニョン海港 

ニャチャン海港 

タンソンニャット国際空港 

（ホーチミン） 

ダナン国際空港 

ノイバイ国際空港 

（ハノイ） 

サイゴン海港 カントー河港 

ハイフォン河港 

図 3-5 ベトナムの主な空港と港 
※この地図は、ベトナムの全体を示したものではない 
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３－２－４－７ 初期操作指導・運用指導等計画 

 

初期操作指導及び運用指導は、基本的に機材据付工事完了後に、実際の各システムの運用シミュレ

ーションを兼ねて実施する。初期操作指導及び運用指導を行うシステムと実施場所は次の通りである。 

表 3-43 初期操作指導・運用指導等実施場所 

内容 VNMHA ハノイ本局 
6 ヶ所の既設 VNMHA 

海洋気象観測所 

6 ヶ所のプロジェクト

対象地 

 波浪観測データ処理システム 

 波浪観測データ表示システム 

・ 電源機材 

・ コンピュータネットワーク機材 

・ アプリケーション（ソフトウェア） 

○ - - 

 海洋気象情報公開システム 

 観測状態監視システム 

・ 電源機材 

・ コンピュータネットワーク機材 

・ アプリケーション（ソフトウェア） 

○ - - 

 波浪観測レーダーシステム 

・ 電源機材 

・ システム主要機材 

・ アプリケーション（ソフトウェア） 

- - ○ 

 プロダクトデータ表示システム 

・ 電源機材 

・ システム主要機材 

・ アプリケーション（ソフトウェア） 

 ○ - 

 波浪観測ブイ 

・ 波高計本体 

・ 固定用アンカー、標旗 

- - ○ 

 

初期操作指導・運用指導以外にも、機材据付工事期間に、VNMHA 職員、コンサルタント及びコン

トラクターが据付・調整作業を共同で行う研修の実施が、技術移転には極めて有効である。またソ

フトウェアインストールに関しても、実際に自分達で実施することが習熟に繋がるため、繰り返し

行うことが肝要である。故障時などには、VNMHA 技術者が機材を分解したり、ソフトウェアを再イ

ンストールしたりしなくてはならないケースも発生することから、機材据付け時点でノウハウを伝

授する。 

表 3-42 ベトナム内陸輸送計画 
No. サイト名 陸揚港 現地国内輸送方法 

1 VNMHAハノイ本局 Hai Phong <トラック>～サイト 

 VNMHA 海洋気象観測所  

2 Co To Hai Phong <トラック>～Cai Rong 港～<バージ>～Co To 島～<トラック/人力>～サイト 

3 Bach Long Vi  <トラック>～Cai Rong 港～<バージ>～Bach Long Vi 島～<トラック>～サイト 

4 Con Co Da Nang <トラック>～Cua Viet 港～<バージ>～Con Co 島～<トラック>～サイト 

5 Ly Son  <トラック>～Sa Ky 港～<バージ>～Ly Son 島～<トラック>～サイト 

6 Con Dao Ho Chi Minh <トラック>～Vung Tau 港～<バージ>～Con Dao 島～<トラック>～サイト 

7 Tho Chu  <トラック>～Ha Tien 港～<バージ>～Tho Chu 島～<トラック>～サイト 
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３－２－４－８ ソフトコンポーネント計画 

 

（1） ソフトコンポーネントを計画する背景 

北太平洋西部に位置するベトナムは、東南アジアの熱帯季節風帯に属し、台風を含む熱帯低気

圧の常襲地域である。ベトナムは南北に長い国土と約 3,400km の海岸線を有しているため、海は

人的活動に対して多くの産物を与えてくれる半面、沿岸地域や漁船操業、船舶航行、海洋開発な

どを行う人的活動海域では、台風や低気圧による高潮や高波による被害を受けてきた歴史がある。

またベトナムの全人口の約 1 割が標高 1m 以下の沿岸地域の低地に居住しており、沿岸災害に対し

て脆弱である。沿岸地域や海洋における人的活動を行う上での安全確保と沿岸域での被害の軽減

は、ベトナムの持続的発展にとって最重要課題となっている。そのため安全確保と高潮や高波に

よる被害の軽減には、VNMHA が的確に波浪観測や予測を行い、国民に対して適時に精度の高い情

報を提供することが求められていることから、ベトナムにとって海洋気象観測網の拡充は喫緊の

課題となっている。 

以上を踏まえて、本プロジェクトでは、ベトナム沿岸の設置対象地に波浪観測レーダーシステ

ムとプロダクトデータ表示システムが、VNMHA ハノイ本局に波浪観測データ処理システム、波浪

観測データ表示システム、観測状態監視システム、海洋気象情報公開システムが整備される計画

である。全ての波浪観測データは VNMHA ハノイ本局に集約後、データ処理システムにより各種波

浪観測プロダクトが生成される。観測データ及び波浪観測プロダクトは波浪観測データ表示シス

テムにより可視化され、波浪に関する予警報業務に活用される。更に、海洋気象情報公開システ

ムを通じて、波浪観測プロダクトが国民や防災関係機関に提供され、注意喚起や避難行動支援な

どに役立てられる。また波浪観測データ処理システムに長期にわたり蓄積された波浪観測データ

及び波浪観測プロダクトは地球温暖化による海岸侵食の傾向及び影響の把握や対策立案のための

重要な基礎資料となることも期待される。 

本プロジェクトの目的である、海洋気象観測の高度化及びデータの利活用促進を図り、ベトナ

ムの沿岸災害対応能力向上を実現するため、プロジェクト完了時より最低限必要となる以下の人

材を本ソフトコンポーネントにより育成する必要がある。 

1） 波浪観測レーダーにより観測された波浪データ及びそこから作成される各種波浪観測プ

ロダクトから、災害に繋がる可能性のある海洋気象現象を的確に把握し、予警報に活用で

きる VNMHA 職員 

2） 本プロジェクトで調達される各システムを長期間にわたり良好に稼働させ、品質管理され

た観測データを収集するために、適切に機材の運用維持管理を実施できる VNMHA 職員 

3） 波浪観測レーダーにより観測された波浪データ及びそこから作成される各種波浪観測プ

ロダクトの品質管理を実施できる VNMHA 職員 
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4） 波浪観測レーダーにより観測された波浪データ及びそこから作成される各種波浪観測プ

ロダクトを、提供相手や公開内容を適切に制御して、安全に情報提供・公開を実施できる

VNMHA 職員 

 

（2） ソフトコンポーネントの目標 

無償資金協力にて整備される波浪観測レーダーシステム、波浪観測データ処理システム、波浪

観測データ表示システム、観測状態監視システム、プロダクトデータ表示システム及び海洋気象

情報公開システムの確実な運用を VNMHA が自律的に実施できるようになることをソフトコンポー

ネントの目標とする。 

 

（3） ソフトコンポーネントの成果 

ソフトコンポーネントの成果は下表の通りである。 

表 3-44 ソフトコンポーネントの成果及び達成度の確認方法 

No. 成果 成果指標 成果達成度の確認方法 

1 

VNMHA 職員が波浪観測レ

ーダーシステムを適切に

保守する。 

機器、コンピュータ、ソフト

ウェアメーカーの保守マニュ

アル及び本ソフトコンポーネ

ントで作成する保守マニュア

ル要約と保守管理台帳に沿っ

て、波浪観測レーダーシステ

ムの点検、調整、故障探求、

軽微な故障修理を実施できる

技術を習得する。 

観察及び聞き取りによる、以下の 5項

目の習熟度の確認 

1)測定器類を用いた定期保守点検 

2)予備品の実機への組入れ、組入れ後

の動作及び観測状況確認 

3)軽微な故障の探求・処置・復旧・動

作確認作業 

4)重大な故障発生時の対応 

5)保守管理台帳の記載内容 

2 

VNMHA 職員が波浪観測レ

ーダーシステムを円滑に

運用する。 

機器、コンピュータ、ソフト

ウェアメーカーの運用マニュ

アル及び本ソフトコンポーネ

ントで作成する運用マニュア

ル要約と運用管理台帳に基づ

き、波浪観測レーダーシステ

ムの運用を実施するための実

践的な技術を習得する。 

運用マニュアル要約の利用頻度、波浪

観測レーダーシステムの運用状況、運

用管理台帳の記載内容及び聞き取り

による確認 

3 

VNMHA 職員が波浪観測レ

ーダーの観測データの品

質管理を適切に実施する。 

波浪観測レーダーの観測デー

タの品質管理を実施するため

の技術を習得する。 

観測データの品質管理の習得度合い

を確認する小テストの実施 

4 

VNMHA 職員が波浪観測レ

ーダーの観測結果を適切

に利用する。 

波浪観測レーダーによる波浪

観測のデータ及びプロダクト

から注視すべき海洋気象現象

の把握及び予警報・沿岸防災

業務への利活用 

1)運用情報による波浪観測実施の確

認 

2)表示装置の適切な操作手順による

注視すべき海洋気象現象の抽出に関

する小テストの実施 

5 

VNMHA 職員が波浪観測レ

ーダーの観測結果の提

供・公開方法を習得する。 

波浪観測レーダーの観測デー

タ・プロダクトを関係機関に

提供及び一般公開する技術を

習得する。 

1)海洋気象情報公開システムの運用

状況の確認 

2)VNMHAの Webサイトなどでの観測デ

ータ・プロダクトの公開状況を確認 
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上述のソフトコンポーネントの 5 つの成果を達成することにより、次表に示す各効果が見込ま

れ、本プロジェクトの目標達成にも貢献するものと考えている。 

表 3-45 ソフトコンポーネントにおいて実施することによる効果 

No. 成果 ソフトコンポーネントにおいて実施することによる効果 

1 

VNMHA 職員が波浪観測レー

ダーシステムを適切に保

守する。 

VNMHA 職員が波浪観測レーダーシステムのメンテナンス方法を習得

し、定められた手順での定期点検の実施・記録を含めた適切な維持管

理を実施することにより、我が国の無償資金協力により整備される波

浪観測レーダーシステムが長期にわたり良好に稼働する。 2 

VNMHA 職員が波浪観測レー

ダーシステムを円滑に運

用する。 

3 

VNMHA 職員が波浪観測レー

ダーの観測データの品質

管理を適切に実施する。 

観測データの品質管理方法を習得し継続的に実施するよう習慣付け

ることで、観測データの品質が精度の高い予警報に重要であること、

並びに整備機材の正しい保守点検が観測データ品質に影響を及ぼす

ことへの理解を促進し、観測データの精度低下や欠測などより波浪観

測レーダーの不具合を探知して、早期対応が可能となる技術を習得す

る。 

4 

VNMHA 職員が波浪観測レー

ダーの観測結果を適切に

利用する。 

波浪観測レーダーシステムの観測データからの海洋気象現象の適切

な解析手法を研修により習得し、災害情報及びそれに基づき作成され

た予警報の、国民への安定的且つ持続的な提供が可能となる。 

5 

VNMHA 職員が波浪観測レー

ダーの観測結果の提供・公

開方法を習得する。 

波浪観測レーダーの観測データ、並びに観測データに基づき作成され

た各種波浪観測プロダクトを VNMHA の Web サイトを通じて、一般向け

あるいは関係機関向けに公開し、データの利活用促進を図る。 

 

 

（4） 成果達成度の確認方法 

ソフトコンポーネントの成果達成度の確認方法は「表 3-44 ソフトコンポーネントの成果及び

達成度の確認方法」に示した通りである。 

 

（5） ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

ソフトコンポーネントの活動（投入計画）は以下の通りである。表 3-46 に各活動の内容、必要

とされる技術・業種、技術レベルを、表 3-47 に各活動の実施方法、成果品及び実施リソースを、

表 3-48 に各活動のターゲットグループを記載した。 

活動 1 は、本プロジェクトにて整備された波浪観測レーダーシステムの保守点検及び障害対応

の技術指導であり、波浪レーダー観測システムの重大故障時に迅速な対応を求められる水文気象

観測センター職員を主なターゲットとし、国家水文気象予報センター職員も含める計画とした。

活動 2 は波浪観測レーダーシステムの日常的な運用方法の指導であり、各海洋気象観測所の職員

を主な対象とし、水文気象観測センター職員も含める計画とした。活動 1 及び活動 2 は、整備済

みの波浪観測レーダーシステムを使用することから、ハノイ及びホーチミン市からのアクセスを

考慮の上プロジェクトサイトを 3箇所選択し、現地にて実施する予定である。 

活動 3 は波浪観測データの品質管理を主眼とし、波浪観測レーダーの観測結果と波浪モデルと
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の比較、検証の技術指導を、国家水文気象予報センター職員を対象に VNMHA ハノイ本局にて実施

する計画とした。 

活動 4 は波浪観測データ及び各種波浪観測プロダクトの予警報業務並びに防災への利活用につ

いて、これらの業務を実施する国家水文気象予報センター職員を対象に VNMHA ハノイ本局にて実

施する計画とした。 

活動 5 では品質管理された波浪観測データ及び各種波浪観測プロダクトを VNMHA 以外の組織や

国民に提供出来るよう、Web サーバでの公開設定を行い、データの種類や公開範囲の限定などの

管理方法をハノイ本局の水文気象データ・情報センター職員（IT 技術者）向けに指導する。また、

公開する情報の内容及び範囲に責任を有する国家水文気象予報センター職員も本活動に含める計

画とした。 

表3-46 ソフトコンポーネントの活動内容 

成果 

No. 
活動 活動内容 

必要とされる 

技術・業種 
現状の技術水準 達成すべき技術水準 

1 活動 1 

波浪観測レーダーシ

ステムの点検、調整、

軽微な故障の探究・処

置・復旧、重大な故障

発生時の対応 

波浪観測レーダーシス

テムの調整・軽微な故障

の探求技術を有する職員

（電気・電子技術者） 

目視での波浪観測の経験

のみ有する 

波浪観測レーダーシス

テムの点検・調整・故障

探求・処置・復旧ができ

る技術を有する 

2 活動 2 

波浪観測レーダーシ

ステム運用マニュア

ル要約及び波浪観測

レーダーシステム運

用管理台帳の作成と

運用 

波浪観測レーダーシス

テムの運用・管理技術を

有する職員（観測官） 

目視での波浪観測の経験

のみ有する 

波浪観測レーダーシス

テム運用マニュアル要

約及び運用管理台帳に

沿った運用・管理技術を

有する。 

3 活動 3 

波浪観測データの品質

管理と波浪モデルの検

証 

波浪観測データ及び波浪

モデルの品質管理が出来

る職員（予報官） 

波浪モデルの運用経験 

波浪観測データ及び波

浪モデルの品質管理を

実施する技術を有す

る。 

4 活動 4 

波浪観測プロダクト

の予報・防災業務への

利活用 

波浪観測データより注意

を要する現象を読み取り

予報業務へ活用できる職

員（予報官） 

目視での波浪観測に基づ

いた予報業務経験 

波浪観測レーダープロ

ダクトを理解し、予

報・防災業務への適切

な利用技術を有する。 

5 活動 5 

Web サイトによる公開

や他システムとの連

携のための観測デー

タの取扱 

VNMHA における波浪観測

データのデータフローを

理解しており、観測デー

タのフォーマット変換、

Web サイトでの公開など

の技術を有する職員（IT

技術者） 

目視での波浪観測からの

観測データの処理と Web

サイトでの公開経験 

・表示装置からの観測

データの取得ができ

る。 

・観測データのフォー

マットを理解し、変換

技術を有する。 

・VNMHA の Web サイトで

の観測データ公開及び

継続的な運用ができる

技術を有する。 
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表3-47 ソフトコンポーネントの実施内容 

活動 実施方法 成果品 実施リソース 

活動 1 

波浪観測レーダーシステム

保守マニュアル要約の作成 

波浪観測レーダーシステム保

守マニュアル要約 

海洋気象観測機器調整・故障

探求技術担当コンサルタン

ト：1.03 人月（現地技術移

転期間：31 日間） 

直接支援型 

測定器類を用いた定期保守

点検研修 

納入された予備品の実機へ

の組入れ研修 

故障状態を想定した故障探

求・処置・復旧確認研修 

重大な故障発生時の対応研修 

活動 2 

メーカーの波浪観測レーダー

システムマニュアルから運用

に必要となる部分の抽出 
波浪観測レーダーシステム

運用マニュアル要約 

海洋気象観測機器運用・管理

技術担当コンサルタント：1.6

人月（現地技術移転期間：

48 日） 

直接支援型 

波浪観測レーダーシステム

運用マニュアル要約の作成 

波浪観測レーダーシステム

運用管理台帳の作成 

波浪観測レーダーシステム

運用管理台帳 

波浪観測レーダーシステム

運用マニュアル要約に則っ

た VNMHA 職員による運用業

務の実施及び運用管理台帳

への記録 

活動 3 

 

波浪観測データの品質管理 波浪観測データ品質管理の

研修資料 

海洋気象観測データ品質管理

担当コンサルタント：0.37人

月（現地技術移転期間：11

日） 

直接支援型 

波浪観測プロダクトを利用

した、波浪モデルの検証方

法の研修 

波浪モデルの検証方法の研

修資料 

活動 4 

波浪観測プロダクトの予報

業務への利活用研修 

波浪観測プロダクト利活用

研修資料 

海洋気象観測プロダクト利活

用技術担当コンサルタント：

0.57 人月（現地技術移転期

間：17 日） 

直接支援型 

波浪観測プロダクトのベト

ナム沿岸防災への利活用研

修 

波浪観測データのベトナム

沿岸防災への活用方法の研

修資料 

活動 5 

波 浪 観 測 プ ロ ダ ク ト の

VNMHA Web サイトでの公開

及び運用研修 

波浪観測プロダクトの

VNMHA Web サイトでの公

開・運用手順書 

海洋気象観測データ公開技術

担当コンサルタント：0.33人

月（現地技術移転期間：10

日） 

直接支援型 

 

表 3-48 ターゲットグループ 

活動 

VNMHA 本局 

国家水文気象予

報センター職員 

VNMHA 本局 

水文気象観測セ

ンター職員 

既設海洋気象観

測所職員 

VNMHA 本局 

水文気象データ・

情報センター職員 

活動 1 3 5   

活動 2  3 12  

活動 3 5    

活動4 10    

活動5 3   5 
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（6） ソフトコンポーネントの成果品 

ソフトコンポーネントの成果品は以下の通りである。 

表 3-49 ソフトコンポーネントの成果品（アウトプット） 

資料名 内容 提出時期 ページ数 

波浪観測レーダーシステ

ム保守マニュアル要約 

 波浪観測レーダーシステム概要 

 定期保守点検手順 

 予備品の実機への組入れ手順と組入れ後の動作確

認手順 

 故障の探求・処置・復旧確認作業実施手順 

 重大な故障発生時の対応手順 

技術移転 

実施後 

15 

波浪観測レーダーシステ

ム保守管理台帳 

 障害の発生日時 

 障害の原因（異音、部分的な劣化、その他） 

 実施した復旧手順 

 交換した部品の名称及び数量 

 復旧/障害対応を行った職員氏名 

2 

波浪観測レーダーシステ

ム運用マニュアル要約 

 波浪観測レーダーシステム概要 

 波浪観測レーダーシステムの起動、停止、再起動手順 

 観測官による日常点検手順 

 異常発見時の対応手順 

10 

波浪観測レーダーシステ

ム運用管理台帳 

 運用・日常点検・清掃の実施日時 

 点検項目ごとの結果記録 

 発電機の燃料充填記録 

 運用・日常点検・清掃を実施した職員氏名 

2 

波浪観測プロダクト利活

用研修資料 

 特に重要な波浪観測プロダクトの説明及び予報業

務への活用方法 

 VNMHA の予警報業務に適切な警報閾値などのパラ

メーターの設定方法 

10 

波浪観測データのベトナ

ム沿岸防災への活用方法

の研修資料 

 日本における波浪観測データを活用した防災事例 

 波浪観測データの VNMHA 業務への活用策 10 

波浪観測データ品質管理

の研修資料 

 波浪観測データ品質管理に必要な基礎的な統計手法 

 異常値の検出及び除去手順 
10 

波浪モデルの検証方法の

研修資料 

 波浪モデルの検証概要 

 波浪モデルと観測データのパラメーター対応 

 波浪モデルの検証の自動化手順 

10 

波浪観測プロダクトの

VNMHA Web サイトでの公

開・運用手順書 

 波浪観測データのフォーマット及び変換手順 

 波浪観測データの提供手順 

 フォルダ構成及び公開用スクリプトの解説 

 構成ファイルの解説 

 保守と障害対応手順 

15 

ソフトコンポーネント完

了報告書 

 活動計画と実績 

 計画した成果と成果の達成度 

 成果の達成度に影響を与えた要因 

 効果の持続・発展のための今後の課題・提言など 

 成果品一式 

ソフトコ

ンポーネ

ント実施

完了時 

50 
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３－２－４－９ 実施工程 

 

表 3-50 実施工程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－２－５ 安全対策計画 

 

各プロジェクト対象地における治安状況は良好である。一方、各波浪観測レーダー設置対象地

における地質調査の安全性を確保するため、地質調査実施前に、VNMHA の責任と負担において、

ベトナム戦争時に投下された不発弾の探査調査をベトナム軍に依頼する必要がある。不発弾探査

調査及び地質調査については、無償資金協力に関する交換公文締結後、VNMHA が事業実施のため

の予算を獲得した後の詳細設計期間中に実施する予定である。 

 

３－３  相手国側負担事業の概要 

 

日本国の無償資金援助による本プロジェクトの実施にあたり、ベトナム政府に要求される負担

範囲は次の通りである。 

 

 

波浪観測レーダー較正

入札図書作成

ベトナム側による不発弾探査調査

現地調査(価格調査）

機材据付／調整

ソフトコンポーネント

3129 38

初期操作・維持管理研修

機材各種テスト・検査

363314 16 35 3937342815 3017 18 32

9 101 2 3 4 5 8 126 7

最終検査・引渡

機材付帯施設建設工事・機材調達・据付工事

2012 13

1311 14 15

ベトナム側必要手続及び許認可取得

24 25 26 271 2 19

機材輸送

機材付帯施設建設工事

7 223 6 8

機材製作

2311

入札業務

2194 5 10

実施設計

地質（ボーリング）調査

詳細設計・積算

活動3

波浪観測ブイ設置・回収及び較正作業

活動5

活動4

活動2

活動1

計：15.0ヶ月

計：26.0ヶ月

月

月
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表3-51 プロジェクトの入札前、実施前、期間中及び完了後の本プロジェクト実施に必要となる負担業務 

No. 項目 

 入札前 

1 銀行口座の開設（銀行取極め） 

2 
本プロジェクト実施期間中、コンサルタントと請負業者に必要なインターネット接続可能な VNMHA ハ

ノイ本局内の作業スペースの提供 

3 

プロジェクト実施に必要となる全ての手続きの実施（無線周波数の取得、通信機材の使用許可、機材

付帯施設建設に必要となる許可取得、波浪観測ブイ設置に必要となる許可取得）及びそれらに係る全

ての費用（申請手数料、申請書作成など）の支払い 

4 ベトナムで必要な環境影響評価手続き 

5 
プロジェクト実施前までに全ての本プロジェクトの計画サイトにおける不発弾調査と処理の実施及び

地質調査実施の許可取得 

 一般事項 

6 ベトナムで必要な制度上、法律上の手続き全般 

7 

本プロジェクトにおいて輸入される資機材に対する輸入許可、免税手続き及び陸揚げ港での通関手続きに必要

な書類の通関業者/輸送業者（請負業者により雇用された）に対する提供並びにプロジェクト実施期間中及び瑕

疵期間中に不具合が発生した機材及び/又は予備品をメーカーの工場にて修理/交換/再輸入するための手続き 

8 
本プロジェクト実施に関与する全ての人員のビザ発給の保証（期間延長を含む）並びにベトナム国内

の移動とプロジェクトサイトでの作業の実施及び滞在に必要となる手続きなど 

9 
契約に基づいた製品やサービスの供給に関連した、日本及び諸外国の国籍を有する、本プロジェクト

実施に関与する人員に対して、被援助国で課される関税、内国税、その他の課税の免除 

10 コンサルタント及び請負業者の支払授権書発行及び支払授権書修正のための銀行手数料の支払い 

11 本プロジェクト実施に必要な、日本の無償資金が負担する項目以外の全ての費用負担 

 安全対策項目 

12 
安全に係る最大限の対応と、本プロジェクト実施前及び実施期間中の各サイトにおける日本及び諸外

国の国籍を有する、本プロジェクト実施に関与する人員の安全確保 

 機材付帯施設建設 

13 
建設工事前までに、全ての土地の収用、アクセス道路の整備、盛土・転圧・整地及び建設工事の阻害

となる既存施設の移動／撤去（必要となる場合に限る） 

14 作業場、建築資材倉庫などの仮設施設整備のため、各計画サイトにおけるスペースの無償提供 

15 敷地内外の外部照明などの屋外施設の整備（必要となる場合に限る） 

 機材の設置作業 

16 設置作業中に必要となる資材、工具及び機材の仮設保管場所の無償提供 

17 
VNMHA ハノイ本局及び全ての計画サイトにおいて、海洋気象観測データを送信するために必要となる信

頼性が高く且つ高速なインターネット環境の提供（SIM カードの調達を含む） 

18 
供給される機材（PC 端末及び周辺機器）への IP アドレスの提供及びネットワークを構築するために必

要な既存機器の設定（ルーターの設定など） 

19 
供給される機材を設置するため、VNMHA ハノイ本局、本プロジェクト対象の VNMHA 海洋気象観測所及び

各計画サイトでの必要スペースの確保 

20 適切な研修受講職員の配置及び派遣費用全額負担（日当、交通費、宿泊費など） 

 本プロジェクト完了後 

21 
機材の円滑な運用・維持管理に必要な職員（確固たる技術と機材運用・維持管理に関する豊富な経験

を有する責任者を含む）の配置 

22 
機材の円滑な運用・維持管理に必要な予備部品や消耗品の調達及び VNMHA が希望するのであれば、機

材メーカーとの維持管理契約の締結 

23 
本プロジェクトの機材付帯施設と機材が長期にわたり効率的に機能するための適切な運用・維持管理

と効果的利活用 

24 円滑な海洋気象観測、海洋気象観測データの送受信及び予警報業務に必要な予算と人員の確保 

25 全てのオペレーティングシステム/アンチウィルス/アプリケーションソフトウェアの定期的なアップデート 

26 
観測データとプロダクトの保管の実施及びそれに伴い必要となる適切な数と容量を有するハードディ

スク、ソリッドステートディスクなどの調達 
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３－４  プロジェクトの運営・維持管理計画 

 

（1） 機材の運営維持管理計画 

1) 波浪観測レーダーシステムの運用計画 

VNMHA は、本プロジェクト完了後の波浪観測レーダーシステムの運用を 24 時間無停止で行う計

画である。 

 

2) 機材運用維持管理計画 

機材運用維持管理を適切に実施するため、以下の項目を行うことが重要である。また将来的に

は、VNMHA が波浪観測レーダーメーカーと維持管理契約を結ぶことも 1 つのオプションである。 

‧  スタッフへの技術訓練 

‧  問題・故障への対応方法の確立 

‧  部品及び消耗品の交換修理記録の徹底 

‧  定期的な部品交換、オーバーホール及び較正の実施 

‧  運用・管理体制の整備 

‧  技術的・財政的自立発展性の確保 

 

（2） 機材棟の運用維持管理計画 

VMHHA による機材付帯施設の運用維持管理においては、①日常の清掃の実施、②磨耗・破損・

老朽化に対する修繕、③安全性と防犯を目的とする警備、の 3 点が中心となる。日常の清掃の

励行は、施設利用者である職員の勤務態度に好影響を与え、施設・機材の取り扱いも丁寧にな

る。また、破損・故障の早期発見と初期修繕につながり、機材の性能をより長く維持するため

にも重要である。 

一般的な施設定期点検項目は、以下の通りである。 

表 3-52 施設定期点検項目 

 各部の点検内容 点検回数 

外部 
・外壁の補修・塗り替え 補修 1回/5 年、塗り替え 1 回/15 年 

・屋根の点検、補修 点検 1回/年、補修随時 

内部 

・内装の変更 随時 

・間仕切り壁の補修・塗り替え 随時 

・建具の締まり具合調整 1 回/年、その他随時 

 

空調設備については、故障の修理や部品交換などの補修に至る前に、日常の「予防的メンテナ

ンス」が重要である。設備機器の寿命は、正常操作と日常的な点検・調整・清掃などにより、確
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実に伸びるものである。これらの日常点検により故障の発生を未然に予防することができる。

定期点検では、メンテナンスマニュアルに従って、消耗部品の交換やフィルターの洗浄を行

う。 

更にメンテナンス要員による日常的な保守点検を励行するなどの維持管理体制作りが肝要で

ある。主要機器の一般的耐用年数については次の通りである。 

表 3-53 設備機器の耐用年数 
設備 設備機器の種別 耐用年数 

電気設備 
・配電盤 

・LED 灯(ランプ) 

20 年～30 年 

30,000 時間～50,000 時間 

空調設備 
・配管類 

・空調機 

15 年 

10 年 

 

 

３－５  プロジェクトの概略事業費 

 

３－５－１ 協力対象事業の概略事業費 

 

先に述べた日本国とベトナムとの負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記 3)に示す積算条件

によれば、以下のように見積もられる。ただし、この額は交換公文上の供与限度額を示すもので

はない。 

 

(1） 日本国側負担経費 

 

 

施⼯・調達業者契約認証まで⾮公表 

 

 

 

 

 

(2） ベトナム側負担経費 

概算総ベトナム側負担初度経費：28,848 百万ベトナムドン（約 167 百万円） 

 

VNMHA による経費負担の実績と合意に従い、本プロジェクト実施に必要な初度経費を次のよう

に算出した。 



 
 

3-65 

表3-54 プロジェクトの実施のためのベトナム側初度経費 

No. 項目 初度経費（百万 VND) 

1 
プロジェクト実施に必要となる手続き（周波数の取得、機材付帯施設建設に

必要となる許可取得）に係る全ての費用（申請手数料、申請書作成など）の支払い 
20 

2 
提案されたプロジェクトサイトの環境影響評価（EIA）/初期環境評価（IEE）

の承認の取得 
160 

3 提案されたプロジェクトサイトの爆弾探査の実施 680 

4 プロジェクト実施の妨げとなる既存施設の解体 620 

5 
提案されたサイト（VNMHA 海洋気象観測所）へのアクセス道路を確保するた

めの土地の確保及び盛土・転圧・整地 
480 

6 銀行口座の開設（銀行取極め） 210 

7 
コンサルタント及び請負業者の支払授権書発行及び支払授権書修正（要請に

応じて）のための銀行手数料の支払い 
600 

8 

日本の援助資金を使用せずに製品やサービスを購入する場合に課せられる

可能性がある、関税、内国税及びその他の税金（法人所得税、個人所得税及

び付加価値税など）の負担 

25,000 

9 機材付帯施設建設に必要となる関係機関からの許可取得 24 

10 

VNMHA ハノイ本局及び全ての計画サイトにおいて、海洋気象観測データを送

信するために必要となる VPN（Virtual Private Network）構築のための信

頼性が高く且つ高速なインターネット環境（グローバルの固定 IP アドレス）

の提供（グローバルの固定 IP アドレス） 

14 

11 適切な研修受講職員配置及び派遣費用負担（日当、交通費、宿泊費など） 240 

12 プロジェクト実施予備費 800 

 

(3） 積算条件 

1） 積算時点 ：2022 年 7 月 

2） 為替交換レート ：1 US ドル ＝130.72 円 

 ：1 VND ＝0.0057926 円 

3） 実施設計及び工事の期間 ：業務実施工程表に示した通りである。 

4） その他 ：本プロジェクトは、日本国政府の無償資金協力の制

度に従い、実施されるものとする。 

 

３－５－２ 運営・維持管理費 

 

（1） 本プロジェクト完成後に発生するベトナム側の運用維持管理費 

プロジェクト完成後の 5 年目と 10 年目の運用維持管理費を、インフレーションを年 5%と推定

して、算出した。運用維持管理費は、以下に列記した状況下における概算である。 

‧  VNMHA 独自による運用維持管理の実施 

‧  運用マニュアルに従い適切な運用の実施 

‧  マニュアルに従い定期的且つ適切な維持管理の実施 



 
 

3-66 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 予算の推移の傾向と本プロジェクトの運用維持管理費 

試算した上述のプロジェクト完成後 1 年目の運用維持管理費は、2021 年の海洋気象業務関連予

算の 4.5%であり、大きなインパクトではないと推定されること、更に、VNMHA は、準備調査団に

対して、必要な予算を手当てする旨を確約していることから、運用維持管理費は、予算より問題

なく支払われるものと判断した。 

表 3-56 VNMHA の年間予算推移 

年度 
海洋気象業務関連予算

(1,000VND) 

プロジェクト完成

後1年目の運用維持

管理費 

(1,000VND) 

割合 

2021 12,034,411 543,000 4.5% 

2020 11,573,335   

2019 11,513,369   

2018 10,866,469   

2017 10,100,650   

2016 9,649,650   

2015 9,776,485   

2014 9,574,598   

2013 9,840,962   

2012 9,015,791   

 

表3-55 ベトナム側の年間運用維持管理費 

No. 項 目 金額（1,000VND) 

1 観測データ伝送のための通信費 31,000 

2 ディーゼルエンジン発電機用燃料費 50,000 

3 出張維持管理旅費（3 日間/年/サイト） 42,000 

4 スペアパーツ購入費 420,000 

  合計金額            1 年目 543,000 

 5 年目 660,020 

 10 年目 842,371 
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第４章 プロジェクトの評価 

 

４－１  事業実施のための前提条件 

 

プロジェクトを実施する上で概算事業費の積算上想定したベトナム側が免税すべき項目は、以

下の通りである。 

本プロジェクトにおいて調達予定の機材は、日本製又は OECD 加盟国製を計画しているため、輸

入品免税の手続きが必要となる。 

 

＜輸入免税手続き＞ 

ベトナムで輸入免税手続を行う場合には、下表に示す 2 段階の手続きを行う必要がある。輸入

資機材の免税手続き（輸入承認書の取得）及び輸入許可の取得には最短で約 1 ヶ月間を要するこ

とから、可能な限り早い段階で手続きを開始することが重要である。 

表 4-1 免税に関する必要手続き 
必要手続き 許可申請先 必要期間 必要書類 申請者 

輸入資機材の

免税手続き（輸

入承認書の取

得） 

税関（BOC） 出港後：10 日 

船積み書類： 

・船積み送り状：コピー1部 

・船荷証券：コピー1部 

・パッキングリスト：コピー1部 

プロジェクト実施同意書（天然資源環境省）：コピ

ー1部 

輸入税免税の登録要請レター：オリジナル 1部 

交換公文：コピー1部 

契約書：コピー1部 

マスターリスト：コピー1部 

プロジェクト書類（本報告書概要）：コピー1部 

天然資源環境省 

ベトナム気象水

文総局（VNMHA） 

輸入許可 税関（BOC） 
出港後：10～15 日 

入港後：5日 

輸入承認書（税関）：オリジナル 1部 

船積み書類：  

・船積み送り状：オリジナル 1部 

・船荷証券：オリジナル 1 部 

・パッキングリスト：オリジナル 1部 

マスターリスト：オリジナル 2部、コピー1部 

 

＜プロジェクト実施のための必要な各種手続き＞  

プロジェクト実施のために、ベトナムで必要な各種手続きを次表に示す。 
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表 4-2 プロジェクト実施のための VNMHA による各種必要手続きの詳細 

必要手続き 申請先 必要期間 必要書類 申請者 

機材付帯施設

高さ制限許可 

国防省（建設省

及び運輸省） 

約 90 日間（祝祭日

を含まず） 

1. 投資者の住所、氏名と建設許可を出し

た建設局の名、住所、担当者名（電話

及び Fax 番号）か記載されたもの 

2. VN-2000又はWGS-84システムに沿った 

建設候補地の住所、敷地面積、地形状

況を示すもの及び候補地の海抜高さ 

3. 建設される施設の高さを示すもの 

4. 実施スケジュール 

5. 建設候補地を示す地図 

 

周波数使用許

可（波浪観測

レーダーシス

テム用） 

周波数委員会及

び通信・情報省 

周波数委員会 

申請書が受領され

た後、約90日間（祝

祭日を含まず） 

1. 申請書 

2. 指示書 No. 24/2010/TT-BTTTT にある周

波数及び機材使用許可申請書 

3. 通信法により必要とされている通信網

構築のための許可書のコピー 

天然資源環境省 

ベトナム気象

水文総局

（VNMHA） 

機材付帯施設

建設許可 
建設局 

申請書が受領され

た後、約90日間（祝

祭日を含まず） 

1. 交換公文及び概要説明書のコピー：4セ

ット 

2. 敷地登記簿謄本：6セット 

3. VN-2000又はWGS-84システムに沿った

敷地配置図及び公証役場により認証さ

れている候補地の海抜高さ：6セット 

4. 建築及び構造図面及び技術仕様書：3セ

ット 

5. 地盤調査報告書：4セット（オリジナル） 

6. 詳細計画及び第三者評価書：4セット 

7. 建設工程表：4セット（オリジナル） 

8. 申請依頼書：1セット（オリジナル） 

 

 

＜付加価値税の還付＞ 

ベトナム政令 114 号（No.114/2021/ND-CP）によれば、プロジェクトに課せられる税金に関して

は、既設の税金に関するベトナム既設法令及びベトナム政府が調印した条約に準拠する必要があ

るが、ベトナム既設法令と条約で内容が異なる場合においては、条約を優先する旨が謳われてい

る。日本国籍の請負業者による、プロジェクト実施に必要な現地調達をする施設建設工事、機材

据付工事の材料や雇用の支払いに課せられる付加価値税は免税とはならず、必要手続きを行うこ

とにより、請負業者に対して付加価値税が還付される。 

日本国籍の請負業者が、ベトナムの税金登録番号を有している場合は、VNMHA が手続きの支援

を行うことにより、ベトナム税務署から請負業者へ付加価値税が還付される。ベトナムの税金登

録番号を有していない請負業者の場合は、VNMHA が新たにベトナムの税金登録番号を請負業者の

ために取得して、この税金登録番号を介して、ベトナム税務署から付加価値税が VNMHA へ還付さ

れ、その後、VNMHA が請負業者に対してベトナム税務署から受領した還付金が支払われることと

なる。 

しかしながら、調査時点では、ベトナム税務署からの明確な手続きに関する規定が示されない
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ことから、プロジェクト実施開始時にベトナム税務署に対して確認が必要となる。 

 

＜法人税（Corporate Income Tax：CIT）＞ 

「日越二重課税防止協定」第 7 条において、ベトナムで活動する本邦企業が、同協定第 5 条で

定義されている恒久的施設を有する場合は、法人税が課税されると規定されている。しかしなが

ら、2020 年末までに署名された無償資金協力プロジェクトに従事するベトナム国以外の企業に対

する法人税の納税に関しては、ベトナム側でカウンターパートファンドを用意して納税する旨が

決定されたが、ベトナム国財政省は「無償資金協力プロジェクトに従事する企業の法人税の免税

は、ベトナム国現行法では対応が困難」との見解を示したことから、2021 年 11 月のベトナム国

首相訪日時の日本側からの申入れを踏まえ、現在、ベトナム政府内で対応を検討中である（2022

年 7 月時点）。 

 

＜個人所得税 (Personal Income Tax)＞ 

日本人に対する個人所得税は、基本的に免税されるが、課税あるいは非課税となる基本的判断

基準は以下の通りとされている。 

課税される当事者が「居住者」であるか、「非居住者」であるかが、課税、非課税の判断基準と

されており、初回入国日から起算して 183 日を越えた場合は居住者とみなされる。但し、183 日

を越えないが、連続する 12 ヶ月間において 183 日を越えた場合は、居住者とみなされる場合があ

る。上記の双方に該当しないものの、183 日以上の住宅賃貸契約がある場合において居住者とみ

なされる場合がある。 

 

 

４－２ プロジェクト全体計画達成のために必要な VNMHA による投入（負担）事項 

 

(1) 人的資源開発 

1) 継続的に次世代を担う人材を雇用する。 

2) 研修と人的資源開発計画を通じて、より優れた人材の育成を行う。 

 

(2) 沿岸災害の予防と管理 

1) 国民への波浪や高潮に関する警報やその他の情報の普及を確実に行うため、発表は複数

のルートより、重複して行う。 

2) 効果的な沿岸災害防止及び管理のため、防災管理機関及びマスメディアと連携し、国民

に継続的な防災啓発活動を行う。 



 
 

4-4 

 

(3) プロジェクトにおいて調達された機材及び建設された機材付帯施設の長期運用 

1) システム運用維持管理に必要な予算を確保し、プロジェクトで供給された全ての海洋気

象観測関連機材及び機材付帯施設設備機器の交換部品、消耗品の調達を行う。 

2) 盗難や破損から、機材と機材付帯施設設備機器を保護する。 

3) 定期的に機材や機材付帯施設の塗装及びコーキング充填を行う。 

 

 

４－３  外部条件 

 

(1) ベトナム政府の温暖化対策、沿岸災害対策及び VNMHA の業務に対する政策の変更がない。 

(2) マスメディア（TV、ラジオ、新聞）や政府防災管理機関との協力体制が維持される。 

(3) 本案件におけるソフトコンポーネントや現地研修を受けた VNMHA 職員が勤務を継続する。 

 

 

４－４  プロジェクトの評価 

 

４－４－１ 妥当性 

 

(1) ベトナムの開発計画 

ベトナムの気象水文業務の強化と近代化は、気象・海象現象による負の影響を緩和し、人々の

安全な営みを確保するための喫緊の課題であり、また国の持続可能な開発に大きく貢献するもの

との考えから、ベトナムの長期国家開発方針である「ベトナム社会経済開発戦略 2011-2020」で

言及されている政府目標の達成に貢献するために、VNMHA は、海洋気象観測の拡充計画を策定し、

日本政府に計画実現のための無償資金協力を要請した。 

ベトナム社会経済開発戦略の 4.6.の「調和と持続的な地域の開発と新しい都市と農村地域の構

築」では、気候変動、特に持続的な開発を確保するため、海面上昇の問題に対処することに加え、

4.11.の「環境の改善と保護及び気候変動に対する積極的且つ効果的な対応」では、自然災害に対

する予防的解決策を効果的に実施するための効果の研究、予測及び評価に関する業務と、気候変

動、特に海面上昇に対処するための国家目標プログラムを促進して、国際社会からの支援を活用

するために国際協力を強化する旨が盛り込まれている。 

 

(2) 我が国の援助政策・方針 

日本とベトナム両国首脳が日越関係を「アジアにおける平和と繁栄のための広範な戦略的パー
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トナーシップ」に発展させることに 2014 年 3 月に合意するなど、両国の関係は着実に発展と深化

を続けている。またベトナムは「社会経済開発 10 か年戦略（2011-2020）」において、制度整備、

人材育成、インフラ開発を重点分野と位置づけている。同国の勤勉な国民性、豊富な労働力及び

資源・エネルギーに加え､政治的安定性や治安の良さも相まって、多くの日系企業がベトナムに進

出しており、ベトナムは我が国にとって、経済活動の重要なパートナーである。我が国が、ベト

ナムを積極的に支援していくことは、同国の持続的経済成長を下支えし、2 国間関係の更なる強

化につながるとともに、ASEAN・メコン地域における連結性の強化や経済発展にも資するものであ

り、「自由で開かれたインド太平洋戦略」の推進にも貢献する。我が国の 2017 年 12 月のベトナム

に対する開発協力方針では、我が国の ODA の基本方針（大目標）として、ベトナムの社会経済開

発戦略・計画を踏まえ、ベトナムの国際競争力の強化を通じた持続的成長、ベトナムの抱える脆

弱な側面の克服及び公正な社会・国づくりを包括的に支援するとしている。また上述の大目標の

達成に向けて、我が国は下記の 3つを支援の重点分野（中目標）としている。 

1. 成長と競争力強化 

2. 脆弱性への対応 

3. ガバナンス強化 

この内、「2．脆弱性への対応」の中で、「成長の負の側面に対処すべく、急速な都市化・工業化

に伴い顕在化している環境問題（都市環境、自然環境）、災害・気候変動などの脅威への対応を支

援する」旨が目標とされていることから、本プロジェクトによりベトナムの海洋気象観測体制が

強化され、沿岸災害に対するベトナム全体の防災能力が向上することは、我が国の援助方針に合

致している。 

 

４－４－２ 有効性 

 

（1）定量的効果 

表 4-3 成果指標案 

指標名 
基準値 

（2022 年） 

目標値（2028 年） 

【事業完成 3 年後】 

波浪観測の時間的観測能力の向

上 
マニュアル波浪観測時間：6時間間隔 自動波浪観測時間：10 分間隔 

海洋気象観測能力の向上 

マニュアル波浪観測項目 

合成波（波高、波向） 

自動波浪観測項目 

 有義波（波高、波向、周期） 

 第一成分波（波向、周期） 

 第二成分波（波向、周期） 

波浪観測点における目視波浪監視：6時

間間隔（波浪監視ライブカメラがない） 

波浪観測点における波浪監視ライブ

カメラによる自動監視（1 分間隔の監

視画像） 

波浪観測点における風向風速観測が実

施されていない（観測データがない） 

波浪観測点における自動風向風速観

測（10 分間隔の自動観測データ） 

災害対策関係機関などへ提供さ

れる波浪観測情報の即時性向上

と早期意思決定への裨益 

観測後、災害関係機関などへのデータ提

供が可能となるまでに要する時間：人的

操作により約 15～20 分 

観測後、災害関係機関などへのデータ提

供が可能となるまでに要する時間：自動化

により誤送信と遅延防止に貢献し約5分 
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（2）定性的効果 

1） 波浪観測レーダーの整備により、新たに観測可能となる波の周期及び波向の観測データが、

VNMHA ハノイ本局において得られることから、VNMHA の海洋気象観測業務の信頼性が向上

する。更に観測データは、沿岸部における施設設計の基礎データとなるほか、海岸侵食対

策など防災への貢献にも期待できる。 

2） 波浪観測の自動化により波浪観測データの観測頻度と信頼性が向上し、波浪モデルに基づ

く波高・波向の予報の検証などが可能となり、海洋気象予報業務の改善に資する。 

3） 波浪観測間隔の短縮及び即時性の向上により、波浪に関する警報発出までの時間短縮が可

能となり、沿岸災害による被害の軽減に資することが期待される。 

プロジェクト効果に関する慎重且つ包括的な評価において、VNMHA の能力向上は、沿岸災害に

よる人的及び経済的損失の削減に直接寄与することができるものと考えられることから、本プロ

ジェクトは、沿岸災害による負の影響の軽減に大きく貢献し、ベトナム国民を効果的に保護する

ものである。以上の内容により、本プロジェクトの効果や先方の組織能力などを総合的に検討し

た結果、本プロジェクトの妥当性は高く有効性も見込まれるため、実施する意義は極めて高いも

のと考えられる。 



 

 

 

 

資 料          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 
 

資料 1-1 

資料 １． 調査団員・氏名 

 

（１）現地調査 

氏 名 担 当 所 属・役 職 

松元 秀亮 総括 

（独）国際協力機構 

地球環境部 

防災グループ 第二チーム 課長 

松村 剛志 

業務主任者 

/海洋気象観測計画 1 

/海洋気象予測モデル 1 

株式会社 国際気象コンサルタント 

内田 善久 

副業務主任者 

/機器運用維持管理計画 

/機材計画 

株式会社 国際気象コンサルタント 

遠藤 次郎 
海洋気象観測計画 2 

/海洋気象予測モデル 2 
株式会社 アルファ水工コンサルタンツ 

瀬戸 雄太 
通信機器計画 

/ITインフラ・ネットワーク運用計画 
株式会社 ウェザーニューズ 

森 健二 
施設計画 

/自然条件調査 
株式会社 国際気象コンサルタント 

遠藤 肇秀 
調達計画 

/積算 
株式会社 国際気象コンサルタント 

 

 

（２）準備調査報告書（案）現地説明 

氏 名 担 当 所 属・役 職 

井上 啓 総括 

（独）国際協力機構 

地球環境部 

防災グループ 第二チーム 

山口 奈々 計画管理 

（独）国際協力機構 

地球環境部 

防災グループ 第二チーム 

松村 剛志 

業務主任者 

/海洋気象観測計画 1 

/海洋気象予測モデル 1 

株式会社 国際気象コンサルタント 

内田 善久 

副業務主任者 

/機器運用維持管理計画 

/機材計画 

株式会社 国際気象コンサルタント 

 



資料 ２．　調査行程

（１）現地調査

松元　秀亮 松村　剛志 内田　善久 遠藤　次郎 瀬戸　雄太 森　健二 遠藤　肇秀

総括

JICA地球環境部
防災グループ

第二チーム　課長

業務主任者
/海洋気象観測計画 1

/海洋気象予測モデル 1

副業務主任者
/機器運用維持管理計画

/機材計画

海洋気象観測計画 2
/海洋気象予測モデル 2

通信機器計画
/ITインフラ・ネットワーク運

用計画

施設計画
/自然条件調査

調達計画/積算

1 5月25日 水 東京 → ハノイ

2 5月26日 木
MONRE及びVNMHAへの表敬訪問

JICAベトナム事務所、
MONRE及びVNMHAとの協議

VNMHAとの協議、地形測量及び地
質調査のため現地業者との協議

VNMHAとの協議

3 5月27日 金
VNMHAとの協議、

 ミニッツ内容確認、
JICAベトナム事務所への説明

VNMHAとの協議、サイト調査
（VNMHA本局）、土木及び機材設

置工事材料の単価調査

VNMHAとの協議、
サイト調査 （VNMHA本局）、

現地調査準備

4 5月28日 土
ハノイ → Hon Dau 島
サイト調査（Hon Dau）
Hon Dau 島 → ハノイ

5 5月29日 日 資料収集、内部打合せ 東京 → ハノイ

6 5月30日 月
VNMHAとのミニッツ内容に関す
る協議、在ベトナム日本大使館

への説明

VNMHAとの協議、
サイト調査（VNMHA本

局）、資料収集

VNMHAとの協議、サイト調査
（VNMHA本局）、土木及び機材設

置工事材料の単価調査

資料収集、積算調査、
船会社調査、内陸輸送調査

7 5月31日 火
VNMHAとのミニッツ内容に関す

る協議、ミニッツ署名

VNMHAとの協議、
サイト調査 （VNMHA本

局）、資料収集

VNMHAとの協議、サイト調査
（VNMHA本局）、土木及び機材設

置工事材料の単価調査

土木及び機材設置工事材料の
単価調査、資料収集

8 6月1日 水
JICAベトナム事務所への報告

ハノイ →

地形調査および地質調査の手
配、土木及び機材設置工事材料

の単価調査

土木及び機材設置工事材料の
単価調査、資料収集

9 6月2日 木 →　東京

10 6月3日 金

11 6月4日 土

12 6月5日 日

13 6月6日 月

14 6月7日 火

15 6月8日 水

16 6月9日 木

17 6月10日 金

18 6月11日 土

19 6月12日 日

20 6月13日 月

21 6月14日 火

22 6月15日 水

23 6月16日 木

24 6月17日 金

25 6月18日 土

26 6月19日 日 東京 → ハノイ
ダナン → ホーチミン

→ Phu Quoc
ダナン → ハノイ

27 6月20日 月
VNMHAとの協議、サイト調査
（VNMHA本局）、資料収集

Phu Quoc → Tho Chu 島
サイト調査（Tho Chu）

VNMHAとの協議、サイト調査
（VNMHA本局）、 資料収集

28 6月21日 火
VNMHAとの協議、

携帯電話業者との協議
 サイト調査（Tho Chu）

VNMHAとの協議、サイト調査
（VNMHA本局）、 資料収集

29 6月22日 水
携帯電話業者との協議、

資料収集
Tho Chu 島 → Phu Quoc

資料収集、積算調査、
船会社調査、内陸輸送調査

30 6月23日 木
VNMHAとの協議、サイト調査
（VNMHA本局）、資料収集

Phu Quoc → ホーチミン →
Vung Tau

サイト調査（Vung Tau）

VNMHAとの協議、 資料収集、
 土木及び機材設置工事材料の

単価調査

31 6月24日 金 VNMHAとの協議、資料収集 サイト調査（Vung Tau）
VNMHAとの協議、資料収集、

 土木及び機材設置工事材料の
単価調査

32 6月25日 土 資料収集、内部打合せ Vung Tau → Con Dao 島 資料収集、内部打合せ

33 6月26日 日 資料収集、内部打合せ サイト調査（Con Dao） 資料収集、内部打合せ

34 6月27日 月
VNMHAとの協議、サイト調査
（VNMHA本局）、資料収集

Con Dao 島 → ハノイ
資料収集、内部打合せ

VNMHAとの協議、資料収集、
積算調査

35 6月28日 火
VNMHAとの協議、サイト調査
（VNMHA本局）、資料収集

VNMHAとの協議、サイト調査
（VNMHA本局）、資料収集

資料収集、積算調査

36 6月29日 水 資料収集、内部打合せ
ハノイ → Bach Long Vi 島
サイト調査（Bach Long Vi）

ハノイ → 東京

37 6月30日 木 資料収集、内部打合せ サイト調査（Bach Long Vi）

38 7月1日 金
携帯電話業者との協議、

資料収集
サイト調査（Bach Long Vi）
Bach Long Vi 島 → ハノイ

39 7月2日 土

40 7月3日 日

41 7月4日 月
携帯電話業者との協議、

資料収集
VNMHAとの協議、資料収集

42 7月5日 火
VNMHAとの協議、

サイト調査 （VNMHA本
局）、資料収集

サイト調査（VNMHA本局）、
資料収集

ハノイ → Co To 島
サイト調査（Co To）

43 7月6日 水 ハノイ → 東京
サイト調査（VNMHA本局）、

資料収集
サイト調査（Co To）

Co To 島 → ホーチミン

44 7月7日 木 携帯電話業者調査、資料収集
地質調査業者との協議、

資料収集

45 7月8日 金 携帯電話業者調査、資料収集
地質調査業者との協議、

資料収集

46 7月9日 土 資料収集、内部打合せ
ホーチミン → ハノイ
資料収集、内部打合せ

47 7月10日 日 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ

48 7月11日 月 携帯電話業者調査、資料収集 VNMHAとの協議、資料収集

49 7月12日 火 ハノイ → 東京
VNMHAとの協議、ベトナム財務省

との協議、資料収集

50 7月13日 水 ハノイ → 東京

Con Dao 島 → ハノイ
資料収集、内部打合せ

VNMHAとの協議、サイト調査 （VNMHA本局）、資料収集

資料収集、内部打合せ

VNMHAとの協議、資料収集

ハノイ → 東京

VNMHAとの協議、資料収集

VNMHAとの協議、ベトナム財務省との協議、
資料収集

資料収集、内部打合せ

サイト調査（Co To）
Co To 島 → ハノイ

資料収集、内部打合せ

ハノイ  → Bach Long Vi 島
サイト調査（Bach Long Vi）

サイト調査（Bach Long Vi）

サイト調査（Bach Long Vi 島）
Bach Long Vi 島 → ハノイ

VNMHAとの協議、資料収集

サイト調査（Co To）

資料収集、内部打合せ

ハノイ → Co To 島
サイト調査（Co To）

資料収集・整理、内部打合せ 資料収集・整理、内部打合せ

ダナン → Quang Ngai ダナン → Quang Ngai

Quang Ngai → Ly Son 島
サイト調査（Ly Son）

Quang Ngai → Ly Son 島
サイト調査（Ly Son）

サイト調査（Con Dao）

サイト調査（Ly Son）
Ly Son 島→ Quang Ngai → ダナン

Ly Son 島 → Quang Ngai → ダナン

資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ

ダナン → ホーチミン → Phu Quoc

Phu Quoc → Tho Chu 島
サイト調査（Tho Chu）

サイト調査（Tho Chu）

Tho Chu 島 → Phu Quoc

Phu Quoc → ホーチミン → Vung Tau
サイト調査（Vung Tau）

サイト調査（Vung Tau）

Vung Tau → Con Dao 島

Quang Tri → Con Co 島
サイト調査（Con Co）

Quang Tri → Con Co 島
サイト調査（Con Co）

サイト調査（Con Co）
Con Co 島 → Quang Tri → ダナン

Con Co 島 → Quang Tri → ダナン

資料収集・整理、内部打合せ 資料収集・整理、内部打合せ

Cua Lo Town → Hon Ngu 島
サイト調査（Hon Ngu）

Hon Ngu 島 →  Cua Lo Town

Cua Lo Town → Hon Ngu 島
サイト調査（Hon Ngu）

Hon Ngu 島 →  Cua Lo Town

Cua Lo Town → Hon Ngu 島
サイト調査（Hon Ngu）

Hon Ngu 島 →  Cua Lo Town

Cua Lo Town → Hon Ngu 島
サイト調査（Hon Ngu）

Hon Ngu 島 →  Cua Lo Town

Cua Lo Town → Quang Tri Cua Lo Town → Quang Tri

資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ

VNMHAとの協議、サイト調査 （VNMHA本局）、資料収集 VNMHAとの協議、サイト調査 （VNMHA本局）、資料収集

ハノイ → Cua Lo Town ハノイ → Cua Lo Town

資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ

VNMHAとのミニッツ内容に関する協議、
サイト調査 （VNMHA本局）

VNMHAとのミニッツ内容に関する協議、
ミニッツ署名

VNMHAとの協議、サイト調査 （VNMHA本局）、資料収集

ハノイ → Sam Son
サイト調査（Sam Son）

Sam Son → ハノイ

ハノイ → Sam Son
サイト調査（Sam Son）

Sam Son → ハノイ

VNMHAとの協議、サイト調査 （VNMHA本局） VNMHAとの協議、サイト調査 （VNMHA本局）

官団員 コンサルタント団員

JICAベトナム事務所、
MONRE及びVNMHAとの協議

VNMHAとの協議、
ミニッツ内容確認

調査日程

2022

東京 → ハノイ 東京 → ハノイ

資料収集、内部打合せ 資料収集、 内部打合せ

ハノイ → Hon Dau 島
サイト調査（Hon Dau）
Hon Dau 島 → ハノイ

 ハノイ → Hon Dau 島
サイト調査（Hon Dau）
Hon Dau 島 → ハノイ
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（２）準備調査報告書（案）現地説明

井上　啓 山口　奈々 松村　剛志 内田　善久

2022年
JICA地球環境部
防災グループ
第二チーム

JICA地球環境部
防災グループ
第二チーム

業務主任者
/海洋気象観測計画 1

/海洋気象予測モデル 1

副業務主任者
/機器運用維持管理計画

/機材計画

1 8月28日 日  東京 → Hanoi  東京 → Hanoi

2 8月29日 月
VNMHAとの協議、

準備調査報告書（案）説明、
資料収集

VNMHAとの協議、
準備調査報告書（案）説明、

資料収集

3 8月30日 火
VNMHAとの協議、

準備調査報告書（案）説明、
資料収集

VNMHAとの協議、
準備調査報告書（案）説明、

資料収集

4 8月31日 水
VNMHAとの協議、

準備調査報告書（案）説明、
資料収集

VNMHAとの協議、
準備調査報告書（案）説明、

資料収集

5 9月1日 木 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ

6 9月2日 金 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ

7 9月3日 土 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ

8 9月4日 日  東京 → Hanoi  東京 → Hanoi 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ

9 9月5日 月
VNMHA本局との協議、
ミニッツ内容確認

VNMHA本局との協議、
ミニッツ内容確認

VNMHA本局との協議、
ミニッツ内容確認

VNMHA本局との協議、
ミニッツ内容確認

10 9月6日 火
VNMHA本局との協議、
ミニッツ内容確認

VNMHA本局との協議、
ミニッツ内容確認

VNMHA本局との協議、
ミニッツ内容確認

VNMHA本局との協議、
ミニッツ内容確認

11 9月7日 水
ミニッツの完成、

JICAベトナム事務所及び
在ベトナム日本大使館への報告

ミニッツの完成、
JICAベトナム事務所及び

在ベトナム日本大使館への報告

ミニッツの完成、
JICAベトナム事務所及び

在ベトナム日本大使館への報告

ミニッツの完成、
JICAベトナム事務所及び

在ベトナム日本大使館への報告

12 9月8日 木
VNMHAとの協議、
Hanoi → 東京

VNMHAとの協議、
Hanoi → 東京

VNMHAとの協議、資料収集 VNMHAとの協議、資料収集

13 9月9日 金  Hanoi → 東京  Hanoi → 東京

コンサルタント団員

調査日程

官団員
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資料 ３． 関係者（面会者）リスト 

 ベトナム気象水文総局(VNMHA)、ハノイ本局 

Dr. Do Tien Anh Director, Science Technology and International Cooperation 

Department 

Mr. Nguyen Ba Thuy Vice Director, National Centre for Hydro-meteorological Forecasting 

(NCHMF) 

Mr. La Duc Toan Vice Director, Hydro-meteorological Project Management Unit 

Mr. Nguyen Xuan Tuan Vice Director, Aeronautical Meteorological Observing (AMO) 

Mr. Nguyen Hun Tai Vice Director, Aeronautical Meteorological Observing (AMO) 

Ms. Le Thi Thuong Officer, Science Technology and International Cooperation 

Department 

Mr. Nguyen Xuan Dao Officer, Marine Forecasting Division, NCHMF 

Mr. Vu Van May Officer, Network Management Department 

Mr. Nguyen Van Trang Officer, Center for Hydro-meteorological Observation 

Ms. Nguyen Minh Huong Chief Accountant, Hydro-meteorological Project Management 

Unit 

Mr. Pham Duy Hieu Planning Unit Manager, Hydro-meteorological Project 

Management Unit 

Mr. Nguyen Hoang Tuyen Forecaster, Weather Forecasting Division, NCHMF 

Mr. Nguyen Khac Hung Deputy Chief, Disaster Risk Division, NCHMF 

Ms. Trinh Thi Tam Marine Weather Forecaster, NCHMF 

Mr. Pham Duc Thang Officer, Data Information Center 

Mr. Nguyen Trong Nghia Officer, Data Information Center 

Mr. Nguyen Van Lam Officer, Network Management Department 

Ms. Nguyen Ti Phuong Thao Planning & Finance Officer, NCHMF 

Mr. Pham Kim Anh Planning & Finance Division, NCHMF 

 VNMHA、北東管区水文気象センター(Hai Phong) 

Mr. Nguyen Tuan Anh Deputy Chief, Station Network and Hydro-Meteorological 

Observation Information 

Mr. Vu Duy Sau Officer 

 VNMHA、中北部管区水文気象センター(Vinh) 

Mr. Le Duc Cuong Deputy Director 

Mr. Quang Nguyen Minh Officer 

Mr. Nguyen Van Ching Officer 

 VNMHA、中部管区水文気象センター(Da Nang) 

Mr. Le Viet Xe Deputy Director 
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 VNMHA、南部管区水文気象センター(Ho Chi Minh) 

Mr. Nguyen Manh Hong Division Chief, Network Management Division 

 

 VNMHA、Quang Tri 水文気象地域センター 

Mr. Cao Van Thanh Director 

Mr. Hoang Vun Vinh Monitor Network 

 VNMHA、Quang Ngai 水文気象地域センター 

Mr. Nham Xuan Sy Director 

 VNMHA、Kiem Giang 水文気象地域センター 

Mr. Le Xlian Hien Director 

 天然資源環境省、Kiem Giang 地域センター 

Mr. Mai Van Quoc Officer,  

 VNMHA、Vung Tau 水文気象地域センター 

Mr. Nguyen Van Tai Director 

 VNMHA、Co To 気象観測所 

Mr. Nghiem Minh Hoan Station Chief 

 VNMHA、Hon Dau 水文気象観測所 

Mr. Hoang Gia Tung Station Chief 

 VNMHA、Bach Long Vi 気象観測所 

Mr. Dao Vinh Ha Deputy Station Chief 

 VNMHA、Thanh Hoa 気象観測所 

Mr. Nguyen Van Dung Vice Director 

 VNMHA、Sam Son 水文気象観測所 

Mr. Tran Tien Dung Station Chief 

Ms. Le Thi Tuyet Observer 

 VNMHA、Hon Ngu 気象観測所 

Mr. Hoang Huy Station Chief 
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 VNMHA、Con Co 気象観測所 

Mr. Pham Viet Huy Station Chief 

 VNMHA、Ly Son 気象観測所 

Mr. Nguyen Nam Station Chief 

 VNMHA、Con Dao 気象観測所 

Mr. Do Van Hai Station Chief 

 VNMHA、Tho Chu 気象観測所 

Mr. Nguyen Truong Giang Station Chief 

 ベトナム海・島嶼管理局(VASI) 

Mr. Nguyen Xuan Hien Director 

 ベトナム科学技術アカデミー(VAST) 

Mr. Hoang Thai Binh Institute of Geography 

 VNU 自然科学大学 

Dr. Nguyen Minh Huan Oceanographic Professor 

 財務省 

Mr. Nguyen Ngoc Thung Head of Division of Grant Management, Department of Management 

& External Finance 

Mr. Dang Anh Tuan Officer of Division of Grant Management, Department of Management 

& External Finance 

 在ベトナム日本国大使館 

三田村 直樹 一等書記官（経済班） 



 

資料 4-1-1 

  

資料 ４-１.  討議議事録（M/D） 



 

資料 4-1-2 

  



 

資料 4-1-3 

  



 

資料 4-1-4 

  



 

資料 4-1-5 

  



 

資料 4-1-6 

  



 

資料 4-1-7 

  



 

資料 4-1-8 

  



 

資料 4-1-9 

  



 

資料 4-1-10 

  



 

資料 4-1-11 

  



 

資料 4-1-12 

  



 

資料 4-1-13 

  



 

資料 4-1-14 

  



 

資料 4-1-15 

  



 

資料 4-1-16 

  



 

資料 4-1-17 

  



 

資料 4-1-18 

  



 

資料 4-1-19 

  



 

資料 4-1-20 

  



 

資料 4-1-21 

  



 

資料 4-1-22 

  



 

資料 4-1-23 

  



 

資料 4-1-24 

  



 

資料 4-1-25 

  



 

資料 4-1-26 

  



 

資料 4-1-27 

  



 

資料 4-1-28 

  



 

資料 4-1-29 

  



 

資料 4-1-30 

  



 

資料 4-1-31 

  



 

資料 4-1-32 

  



 

資料 4-1-33 

  



 

資料 4-1-34 

 



 

資料 4-2-1 

 

資料 ４-２.  討議議事録（M/D） 



 

資料 4-2-2 

 



 

資料 4-2-3 

 



 

資料 4-2-4 

 



 

資料 4-2-5 

 



 

資料 4-2-6 

 



 

資料 4-2-7 

 



 

資料 4-2-8 

 



 

資料 4-2-9 

 



 

資料 4-2-10 

 



 

資料 4-2-11 

 



 

資料 4-2-12 

 



 

資料 4-2-13 

 



 

資料 4-2-14 

 



 

資料 4-2-15 

 



 

資料 4-2-16 

 



 

資料 4-2-17 

 



 

資料 4-2-18 

 



 

資料 4-2-19 

 



 

資料 4-2-20 

 



 

資料 4-2-21 

 



 

資料 4-2-22 

 



 

資料 4-2-23 

 



 

資料 4-2-24 

 



 

資料 4-2-25 

 



 

資料 4-2-26 

 



 

資料 4-2-27 

 



 

資料 4-2-28 

 



 

資料 4-2-29 

 



 

資料 4-2-30 

 



 

資料 4-2-31 

 



 

資料 4-2-32 

 



 

資料 4-2-33 

 



 

資料 4-2-34 

 



 

資料 4-2-35 

 



 

資料 4-2-36 

 



ベトナム国 

海洋気象観測システム整備計画準備調査報告書 

資料 5-1 

ソフトコンポーネント計画書 

 

（1） ソフトコンポーネントを計画する背景 

北太平洋西部に位置するベトナムは、東南アジアの熱帯季節風帯に属し、台風を含む熱帯低気

圧の常襲地域である。ベトナムは南北に長い国土と約 3,400km の海岸線を有しているため、海は

人的活動に対して多くの産物を与えてくれる半面、沿岸地域や漁船操業、船舶航行、海洋開発等

を行う人的活動海域では、台風や低気圧による高潮や高波による被害を受けてきた歴史がある。

またベトナムの全人口の約 1 割が標高 1m 以下の沿岸地域の低地に居住しており、沿岸災害に対し

て脆弱である。沿岸地域や海洋における人的活動を行う上での安全確保と沿岸域での被害の軽減

は、ベトナムの持続的発展にとって最重要課題となっている。そのため安全確保と高潮や高波に

よる被害の軽減には、VNMHA が的確に波浪観測や予測を行い、国民に対して適時に精度の高い情

報を提供することが求められていることから、ベトナムにとって海洋気象観測網の拡充は喫緊の

課題となっている。 

以上を踏まえて、本プロジェクトでは、ベトナム沿岸の設置対象地に波浪観測レーダーシステ

ムとプロダクトデータ表示システムが、VNMHA ハノイ本局に波浪観測データ処理システム、波浪

観測データ表示システム、観測状態監視システム、海洋気象情報公開システムが整備される計画

である。全ての波浪観測データは VNMHA ハノイ本局に集約後、データ処理システムにより各種波

浪観測プロダクトが生成される。観測データ及び波浪観測プロダクトは波浪観測データ表示シス

テムにより可視化され、波浪に関する予警報業務に活用される。更に、海洋気象情報公開システ

ムを通じて、波浪観測プロダクトが国民や防災関係機関に提供され、注意喚起や避難行動支援な

どに役立てられる。また波浪観測データ処理システムに長期にわたり蓄積された波浪観測データ

及び波浪観測プロダクトは地球温暖化による海岸侵食の傾向及び影響の把握や対策立案のための

重要な基礎資料となることも期待される。 

本プロジェクトの目的である、海洋気象観測の高度化及びデータの利活用促進を図り、ベトナ

ムの沿岸災害対応能力向上を実現するため、プロジェクト完了時より最低限必要となる以下の人

材を本ソフトコンポーネントにより育成する必要がある。 

1) 波浪観測レーダーにより観測された波浪データ及びそこから作成される各種波浪観測プ

ロダクトから、災害に繋がる可能性のある海洋気象現象を的確に把握し、予警報に活用

できる VNMHA 職員 

2) 本プロジェクトで調達される各システムを長期間にわたり良好に稼働させ、品質管理さ

れた観測データを収集するために、適切に機材の運用維持管理を実施できる VNMHA 職員 

資料 ５． ソフトコンポーネント計画書 
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3) 波浪観測レーダーにより観測された波浪データ及びそこから作成される各種波浪観測プ

ロダクトの品質管理を実施できる VNMHA 職員 

4) 波浪観測レーダーにより観測された波浪データ及びそこから作成される各種波浪観測プ

ロダクトを、提供相手や公開内容を適切に制御して、安全に情報提供・公開を実施でき

る VNMHA 職員 

 

（2） ソフトコンポーネントの目標 

無償資金協力にて整備される波浪観測レーダーシステム、波浪観測データ処理システム、波浪

観測データ表示システム、観測状態監視システム、プロダクトデータ表示システム及び海洋気象

情報公開システムの確実な運用を VNMHA が自律的に実施できるようになることをソフトコンポー

ネントの目標とする。 

 

（3） ソフトコンポーネントの成果 

ソフトコンポーネントの成果は下表の通りである。 

表 1  ソフトコンポーネントの成果及び達成度の確認方法 

No. 成果 成果指標 
成果達成度の 

確認方法 

1 

VNMHA 職員が波浪観測レ

ーダーシステムを適切に

保守する。 

機器、コンピュータ、ソフト

ウェアメーカーの保守マニュ

アル及び本ソフトコンポーネ

ントで作成する保守マニュア

ル要約と保守管理台帳に沿っ

て、波浪観測レーダーシステ

ムの点検、調整、故障探求、

軽微な故障修理を実施できる

技術を習得する。 

観察及び聞き取りによる、以下の 5項

目の習熟度の確認 

1)測定器類を用いた定期保守点検 

2)予備品の実機への組入れ、組入れ後

の動作及び観測状況確認 

3)軽微な故障の探求・処置・復旧・動

作確認作業 

4)重大な故障発生時の対応 

5)保守管理台帳の記載内容 

2 

VNMHA 職員が波浪観測レ

ーダーシステムを円滑に

運用する。 

機器、コンピュータ、ソフト

ウェアメーカーの運用マニュ

アル及び本ソフトコンポーネ

ントで作成する運用マニュア

ル要約と運用管理台帳に基づ

き、波浪観測レーダーシステ

ムの運用を実施するための実

践的な技術を習得する。 

運用マニュアル要約の利用頻度、波浪

観測レーダーシステムの運用状況、運

用管理台帳の記載内容及び聞き取り

による確認 

3 

VNMHA 職員が波浪観測レ

ーダーの観測データの品

質管理を適切に実施す

る。 

波浪観測レーダーの観測デー

タの品質管理を実施するため

の技術を習得する。 

観測データの品質管理の習得度合い

を確認する小テストの実施 

4 

VNMHA 職員が波浪観測レ

ーダーの観測結果を適切

に利用する。 

波浪観測レーダーによる波浪

観測のデータ及びプロダクト

から注視すべき海洋気象現象

の把握及び予警報・沿岸防災

1) 運用情報による波浪観測実施の確

認 

2) 表示装置の適切な操作手順による

注視すべき海洋気象現象の抽出に関
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業務への利活用 する小テストの実施 

5 

VNMHA 職員が波浪観測レ

ーダーの観測結果の提

供・公開方法を習得する。 

波浪観測レーダーの観測デー

タ・プロダクトを関係機関に

提供及び一般公開する技術を

習得する。 

1)海洋気象情報公開システムの運用

状況の確認 

2) VNMHAのWebサイト等での観測デー

タ・プロダクトの公開状況を確認 

 

上述のソフトコンポーネントの 5 つの成果を達成することにより、次表に示す各効果が見込ま

れ、本プロジェクトの目標達成にも貢献するものと考えている。 

 
表 2  ソフトコンポーネントにおいて実施することによる効果 

No. 成果 ソフトコンポーネントにおいて実施することによる効果 

1 

VNMHA 職員が波浪観測レー

ダーシステムを適切に保

守する。 

VNMHA 職員が波浪観測レーダーシステムのメンテナンス方法を習得

し、定められた手順での定期点検の実施・記録を含めた適切な維持

管理を実施することにより、我が国の無償資金協力により整備され

る波浪観測レーダーシステムが長期にわたり良好に稼働する。 2 

VNMHA 職員が波浪観測レー

ダーシステムを円滑に運

用する。 

3 

VNMHA 職員が波浪観測レー

ダーの観測データの品質

管理を適切に実施する。 

観測データの品質管理方法を習得し継続的に実施するよう習慣付け

ることで、観測データの品質が精度の高い予警報に重要であること、

並びに整備機材の正しい保守点検が観測データ品質に影響を及ぼす

ことへの理解を促進し、観測データの精度低下や欠測などより波浪観

測レーダーの不具合を探知して、早期対応が可能となる技術を習得す

る。 

4 

VNMHA 職員が波浪観測レー

ダーの観測結果を適切に

利用する。 

波浪観測レーダーシステムの観測データからの海洋気象現象の適切

な解析手法を研修により習得し、災害情報及びそれに基づき作成され

た予警報の、国民への安定的且つ持続的な提供が可能となる。 

5 

VNMHA 職員が波浪観測レー

ダーの観測結果の提供・公

開方法を習得する。 

波浪観測レーダーの観測データ、並びに観測データに基づき作成され

た各種波浪観測プロダクトを VNMHA の Web サイトを通じて、一般向け

あるいは関係機関向けに公開し、データの利活用促進を図る。 

 

（4） 成果達成度の確認方法 

ソフトコンポーネントの成果達成度の確認方法は「表 1 ソフトコンポーネントの成果及び達

成度の確認方法」に示した通りである。 

 

（5） ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

ソフトコンポーネントの活動（投入計画）は以下の通りである。表 3 に各活動の内容、必要と

される技術・業種、技術レベルを、表 4 に各活動の実施方法、成果品及び実施リソースを、表 5

に各活動のターゲットグループを記載した。 

活動 1 は、本プロジェクトにて整備された波浪観測レーダーシステムの保守点検及び障害対応

の技術指導であり、波浪レーダー観測システムの重大故障時に迅速な対応を求められる水文気象

観測センター職員を主なターゲットとし、国家水文気象予報センター職員も含める計画とした。
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活動 2 は波浪観測レーダーシステムの日常的な運用方法の指導であり、各海洋気象観測所の職員

を主な対象とし、水文気象観測センター職員も含める計画とした。活動 1 及び活動 2 は、整備済

みの波浪観測レーダーシステムを使用することから、ハノイ及びホーチミン市からのアクセスを

考慮の上プロジェクトサイトを 3箇所選択し、現地にて実施する予定である。 

活動 3 は波浪観測データの品質管理を主眼とし、波浪観測レーダーの観測結果と波浪モデルと

の比較、検証の技術指導を、国家水文気象予報センター職員を対象に VNMHA ハノイ本局にて実施

する計画とした。 

活動 4 は波浪観測データ及び各種波浪観測プロダクトの予警報業務並びに防災への利活用につ

いて、これらの業務を実施する国家水文気象予報センター職員を対象に VNMHA ハノイ本局にて実

施する計画とした。 

活動 5 では品質管理された波浪観測データ及び各種波浪観測プロダクトを VNMHA 以外の組織や

国民に提供出来るよう、Web サーバでの公開設定を行い、データの種類や公開範囲の限定などの

管理方法をハノイ本局の水文気象データ・情報センター職員（IT 技術者）向けに指導する。また、

公開する情報の内容及び範囲に責任を有する国家水文気象予報センター職員も本活動に含める計

画とした。 

 

表3  ソフトコンポーネントの活動内容 

成果 

No. 
活動 活動内容 

必要とされる 

技術・業種 
現状の技術水準 達成すべき技術水準 

1 活動 1 

波浪観測レーダーシ

ステムの点検、調整、

軽微な故障の探究・処

置・復旧、重大な故障

発生時の対応 

波浪観測レーダーシス

テムの調整・軽微な故障

の探求技術を有する職員

（電気・電子技術者） 

目視での波浪観測の経験

のみ有する 

波浪観測レーダーシス

テムの点検・調整・故障

探求・処置・復旧ができ

る技術を有する 

2 活動 2 

波浪観測レーダーシ

ステム運用マニュア

ル要約及び波浪観測

レーダーシステム運

用管理台帳の作成と

運用 

波浪観測レーダーシス

テムの運用・管理技術を

有する職員（観測官） 

目視での波浪観測の経験

のみ有する 

波浪観測レーダーシス

テム運用マニュアル要

約及び運用管理台帳に

沿った運用・管理技術を

有する。 

3 活動 3 

波浪観測データの品質

管理と波浪モデルの検

証 

波浪観測データ及び波浪

モデルの品質管理が出来

る職員（予報官） 

波浪モデルの運用経験 

波浪観測データ及び波

浪モデルの品質管理を

実施する技術を有す

る。 

4 活動 4 

波浪観測プロダクト

の予報・防災業務への

利活用 

波浪観測データより注意

を要する現象を読み取り

予報業務へ活用できる職

員（予報官） 

目視での波浪観測に基づ

いた予報業務経験 

波浪観測レーダープロ

ダクトを理解し、予

報・防災業務への適切

な利用技術を有する。 

5 活動 5 

Web サイトによる公開

や他システムとの連

携のための観測デー

タの取扱 

VNMHA における波浪観測

データのデータフローを

理解しており、観測デー

タのフォーマット変換、

Web サイトでの公開等の

目視での波浪観測からの

観測データの処理と Web

サイトでの公開経験 

・表示装置からの観測

データの取得ができ

る。 

・観測データのフォー

マットを理解し、変換
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技術を有する職員（IT 技

術者） 

技術を有する。 

・VNMHA の Web サイトで

の観測データ公開及び

継続的な運用ができる

技術を有する。 

 

表4  ソフトコンポーネントの実施内容 

活動 実施方法 成果品 実施リソース 

活動 1 

波浪観測レーダーシステム

保守マニュアル要約の作成 

波浪観測レーダーシステム保

守マニュアル要約 

海洋気象観測機器調整・故障

探求技術担当コンサルタン

ト：1.03 人月（現地技術移

転期間：31 日間） 

直接支援型 

測定器類を用いた定期保守

点検研修 

納入された予備品の実機へ

の組入れ研修 

故障状態を想定した故障探

求・処置・復旧確認研修 

重大な故障発生時の対応研

修 

活動 2 

メーカーの波浪観測レーダ

ーシステムマニュアルから

運用に必要となる部分の抽

出 

波浪観測レーダーシステム

運用マニュアル要約 

海洋気象観測機器運用・管理

技術担当コンサルタント：1.6

人月（現地技術移転期間：

48 日） 

直接支援型 

波浪観測レーダーシステム

運用マニュアル要約の作成 

波浪観測レーダーシステム

運用管理台帳の作成 

波浪観測レーダーシステム

運用管理台帳 

波浪観測レーダーシステム

運用マニュアル要約に則っ

た VNMHA 職員による運用業

務の実施及び運用管理台帳

への記録 

活動 3 

 

波浪観測データの品質管理 波浪観測データ品質管理の

研修資料 

海洋気象観測データ品質管理

担当コンサルタント：0.37人

月（現地技術移転期間：11

日） 

 

直接支援型 

波浪観測プロダクトを利用

した、波浪モデルの検証方

法の研修 

波浪モデルの検証方法の研

修資料 

活動 4 

波浪観測プロダクトの予報

業務への利活用研修 

波浪観測プロダクト利活用

研修資料 
海洋気象観測プロダクト利活

用技術担当コンサルタント：

0.57 人月（現地技術移転期

間：17 日）直接支援型 

波浪観測プロダクトのベト

ナム沿岸防災への利活用研

修 

波浪観測データのベトナム

沿岸防災への活用方法の研

修資料 

活動 5 

波 浪 観 測 プ ロ ダ ク ト の

VNMHA Web サイトでの公開

及び運用研修 

波浪観測プロダクトの

VNMHA Web サイトでの公

開・運用手順書 

海洋気象観測データ公開技術

担当コンサルタント：0.33人

月（現地技術移転期間：10

日） 

直接支援型 
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表 5  ターゲットグループ 

活動 

VNMHA 本局 

国家水文気象予

報センター職員 

VNMHA 本局 

水文気象観測セ

ンター職員 

既設海洋気象観

測所職員 

VNMHA 本局 

水文気象デー

タ・情報センター

職員 

活動 1 3 5   

活動 2  3 12  

活動 3 5    

活動4 10    

活動5 3   5 

 

活動日程詳細計画は以下の通りである。 

表 6  各活動の日程詳細計画 
 活動 1（プロジェクト完了前） 

日 波浪観測レーダーシステムの点検、調整、軽微な故障の探究・処置・復旧、重大な故障発生時の対応 

1 日本発 Hanoi 着 

2 VNMHA ハノイ本局において VNMHA 予報官及び技術者との技術打合せ、計画局と日程の最終調整 

3 Hanoi→Co To へ移動、波浪観測レーダーシステム保守マニュアル要約の作成 

4 
測定器類を用いた定期保守点検研修 

5 

6 土曜日（休日） 

7 日曜日（休日） 

8 納入された予備品の実機への組入れ研修 

9 故障状態を想定した故障探求・処置・復旧確認研修 

10 重大な故障発生時の対応研修 

11 Co To→Hanoi へ移動 

12 Hanoi→Ly Son へ移動 

13 土曜日（休日） 

14 日曜日（休日） 

15 
測定器類を用いた定期保守点検研修 

16 

17 納入された予備品の実機への組入れ研修 

18 故障状態を想定した故障探求・処置・復旧確認研修 

19 重大な故障発生時の対応研修 

20 Ly Son→Ho Chi Minh へ移動 

21 日曜日（休日） 

22 Ho Chi Minh→Con Dao へ移動 

23 
測定器類を用いた定期保守点検研修 

24 

25 納入された予備品の実機への組入れ研修 

26 故障状態を想定した故障探求・処置・復旧確認研修 

27 土曜日（休日） 

28 日曜日（休日） 

29 重大な故障発生時の対応研修 

30 Con Dao→Hanoi へ移動 

31 完了報告書の作成、Hanoi 発、日本到着 

 
 

 

 活動 2（プロジェクト完了前） 

日 
波浪観測レーダーシステム概要、波浪観測レーダーシステム運用マニュアル要約及び波浪観測レーダー

システム運用管理台帳の作成と運用 

1 日本発 Hanoi 着 
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2 VNMHA ハノイ本局において VNMHA 予報官及び技術者との技術打合せ、計画局と日程の最終調整 

3 Hanoi→Co To へ移動、波浪観測レーダー運用マニュアル要約の作成 

4 波浪観測レーダー運用マニュアル要約に則った VNMHA 技術者による運用業務の実施及び運用管理台帳へ

の記録研修 5 

6 土曜日（休日） 

7 日曜日（休日） 

8 
波浪観測レーダー運用マニュアル要約に則った VNMHA 技術者による運用業務の実施及び運用管理台帳へ

の記録研修 

9 
波浪観測レーダー運用マニュアル要約の見直しと更新 

10 

11 Co To→Hanoi へ移動 

12 Hanoi→Ly Son へ移動 

13 土曜日（休日） 

14 日曜日（休日） 

15 
波浪観測レーダー運用マニュアル要約に則った VNMHA 技術者による運用業務の実施及び運用管理台帳へ

の記録研修 
16 

17 

18 
波浪観測レーダー運用マニュアル要約の見直しと更新 

19 

20 Ly Son→Ho Chi Minh へ移動 

21 日曜日（休日） 

22 Ho Chi Minh→Con Dao へ移動 

23 
波浪観測レーダー運用マニュアル要約に則った VNMHA 技術者による運用業務の実施及び運用管理台帳へ

の記録研修 
24 

25 

26 波浪観測レーダー運用マニュアル要約の見直しと更新 

27 土曜日（休日） 

28 日曜日（休日） 

29 波浪観測レーダー運用マニュアル要約の見直しと更新 

30 Con Dao→Hanoi へ移動 

31 完了報告書の作成、Hanoi 発、日本到着 

 
 

 

 活動 4（プロジェクト完了前） 

日 波浪観測プロダクトの予報・防災業務への利活用 

1 日本発 Hanoi 着（月曜日） 

2 VNMHA ハノイ本局において VNMHA 予報官及び技術者との技術打合せ、計画局と日程の最終調整 

3 

波浪観測プロダクトの予報業務への利活用研修 4 

5 

6 土曜日（休日） 

7 日曜日（休日） 

8 

波浪観測プロダクトのベトナム沿岸防災への利活用研修 9 

10 

11 完了報告書の作成、Hanoi 発、日本到着 

 
 

 

 活動 5（プロジェクト完了前） 

日 Web サイトによる公開や他システムとの連携のための観測データの取扱 

1 日本発 Hanoi 着（月曜日） 

2 VNMHA ハノイ本局において VNMHA 予報官及び技術者との技術打合せ、計画局と日程の最終調整 

3 

波浪観測プロダクトの VNMHA Web サイトでの公開及び運用研修 4 

5 
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6 土曜日（休日） 

7 日曜日（休日） 

8 
波浪観測プロダクトの VNMHA Web サイトでの公開及び運用研修 

9 

10 完了報告書の作成、Hanoi 発、日本到着 

 

 
 

 活動 2（瑕疵期間完了時） 

日 
波浪観測レーダーシステム概要、波浪観測レーダーシステム運用マニュアル要約及び波浪観測レーダー

システム運用管理台帳の作成と運用 

1 日本発 Hanoi 着 月曜日 

2 
VNMHA ハノイ本局において VNMHA 予報官及び技術者との技術打合せ、計画局と日程の最終調整、Co To へ

移動 

3 波浪観測レーダー運用マニュアルに則った VNMHA 技術者による運用業務の実施及び運用管理台帳への記

録のフォローアップ研修 4 

5 Co To→Hanoi へ移動 

6 Hanoi→Ly Son へ移動 

7 日曜日（休日） 

8 波浪観測レーダー運用マニュアルに則った VNMHA 技術者による運用業務の実施及び運用管理台帳への記

録のフォローアップ研修 9 

10 Ly Son→Ho Chi Minh へ移動 

11 Ho Chi Minh→Con Dao へ移動 

12 
波浪観測レーダー運用マニュアルに則った VNMHA 技術者による運用業務の実施及び運用管理台帳への記

録のフォローアップ研修 

13 土曜日（休日） 

14 日曜日（休日） 

15 
波浪観測レーダー運用マニュアルに則った VNMHA 技術者による運用業務の実施及び運用管理台帳への記

録のフォローアップ研修 

16 Con Dao→Hanoi へ移動 

17 完了報告書の作成、Hanoi 発、日本到着 

 

 
 

 活動 3（瑕疵期間完了時） 

 波浪観測データの品質管理と波浪モデルの検証 

1 日本発 Hanoi 着 月曜日 

2 VNMHA ハノイ本局において VNMHA 予報官及び技術者との技術打合せ、計画局と日程の最終調整 

3 

波浪観測データの品質管理研修 4 

5 

6 土曜日（休日） 

7 日曜日（休日） 

8 

波浪観測プロダクトを利用した、波浪モデルの検証方法の研修 9 

10 

11 完了報告書の作成、Hanoi 発、日本到着 
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 活動 4（瑕疵期間完了時） 

日 波浪観測プロダクトの予報・防災業務への利活用 

1 日本発 Hanoi 着 月曜日 

2 VNMHA ハノイ本局において VNMHA 予報官及び技術者との技術打合せ、計画局と日程の最終調整 

3 波浪観測プロダクトの予報業務への利活用研修（瑕疵期間中の波浪観測レーダーシステムの業務利用経

験及び同期 1 年間に収集された波浪観測レーダーの観測データの分析の結果に基づく、警報の閾値等パ

ラメーターの調整方法の研修） 

4 

5 

6 完了報告書の作成、Hanoi 発、日本到着 

  

  

 

（6） ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

実施リソースは、本プロジェクトの機材調達に関わる本邦コンサルタントによる直接支援型と

する。その理由は以下の通りである。 

 海洋を含む気象関連業務に精通し、本プロジェクトで導入する波浪観測レーダー等、気象業

務に使用されるレーダー機材に関する高度な知識・技術を有する者が不可欠であること。 

 通常、上述のような技術や知識を豊富に有している人材は、気象関連のコンサルティング業

務を実際に行っている組織に在籍していること。 

 計画されている技術移転と同様の経験を有する人材が必要であること。 

これより、本邦コンサルタントの直接支援型とする。 

 

（7） ソフトコンポーネントの実施工程 

プロジェクト全体工程及びソフトコンポーネント実施工程を次表に示す。活動 1、2、4、5 はプ

ロジェクト完了前に実施する。加えて、活動 2 では瑕疵期間完了時に VNMHA による保守点検の実

施状況の確認及び追加の指導を行い、定期的な保守点検業務の定着と長期に渡る着実な実施を図

る。活動 4では、プロジェクト完了より 1 年を経過した瑕疵期間完了時に、波浪データ表示シス

テムに設定する警報の閾値などのパラメーターの調整方法に関する研修を、1 年間の瑕疵期間中

に波浪観測レーダーシステムを業務に活用した経験及び同期間に収集された波浪観測レーダーの

観測データの分析の結果に基づき実施する。活動 3 は、プロジェクト瑕疵期間中のベトナムの台

風シーズン（6 月から 12 月）に実施が計画されている波浪観測レーダー較正業務のために収集さ

れる波浪観測レーダー及び波浪ブイからの観測データを用いて活動を実施する計画とした。 
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表 7  実施工程表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（8） ソフトコンポーネントの成果品 

表 8  ソフトコンポーネントの成果品（アウトプット） 

資料名 内容 提出時期 ページ数 

波浪観測レーダーシス

テム保守マニュアル要

約 

 波浪観測レーダーシステム概要 

 定期保守点検手順 

 予備品の実機への組入れ手順と組入れ後の動作確

認手順 

 故障の探求・処置・復旧確認作業実施手順 

 重大な故障発生時の対応手順 

技術移転 

実施後 

15 

波浪観測レーダーシス

テム保守管理台帳 

 障害の発生日時 

 障害の原因（異音、部分的な劣化、その他） 

 実施した復旧手順 

 交換した部品の名称及び数量 

 復旧/障害対応を行った職員氏名 

2 

波浪観測レーダーシス

テム運用マニュアル要

約 

 波浪観測レーダーシステム概要 

 波浪観測レーダーシステムの起動、停止、再起動手

順 

 観測官による日常点検手順 

 異常発見時の対応手順 

10 

波浪観測レーダーシス

テム運用管理台帳 

 運用・日常点検・清掃の実施日時 

 点検項目ごとの結果記録 

 発電機の燃料充填記録 

 運用・日常点検・清掃を実施した職員氏名 

2 

波浪観測プロダクト利  特に重要な波浪観測プロダクトの説明及び予報業 10 

活動3

波浪観測ブイ設置・回収及び較正作業

活動5

活動4

活動2

活動1

実施設計・入札

地質（ボーリング）調査

詳細設計・積算

22 2311

入札業務

2194 5 8

機材輸送

機材付帯施設建設工事

7

ベトナム側必要手続及び許認可取得

24 25 26 271 2 19 203

14 15

6

5 8 126 7

機材製作

14 1612 1310

11 13

最終検査・引渡

32

9 101 2 3

3937342815 3017 18

初期操作・維持管理研修

機材各種テスト・検査

4

36

機材据付／調整

33 35

機材付帯施設建設工事・機材調達・据付工事

ソフトコンポーネント

3129 38

波浪観測レーダー較正

入札図書作成

ベトナム側による不発弾探査調査

現地調査(価格調査）

計：15.0ヶ月

計：26.0ヶ月

月

月
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活用研修資料 務への活用方法 

 VNMHA の予警報業務に適切な警報閾値等のパラメ

ーターの設定方法 

波浪観測データのベト

ナム沿岸防災への活用

方法の研修資料 

 日本における波浪観測データを活用した防災事例 

 波浪観測データの VNMHA 業務への活用策 10 

波浪観測データ品質管

理の研修資料 

 波浪観測データ品質管理に必要な基礎的な統計手

法 

 異常値の検出及び除去手順 

10 

波浪モデルの検証方法

の研修資料 

 波浪モデルの検証概要 

 波浪モデルと観測データのパラメーター対応 

 波浪モデルの検証の自動化手順 

10 

波浪観測プロダクトの

VNMHA Webサイトでの公

開・運用手順書 

 波浪観測データのフォーマット及び変換手順 

 波浪観測データの提供手順 

 フォルダ構成及び公開用スクリプトの解説 

 構成ファイルの解説 

 保守と障害対応手順 

15 

ソフトコンポーネント

完了報告書 

 活動計画と実績 

 計画した成果と成果の達成度 

 成果の達成度に影響を与えた要因 

 効果の持続・発展のための今後の課題・提言等 

 成果品一式 

ソ フ ト コ

ン ポ ー ネ

ン ト 実 施

完了時 

50 

 

（9） ソフトコンポーネントの概略事業費 

 

施工・調達業者契約認証まで非公表 

 

 

 
 

 

（10） 相手国側（VNMHA）の責務 

ソフトコンポーネントの実施に関して VNMHA 側の責務は、以下の通りである。 

1) 人的資源開発 

a) 継続的に次世代を担う人材を雇用する。 

b) 研修と人的資源開発計画を通じて、より優れた人材の育成を行う。 

c) 研修受講職員の派遣費用を全額負担する。（日当、交通費、宿泊費等） 

2) プロジェクトにおいて調達された機材の長期運用 
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a) 定期的にシステム運用維持管理に必要な予算を確保し、プロジェクトで供給された全て

の海洋気象観測機材の交換部品、消耗品の調達を計画的に行う。 

b) 盗難や破損から機材を保護する。 

 

上述の VNMHA 側の責務に関しては、組織的且つ人的能力を鑑みると、波浪観測レーダーシステ

ムの運用維持管理は、十分に実施可能であると考えている。特に VNMHA が自立的に発展するため

の「継続的な次世代を担う人材の雇用」に関しては、電気・電子関連技術者を継続的に補充して、

波浪観測レーダーシステムの運用維持管理の要である VNMHA ハノイ本局の職員の技術・技能の継

承に加えて、日々の保守点検業務を行う既設海洋気象観測所職員の維持管理能力の継承にも力点

を置くことが重要である。 
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資料 ６． 参考資料 
  

調査名：ベトナム国海洋気象観測システム整備計画準備調査 

番

号 
名  称 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ 

／ｺﾋﾟｰ／

電子ﾌｧｲﾙ 

 

発行機関 

 

発行年 

1 

Vietnam Building Code 

Regional and Urban Planning and 

Rural Residential Planning 

電子ﾌｧｲﾙ 

Government of the Socialist 

Republic of Vietnam 

Ministry of Construction 

2008 年 

2 
National Technical Regulation on 

Establishment of Leveling Network 
電子ﾌｧｲﾙ 

Government of the Socialist 

Republic of Vietnam 

Ministry of Natural Resources 

and Environment 

2008 年 

3 
Vietnam’s Socio-Economic Development 

Strategy for the Period of 2011-2020 
電子ﾌｧｲﾙ 

Government of the Socialist 

Republic of Vietnam 
2011 年 

4 
The Five-Year Socio-Economic 

Development Plan 2016-2020 
電子ﾌｧｲﾙ 

Government of the Socialist 

Republic of Vietnam 
2016 年 

5 
Coastal Protection for the Mekong 

Delta (CPMD) 
電子ﾌｧｲﾙ 

Deutsche Gesellschaft für 

Internationale Zusammenarbeit 

(GIZ) GmbH (German Agency for 

International Cooperation) 

2018 年 

6 

Decree on Management and Use of 

Official Development Assistance 

(ODA) and Concessional Loans of 

Foreign Donors 

電子ﾌｧｲﾙ 
Government of the Socialist 

Republic of Vietnam 
2020 年 

7 

WMO Atlas of Mortality and Economic 

Losses from Weather, Climate and Water 

Extremes (1970– 2019) 

電子ﾌｧｲﾙ 
World Meteorological 

Organization 
2021 年 
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